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第 １ 章 計画の策定にあたって 

 

第 １ 節 計画策定の主旨 

つくば市（以下「本市」とします。）では、平成 6 年度(1994 年度)に策定した「つくば市一般廃

棄物（ごみ）処理基本計画」以降、循環型社会を構築するため、減量化・資源化事業に取り組んで

います。令和 2 年(2020 年)4 月には、ごみ処理と生活排水処理からなる「つくば市一般廃棄物処理

基本計画」（以下「本計画」とします。）を策定し、長期的な視点に立って、ごみ及び生活排水の発

生から最終処分に至るまでの適正な処理を進め、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に資するため

の基本的な方向性を定めています。 

今回、計画の策定から 5 年が経過し、中間目標年度を迎えることから、市民の生活意識や産業活

動の変化及び自然災害等、本市の地域特性に的確に対応した廃棄物行政を進めていくために、計画

の見直しを行いました。 

また、近年国内外で課題となっている食品ロスの削減に関し、国は令和元年(2019 年)10 月に食

品ロスの削減の推進に関する法律（以下「食品ロス削減推進法」とします。）を施行し、市町村は食

品ロス削減推進計画を策定することが求められています。よって本市でも、「食品ロス削減推進計

画」を作成し、本計画の中に内包することで他計画と一体的に取り組むこととします。 

なお、本計画の改定に当たっては、「つくば市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例」の規定に

より、市長の諮問に応じ、「つくば市一般廃棄物減量等推進審議会」を設置し、協議・検討を行いま

した。 

 

 

 
図 1-1 計画の経緯 

  

Ｈ7～Ｈ11 Ｈ12～Ｈ16 Ｈ17～Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11
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平成6年度策定 第1次中期計画
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食品ロス削減推進計画
（Ｒ7～Ｒ11年度）
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（Ｈ19～Ｈ31年度）
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第 ２ 節 計画の位置付け 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」とします。）第 6 条第 1 項の規定に

より、市町村は、当該市町村の区域内の一般廃棄物の処理に関する計画（以下「一般廃棄物処理計

画」とします。）を定めなければならないとされています。 

一般廃棄物処理計画は、図 1-2 に示すとおり、ごみ処理基本計画と食品ロス削減推進計画、生活

排水処理基本計画からなる本計画と、年度ごとに定める一般廃棄物処理実施計画から構成されます。 

本計画は、関連法令や国・県の関連計画等を踏まえるとともに、つくば市未来構想やつくば市環

境基本計画等の本市の関連計画等との整合性を図るものとします。 

 

 
 

図 1-2 本計画と他計画との位置づけ 

  

つくば市一般廃棄物処理計画

つくば市未来構想

第5次茨城県廃棄物処理計画

（令和3年3月）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

第3次つくば市環境基本計画
つくば市一般廃棄物処理基本計画

（10年～15年の長期計画）

ごみ処理基本計画

つくば市地球温暖化対策実行計画

（区域施策編）

つくば市地球温暖化対策実行計画

（事務事業編） つくば市一般廃棄物処理実施計画

（各年度計画）

生活排水処理基本計画

ごみ処理実施計画 生活排水処理実施計画

食品ロス削減推進計画

食品ロス削減推進計画

つくば市SDGs未来都市計画

(2021-2023)改定版



 

- 4 - 

第
１
編 

共
通 

第
２
編 

ご
み
処
理
基
本
計
画 

第
３
編 

食
品
ロ
ス
削
減
推
進
計
画 

第
４
編 

生
活
排
水
処
理
基
本
計
画 

用 

語 

集 

第 ３ 節 計画の期間 

本計画は、令和 2 年度(2020 年度)から令和 11 年度（2029 年度）までの 10 年間の計画とします。 

中間目標年度に当たる令和 6 年度（2024 年度）に、Plan(計画の策定)、Do(実行)、Check(評価)、

Act(見直し)のいわゆる PDCA サイクルに基づき、計画の点検、評価、見直しを行いました。 

 

 
 
 
 

図 1-3 計画期間 

 

第 ４ 節 計画の対象廃棄物 

廃棄物の区分は図 1-4 に示すとおりです。廃棄物は大きく一般廃棄物と産業廃棄物の 2 つに区

分されます。産業廃棄物は、事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、法律で定められた 20 種類を

指します。一般廃棄物は、産業廃棄物以外の廃棄物であり、家庭から発生する生活系ごみ及びオフ

ィスや飲食店等から発生する事業系ごみに加え、生活排水も含んでいます。 

本計画において対象とする廃棄物は「一般廃棄物」です。 

 

 

図 1-4 廃棄物の区分 

  

計画の期間： 10 年間（見直し後 5 年間） 

計画目標年度：令和 11 年度（2029 年度） 

〈市町村の処理責任＝本計画の対象範囲〉

〈事業者の処理責任〉

廃棄物 生活排水

（し尿等）

一般廃棄物

生活系ごみ
ごみ

事業系ごみ

粗大ごみ

可燃ごみ、不燃ごみなど

産業廃棄物：事業活動に伴って生じた廃棄物のうち法令で定められた20種類の廃棄物

燃えがら、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類、紙くず、木くず、繊維くず、動植物性残渣、動物系固形不要物、

ゴムくず、金属くず、ガラスくず・コンクリートくず及び陶磁器くず、鉱さい、がれき類、動物系のふん尿、動物の死体、ばいじん、

13号廃棄物（コンクリート固化したもの等）、上記20種類の産業廃棄物を処分するために処理したもの、他に輸入された廃棄物
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第 ５ 節 地域の概況 

１．位置と地勢 

本市は、茨城県の南西部に位置し、東京まで約 50km、つくばエクスプレスで 45 分、さらには

成田空港に接続される圏央道があるなど、都心や海外へのアクセスが容易です。日本を代表する

研究学園都市であり、国と企業の研究機関が多く立地し、豊富な国際的人材を有していることも

あり、住民の外国人率は全国平均を上回り、令和 5 年度（2023 年度）時点で、約 12,000 人の外

国人が暮らしています。一方で、北に関東の名峰筑波山を擁し、東には我が国第 2 位の面積を有

する霞ヶ浦を控え、あわせて水郷筑波国定公園に指定されているなど、豊かな自然も有していま

す。 

このように充実した都市機能と豊かな自然を兼ね備えている本市は、人口の増加を続けており、

令和 5 年度（2023 年度）時点で 25 万人まで増加しました。 

 

 
図 1-5 本市の位置 

  



 

- 6 - 

第
１
編 

共
通 

第
２
編 

ご
み
処
理
基
本
計
画 

第
３
編 

食
品
ロ
ス
削
減
推
進
計
画 

第
４
編 

生
活
排
水
処
理
基
本
計
画 

用 

語 

集 

２．都市の成り立ち 

本市は、国家プロジェクトである筑波研究学園都市の建設により、昭和 40 年代から 50 年代に

かけて現在の市中心部に「研究学園地区」が整備されました。また、その周辺には、合併による

本市誕生以前の旧町村時代に地域の中心として発展してきた市街地などが形成されています。さ

らに、平成 11 年（1999 年）以降には、つくばエクスプレスの整備と沿線開発が進められており、

土地区画整理事業が終盤を迎えようとしています。 

 

 
図 1-6 本市の状況 
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３．人口 

人口・世帯数の推移は、図 1-7、表 1-1 に示すとおりです。 

人口、世帯数ともに増加傾向が続いており、計画策定時の令和 2 年度(2020 年度)は 240,383 人

だった人口が、令和 5 年度(2023 年度)では 254,534 人と大きく増加しています。また、外国人登

録者数も増加しており、外国人率が計画策定時の 4％から令和 5 年度(2023 年度)では、5％に近

い値となっています。令和 11 年度(2029 年度)の将来人口予測は 272,027 人で、今後も増加傾向

が続くと予想されています。 

世帯人数については、全国的な傾向と同様に減少傾向にあり、核家族化が進行している状況が

伺えます。 

 
図 1-7 人口・世帯数の推移 

 
表 1-1 人口・世帯数の推移 

 
資料：住民基本台帳(10 月 1 日) 

※令和 6 年度以降の人口は、令和 5 年度に実施した市の人口推計（小地域・1 歳階級）に基づ

いています。  

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

人口 世帯数 人口推計 世帯人数

（人及び世帯） （世帯人数）

（年度）

男 女 計

H26 112,057 108,078 220,135 7,393 92,890 2.37
H27 113,290 109,528 222,818 7,853 94,737 2.35
H28 114,969 111,284 226,253 8,297 96,846 2.34
H29 116,556 112,848 229,404 9,106 98,971 2.32
H30 118,245 114,694 232,894 9,396 101,102 2.30
R1 120,349 116,493 236,842 9,882 104,040 2.28
R2 122,210 118,173 240,383 9,457 106,418 2.26
R3 125,071 120,440 245,511 9,719 110,019 2.23
R4 128,004 123,204 251,208 11,721 114,092 2.20
R5 129,526 125,008 254,534 12,602 116,632 2.18

R6 132,243 127,775 260,018 － － －
R7 134,272 129,937 264,209 － － －
R8 135,626 131,451 267,077 － － －
R9 136,577 132,588 269,165 － － －
R10 137,295 133,491 270,785 － － －
R11 137,818 134,210 272,027 － － －
R12 138,185 134,784 272,969 － － －

外国人
登録者数

世帯人数
（人/世帯）

世帯数
（世帯）

人口
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令和 5 年（2023 年）10 月１日時点における年齢 5 歳階級別人口構成は、図 1-8、表 1-2 に示

すとおりです。人口構成は、茨城県全体と比べ、生産年齢人口が多いことが特徴です。 

 
図 1-8 年齢 5 歳階級別人口構成 

 
表 1-2 年齢 5 歳階級別人口構成 

 

 
資料：茨城県常住人口調査 

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

0～4
5～9

10～14
15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49
50～54
55～59
60～64
65～69
70～74
75～79
80～84
85～89
90～94
95～99
100～

男

女

（人）

 令和５年１０月１日現在（単位：人）

男 女 計

0～4 6,045 5,864 11,909 4.7 86,696 3.1
5～9 6,507 6,055 12,562 4.9 106,581 3.8

10～14 6,362 5,974 12,336 4.8 118,780 4.2
計 18,914 17,893 36,807 14.4 312,057 11.0

15～19 6,283 5,626 11,909 4.7 127,695 4.5
20～24 8,799 7,479 16,278 6.4 129,389 4.6
25～29 8,328 7,252 15,580 6.1 124,892 4.4
30～34 7,604 7,270 14,874 5.8 132,243 4.7
35～39 8,340 8,086 16,426 6.4 153,252 5.4
40～44 8,786 8,650 17,436 6.8 171,986 6.1

45～49 9,493 9,047 18,540 7.2 202,465 7.2
50～54 8,670 8,426 17,096 6.7 212,550 7.5
55～59 7,225 6,635 13,860 5.4 181,025 6.4
60～64 5,883 5,716 11,599 4.5 170,645 6.0

計 79,411 74,187 153,598 60.0 1,606,142 56.8
65～69 5,399 5,585 10,984 4.3 182,041 6.4
70～74 5,793 6,402 12,195 4.8 216,980 7.7
75～79 4,793 5,255 10,048 3.9 176,618 6.2
80～84 3,174 3,801 6,975 2.7 135,586 4.8
85～89 1,638 2,633 4,271 1.7 84,110 3.0
90～94 664 1,634 2,298 0.9 42,745 1.5
95～99 150 622 772 0.3 12,863 0.5
100～ 7 90 97 0.0 1,710 0.1
計 21,618 26,022 47,640 18.6 852,653 30.2

8,416 9,346 17,762 6.9 55,195 2.0
128,359 127,448 255,807 100.0 2,826,047 100.0

老
年
人
口

年齢不詳
総数

構成比
（％）

茨城県

年
少
人
口

構成比
（％）

つくば市

生
産
年
齢
人
口
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４．産業 

(1) 産業大分類別事業所数の推移 

  産業大分類別事業所数の推移は表 1-3 に示すとおりです。 

令和 3 年度（2021 年度）の事業所数は、平成 28 年度（2016 年度）に比べて微減しています。

分類別では、「卸売業、小売業」、「建設業」、「宿泊業、飲食サービス業」の事業所数が減少し、「医

療、福祉」、「学術研究、専門・技術サービス業」の事業所数が増加しています。 

  

表 1-3 産業大分類別事業所数の推移 

No 産業大分類 
平成 28 年度 令和 3 年度 

事業所数 構成比率 事業所数 構成比率 

1 卸売業、小売業 2,253 27.3% 2,145 26.1％ 

2 建設業 990 12.0% 901 11.0％ 

3 宿泊業、飲食サービス業 996 12.1% 832 10.1％ 

4 生活関連サービス業、娯楽業 708 8.6% 690 8.4％ 

5 医療、福祉 568 6.9% 647 7.9％ 

6 サービス業（他に分類されないもの） 618 7.5% 626 7.6％ 

7 学術研究、専門・技術サービス業 502 6.1% 567 6.9％ 

8 不動産業、物品賃貸業 455 5.5% 489 6.0％ 

9 製造業 385 4.7% 418 5.1％ 

10 教育、学習支援業 258 3.1% 274 3.3％ 

- その他 515 6.2% 619 7.6％ 

 合計 8,248 100.0% 8,208 100.0％ 

資料：統計つくば 2023（令和 5年度版） 

 

(2) 産業大分類別従業者数の推移 

産業大分類別従業者数の推移は表 1-4 に示すとおりです。 

令和 3 年度（2021 年度）の従業者数は、平成 28 年度（2016 年度）に比べて増加しています。

分類別では、「学術研究、専門・技術サービス業」、「医療、福祉」、「情報通信業」の従業者数が増

加し、「卸売業、小売業」、「宿泊業、飲食サービス業」の従業者数が減少しています。 

 

表 1-4 産業大分類別従業者数の推移 

No 産業大分類 
平成 28 年度 令和 3 年度 

従業者数(人) 構成比率 従業者数(人) 構成比率 

1 学術研究、専門・技術サービス業 21,627 17.5% 26,212 19.8％ 

2 卸売業、小売業 23,473 19.0% 21,542 16.2％ 

3 医療、福祉 14,310 11.6% 16,130 12.2％ 

4 サービス業（他に分類されないもの） 12,574 10.2% 13,787 10.4％ 

5 製造業 10,325 8.4% 11,859 8.9％ 

6 宿泊業、飲食サービス業 10,531 8.5% 9,013 6.8％ 

7 教育、学習支援業 7,636 6.2% 8,280 6.2％ 

8 建設業 6,513 5.3% 6,109 4.6％ 

9 運輸業、郵便業 4,148 3.4% 4,635 3.5％ 

10 情報通信業 2,651 2.1% 4,603 3.5％ 

- その他 9,693 7.8% 10,491 7.9％ 

 合計 123,481 100.0％ 132,661 100.0％ 

資料：統計つくば 2023（令和 5年度版） 



 

- 10 - 

第
１
編 

共
通 

第
２
編 

ご
み
処
理
基
本
計
画 

第
３
編 

食
品
ロ
ス
削
減
推
進
計
画 

第
４
編 

生
活
排
水
処
理
基
本
計
画 

用 

語 

集 

５．土地利用 

  土地利用の推移は表 1-5 に示すとおりです。 

  令和 4 年度（2022 年度）における土地利用の構成比は、自然的土地利用（農地、山林など）の

約 6 割に対し、都市的土地利用（宅地など）が約 4 割となっています。また、平成 28 年度（2016

年度）と比較すると、住宅用地だけでなく、商業用地及び工業、物流用地が増加しており、これ

はつくばエクスプレス沿線開発の影響とみられます。 

 

表 1-5 土地利用の推移 
単位：ha 

土地利用 種別 平成 28 年度 令和 4 年度 比較 

自然的 

土地利用  

計 16,970 16,200 -749 

（構成比） （59.7%） （57.1%）   

  農地 10,665 10,256 -396 

    （37.5%） （36.1%）   

  山林 4,609 4,357 -246 

    （16.2%） （15.4%）   

  原野、水面等その他 1,696 1,587 -107 

    （6.0%） （5.6%）   

都市的 

土地利用  

計 11,437 12,172 749 
 （40.3%） （42.9%）   

  住宅、併用住宅用地 3,422 3,622 204 

    （12.1%） （12.8%）   

  商業用地 634 748 115 

    （2.2%） （2.6%）   

  工業、物流用地 1,944 2,085 144 

    （6.8%） （7.3%）   

  農業施設用地 - 103 103 

    - （0.4%）   

  公共用地、文教厚生用地 1,003 984 -18 

    （3.5%） （3.5%）   

  公園、緑地等 302 370 69 

    （1.1%） （1.3%）   

  道路用地 2,301 2,392 94 

    （8.1%） （8.4%）   

  その他 1,832 1,869 39 

    （6.5%） （6.6%）   

合計   28,407 28,372 - 

資料：都市計画基礎調査 
※市域面積の修正により、合計値が異なります。 
 比較においては、面積案分の上で差を示しています。 
 農業施設用地は、平成 28 年度調査の時点で項目がなかったため表示していません。 
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第 １ 章 ごみ処理の現状 

 

第 １ 節 ごみ処理の現状 

１．ごみ処理フロー 

本市のごみ処理フローは、図 2-1 に示すとおりです。 

生活系ごみと事業系ごみの大部分は、つくばサステナスクエアに搬入され、焼却、破砕、選別、

圧縮などの中間処理を行っています。 

中間処理により回収した有価物、生活系の直接資源化ごみ（廃食用油、牛乳パック、小型家電、

集団回収により回収したごみ）及び事業者から排出される直接資源化ごみについては、民間業者

による資源化を行っています。 

中間処理後に発生する焼却残渣（焼却灰）は、民間業者の最終処分場に埋立処分するとともに、

民間業者に委託して溶融処理及び焼成処理による資源化を行っています。不燃残渣については、

民間業者の最終処分場に埋立処分しています。 
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※1：児童・生徒の家庭から排出された牛乳パックを小中学校で回収しています。 

※2：集団回収では、紙類（新聞紙・段ボール・雑誌）、古布、かん、びんなどを集めています。 

図 2-1 ごみ処理フロー（令和 6 年度（2024 年度）時点)  

つくばサステナスクエア

可燃ごみ

不燃ごみ

資源ごみ

有害ごみ

直接

資源化

ごみ

事業者

直接

資源化

ごみ

燃やせるごみ

蛍光管・乾電池

燃やせないごみ
(スプレー容器

含む)

粗大ごみ 粗大ごみ

プラスチック製

容器包装

かん

びん

ペットボトル

古紙・古布

クリーンセンター

焼却施設①

リサイクルセンター

有価物

焼却残渣
最終処分場

（民間施設）

資 源 化

（民間施設）

①へ

②へ

可燃残渣

不燃残渣

資 源 化

（民間施設）

有価物

（かん）

有価物

（びん）

有価物
(ペットボトル)

有価物
(プラスチック)

資源化施設

リサイクルセンター

廃食用油 資源化施設

有価物
(古紙・古布)

BDF
（バイオディー

ゼル燃料）

②

小型家電

集団回収

古紙・古布

かん

びん

金属類

ペットボトル

資 源 化

（民間施設）

分 別 排 出 収集運搬 中 間 処 理 最終処分

牛乳パック※1

※2
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２．収集運搬体系 

ごみの収集運搬体系のうち、生活系ごみの収集運搬体系は表 2-1、事業系ごみの収集運搬体系

は表 2-2 に示すとおりです。 

 

表 2-1 生活系ごみの収集運搬体系 

分別区分 排出方法 
収集 
回数 

収集運搬体系 
集積 
所数 

収集区 
割り 

収集日程 

燃やせるごみ 
市指定袋でごみ
集積所に排出 

週 2 回 

市 （委託） 
排出者（直接搬入） 

7,169 
カ所 

18 地区 

5 パターン 
・東地区 
・西地区 A 
・西地区 B 
・南地区 
・北地区 

燃やせないごみ 
透明または半透
明の袋でごみ集
積所に排出 

月 2 回 

粗大ごみ 

粗大ごみ処理券
を貼付し、指定
場所に排出（予
約制有料戸別収
集） 

月 2 回 

スプレー容器 
透明または半透
明の袋でごみ集
積所に排出 

月 2 回 

資
源
ご
み 

プラスチック 
製容器包装 

透明または半透
明の袋でごみ集
積所に排出 

月 4 回 

かん 透明または半透
明の袋でごみ集
積所に排出 

月 2 回 
 

びん 

ペットボトル 

古紙 

ひもで縛ってご
み集積所に排出
（雑がみは紙袋
で排出可） 

古布 
ひもで縛って集
積所に排出 

有害ごみ 
（蛍光管・乾電池） 市役所本庁舎や

各窓口・交流セ
ンター等に設置
した回収ボック
スに排出 

随時 拠点回収 直接 
資源化
ごみ 

廃食用油 

牛乳パック 

小型家電 

市で処理困難なもの 排出者自らが専門の処理業者等に直接搬入または収集運搬許可業者に依頼 

※排出方法は主なものです。 

※集積所数は令和 6年（2024 年）3月 31 日時点となります。 

 

表 2-2 事業系ごみの収集運搬体系 

分別区分 排出方法 収集回数 収集運搬体系 

燃やせるごみ 

直接搬入または 
収集運搬許可業者に依頼 

随時 

許可業者 
排出事業者（直接搬入） 

燃やせないごみ 

粗大ごみ 

資源ごみ 
許可業者 

排出事業者（直接搬入） 
資源化業者 

市で処理困難なもの 排出者自らが専門の処理業者等に直接搬入または収集運搬許可業者に依頼 
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３．処理体系 

本市におけるごみの処理体系は、表 2-3 に示すとおりです。 

 

表 2-3 ごみの処理体系 

ごみの種類 
中間処理 最終処分 

処理主体 処理方法 
処理
主体 

処理方法 

燃やせるごみ 

市 

焼却 

委託 
埋立・ 
資源化 

燃やせないごみ 
（スプレー容器含む） 

破砕 

粗大ごみ 破砕・リユース 

資
源
ご
み 

かん 選別・圧縮 

びん 選別 

ペットボトル 選別・圧縮 

古紙・古布 選別 

プラスチック製 
容器包装 

選別・圧縮 

有害 
ごみ 

蛍光管 破砕・無害化 

乾電池 選別 

廃食用油 
BDF（バイオ 

ディーゼル燃料）化 

小型家電 委託 選別 

市で処理困難なもの 
排出者自らが専門の処理業者等に処理を依頼するなど
して適正処理 

    ※産業廃棄物は含まれません。 
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４．中間処理体系 

中間処理は、つくばサステナスクエアで行っています。施設概要は、表 2-4、表 2-5、表 2-6

に示すとおりです。 

つくば市クリーンセンター（焼却施設）は、定期的な維持管理点検が行われていますが、竣工

後 27 年が経過し、一部の設備・装置等は著しく経年劣化が生じています。施設の延命化に向け、

平成 27 年度（2015 年度）から 5 カ年で基幹的設備改良工事を実施しましたが、毎年度補修工事

が必要な状況となっています。耐用年数も大きく上回っている機器類があり、安定的な稼働に懸

念があります。計画的な更新等も視野に今後検討を行う必要があります。 

つくば市リサイクルセンター及び資源化施設は、適正に点検・整備がなされており、十分な処

理機能が維持されています。竣工後間もないこともあり、特に問題になるような大きな劣化や損

傷も見受けられません。今後、経年劣化等が進行することが予想されるため、日常点検等を継続

的に行い、適正な運営管理に努めていきます。 

表 2-4 つくば市クリーンセンターの概要 

施設名 つくば市クリーンセンター（焼却施設） 

施設所管 つくば市 

所在地 茨城県つくば市水守 2339 番地 

竣工 平成 9 年（1997 年）2月 

形式 連続燃焼式焼却炉 

処理能力 375t/日（125t/24h×3 炉） 

設
備
概
要 

排ガス処理 無触媒脱硝＋乾式消石灰噴霧＋バグフィルター 

灰処理 焼却灰：埋立、資源化  ダスト：薬剤処理 

排水処理 処理後循環再利用 

余熱利用 ボイラー、発電設備 

煙突 高さ：59.5m 

工場棟 58.35m×93.2m、高さ：32m、地下：5m 

計量棟 トラックスケール 2 台 

管理棟 15m×30m 3 階建て鉄筋コンクリート 

付帯設備 車庫棟、駐車場、門、フェンス、道路 
 

表 2-5 つくば市リサイクルセンターの概要 

施設名 つくば市リサイクルセンター 

施設所管 つくば市 

所在地 茨城県つくば市水守 2339 番地 

竣工 平成 31 年（2019 年）3 月 

形式 破砕施設 選別・圧縮施設 

処理能力 粗大ごみ  13t/5 時間 
不燃ごみ  13t/5 時間 

かん類    4t/5 時間 
びん類    9t/5 時間 
ペットボトル 4t/5 時間 
有害ごみ   1t/5 時間 
プラスチック製容器包装 
       16t/5 時間 

 

表 2-6 資源化施設の概要 

施設名 資源化施設 

施設所管 つくば市 

所在地 茨城県つくば市水守 2339 番地 

竣工 令和 3 年（2021 年）3月 

形式 保管施設 
BDF（バイオディーゼル燃料）
化施設 

処理能力 
古紙・古布  46t/5 時間 

（貯留スペース 240m²） 
廃食用油  0.04t/5 時間 

（50L/5 時間） 
※古紙・古布は保管施設のため、46t/5 時間は１日当たりの計画搬入量を参考として表記しました。 
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５．最終処分体系 

中間処理後に発生する焼却残渣及び不燃残渣は、民間業者が運営する最終処分場で埋立処分し

ています。令和 6 年度（2024 年度）時点の民間処分場の施設概要は、表 2-7 に示すとおりです。 

また、焼却残渣の一部について、民間業者において溶融処理等による資源化を行い、最終処分

量の削減を図っています。令和 6 年度（2024 年度）時点の再資源化処理施設の概要は、表 2-8

に示すとおりです。 

 

表 2-7 民間最終処分場の施設概要 

施設名 ジークライト株式会社 

所在地 山形県米沢市大字板谷字四郎右エ門沢 773 番 1、773 番 2 

処理方法 管理型埋立処理 

全体容量 4,270,673.5 ㎥ 

残余容量 1,922,720.4 ㎥（令和 6 年（2024 年）3月 28 日時点） 

 
施設名 グリーンフィル小坂株式会社 

所在地 秋田県鹿角郡小坂町小坂鉱山字杉沢 96 番 29 

処理方法 管理型埋立処理 

全体容量 2,700,000 ㎥ 

残余容量 1,007,295 ㎥（令和 6年（2024 年）3月 31 日時点） 

 

施設名 
株式会社ウィズウェイストジャパン 
小野ウェイストパーク 

所在地 福島県田村郡小野町大字南田原井字大和久 169 番 2 

処理方法 管理型埋立処理 

全体容量 1,101,180m³ 

残余容量 116,814 ㎥（令和 6 年（2024 年）3月 31 日時点） 

 

施設名 
株式会社ウィズウェイストジャパン 
三戸ウェイストパーク 

所在地 青森県三戸郡三戸町大字斗内字立花 49 番 1 外 

処理方法 管理型埋立処理 

全体容量 1,664,000m³ 

残余容量 714,110 ㎥（令和 6 年（2024 年）3月 31 日時点） 

 

表 2-8 民間再資源化処理施設の概要 

施設名 株式会社ツネイシカムテックス 

所在地 埼玉県大里郡寄居町大字三ヶ山 250 番地１ 

処理方法 焼成処理 

処理能力 316.52ｔ/日 

 
施設名 新日本電工株式会社 

所在地 茨城県鹿嶋市大字光 4番地 

処理方法 溶融固化処理 

処理能力 520ｔ/日 
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第 ２ 節 ごみ排出量等の実績 

１．ごみ排出量 

（1）ごみ総排出量 

ごみ総排出量の実績は、表 2-9 及び図 2-2 に示すとおりです。 

年々人口が増加している中、計画収集量は令和元年度（2019 年度）をピークに減少傾向、直

接搬入量は増減を繰り返しており、集団回収量は年々減少傾向にあります。令和 5 年度（2023

年度）におけるごみ総排出量は 94,769t となっています。 

ごみ総排出量は、事業者直接資源化量（事業者が独自に資源化した資源ごみの量）を含む場

合は横ばいの傾向となっていますが、事業者直接資源化量を含まない場合は、令和元年度（2019

年度）をピークに減少傾向にあります。 

 

表 2-9 ごみ総排出量の実績  

 
※直接搬入量は、つくばサステナスクエアに搬入されずに、民間の資源化業者に直接搬入されるものをいい、事業者直

接資源化量も含みます。 

〈 〉内は事業者直接資源化量を含まない値です。 

 

 

図 2-2 ごみ総排出量の実績  

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

人口（人） 220,135 222,818 226,253 229,404 232,894 236,842 240,383 245,511 251,208 254,534

計画収集量（t/年） 77,527 78,410 77,850 77,902 78,655 79,522 79,179 79,142 78,348 76,867

直接搬入量（t/年） 11,437 14,512 13,511 13,381 15,568 15,267 14,805 15,801 15,736 17,222

集団回収量（t/年） 1,328 1,345 1,374 1,270 1,185 1,128 721 749 702 680

90,292 94,267 92,735 92,553 95,408 95,917 94,705 95,692 94,786 94,769

〈82,014〉 〈83,077〉 〈82,516〉 〈82,361〉 〈83,148〉 〈84,298〉 〈82,835〉 〈82,678〉 〈81,567〉 〈80,168〉

1,124 1,156 1,123 1,105 1,122 1,107 1,079 1,068 1,034 1,017

〈1,021〉 〈1,019〉 〈999〉 〈984〉 〈978〉 〈972〉 〈944〉 〈923〉 〈890〉 〈861〉

ごみ総排出量（t/年）

１人１日当たりの
ごみ排出量(g/人・日)
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（2）1 人 1 日当たりのごみ排出量の比較 

１人 1 日当たりのごみ排出量の茨城県平均、全国平均との比較は、表 2-10 及び図 2-3 に示

すとおりです。 

本市の令和 5 年度（2023 年度）における 1 人 1 日当たりのごみ排出量は 1,017g、事業者直接

資源化量を含まない場合は 861g で、年々減少傾向にあります。令和 4 年度（2022 年度）におけ

る 1 人 1 日当たりのごみ排出量（事業者直接資源化量を含む場合）は、茨城県平均、全国平均

を上回っています。 

 

表 2-10 1 人 1 日当たりのごみ排出量の比較 

 
※〈 〉内は「事業者直接資源化量」を含まない値です。 

 

 

図 2-3 1 人 1 日当たりのごみ排出量の比較 

 

  

（単位：g/人・日）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1,124 1,156 1,123 1,105 1,122 1,107 1,079 1,068 1,034 1,017

〈1,021〉 〈1,019〉 〈999〉 〈984〉 〈978〉 〈972〉 〈944〉 〈923〉 〈890〉 〈861〉

茨城県平均 1,006 1,005 983 985 990 985 969 953 948 ー

全国平均 947 939 925 920 919 919 901 890 880 ー

つくば市

1,124 
1,156 

1,123 
1,105 

1,122 
1,107 

1,079 1,068 

1,034 
1,017 

〈1,021〉〈1,019〉
〈999〉

〈984〉 〈978〉 〈972〉
〈944〉

〈923〉〈890〉

〈861〉

1,006 1,005 
983 985 990 985 

969 
953 948 

947 939 
925 920 919 919 

901 890 880 

700
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1,200

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

(g/人・日)
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つくば市 つくば市(事業者直接資源化量を除く) 茨城県平均 全国平均
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（3）生活系ごみ及び事業系ごみの排出量 

生活系ごみ及び事業系ごみの排出量の実績は、表 2-11 及び図 2-4 に示すとおりです。 

生活系ごみ排出量は、令和元年度（2019 年度）以降、年々減少傾向にあります。 

一方、事業系ごみ排出量は、おおむね横ばいで推移しています。本市では、平成 24 年度（2012

年度）以降、事業者が排出した資源ごみの流れを把握するために、多量排出事業者（1 日当たり

平均 100 キログラム以上の事業系一般廃棄物を排出する事業者）より提出された「つくば市事

業系一般廃棄物減量化等計画書」を通じて事業者直接資源化量の把握を積極的に進めています。

事業系ごみ排出量が横ばいで推移している要因は、事業者直接資源化量の把握を積極的に進め

たことにより、把握できる資源物の量が増加したことが考えられます。 

令和 5 年度（2023 年度）におけるごみ総排出量に占める事業系ごみ排出量の割合は 39.7％、

事業者直接資源化量を含まない場合は 28.7％となっており、近年はおおむね横ばい傾向にあり

ます。 

 

表 2-11 生活系ごみ及び事業系ごみの排出量の実績 

 

※〈 〉内は事業者直接資源化量を含まない値です。 

 

図 2-4 生活系ごみ及び事業系ごみの排出量の実績 

 

  

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

生活系ごみ（t/年） 56,583 56,723 57,415 57,720 59,100 59,541 59,535 58,965 58,154 57,178

事業系ごみ（t/年） 33,709 37,544 35,320 34,833 36,308 36,376 35,170 36,727 36,632 37,591

90,292 94,267 92,735 92,553 95,408 95,917 94,705 95,692 94,786 94,769

〈82,014〉 〈83,077〉 〈82,516〉 〈82,361〉 〈83,148〉 〈84,298〉 〈82,835〉 〈82,678〉 〈81,567〉 〈80,168〉

37.3 39.8 38.1 37.6 38.1 37.9 37.1 38.4 38.6 39.7

〈31.0〉 〈31.7〉 〈30.4〉 〈29.9〉 〈28.9〉 〈29.4〉 〈28.1〉 〈28.7〉 〈28.7〉 〈28.7〉

ごみ総排出量に占める
事業系ごみの割合（％）

ごみ総排出量（t/年）

56,583 56,723 57,415 57,720 59,100 59,541 59,535 58,965 58,154 57,178

33,709 37,544 35,320 34,833 36,308 36,376 35,170 36,727 36,632 37,591

90,292
94,267 92,735 92,553 95,408 95,917 94,705 95,692 94,786 94,769
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【参考】1 人 1日当たりの生活系ごみ排出量と 1日当たりの事業系ごみ排出量 

 

表 2-12 1 人 1 日当たりの生活系ごみ排出量 

 

※人口は、住民基本台帳の各年度 10 月 1 日時点の人口です。 

  

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

人 220,135 222,818 226,253 229,404 232,894 236,842 240,383 245,511 251,208 254,534

t/年 45,993 46,058 46,909 47,476 48,795 48,337 47,828 46,968 46,361 45,506

g/人・日 572.4 564.8 568.0 567.0 574.0 557.6 545.1 524.1 505.6 488.5

t/年 2,354 2,385 2,274 2,232 2,372 2,261 2,426 2,100 1,943 1,882

g/人・日 29.3 29.3 27.5 26.7 27.9 26.1 27.7 23.4 21.2 20.2

t/年 1,738 1,777 1,700 1,693 1,688 2,065 2,022 2,044 1,846 1,914

g/人・日 21.6 21.8 20.6 20.2 19.9 23.8 23.1 22.8 20.1 20.6

古紙・古布 （委託＋直搬） t/年 2,343 2,329 2,415 2,322 2,364 2,506 3,029 3,459 3,467 3,306

紙類 （集団回収） t/年 1,285 1,298 1,329 1,223 1,142 1,076 704 728 681 658

布類 （集団回収） t/年 23 23 25 26 25 32 4 8 9 11

牛乳パック （拠点回収） t/年 36 39 42 42 45 40 1 2 1 1

t/年 3,687 3,689 3,811 3,613 3,576 3,654 3,738 4,197 4,158 3,976

g/人・日 45.9 45.2 46.2 43.2 42.1 42.2 42.6 46.8 45.4 42.7

かん （委託＋直搬） t/年 612 582 556 540 536 552 614 614 602 573

金属類 （集団回収） t/年 11 11 12 15 13 15 10 11 10 10

t/年 623 593 568 555 549 567 624 625 612 583

g/人・日 7.8 7.3 6.9 6.6 6.5 6.5 7.1 7.0 6.7 6.3

びん （委託＋直搬） t/年 1,597 1,641 1,582 1,569 1,504 1,487 1,550 1,520 1,514 1,464

ガラス類 （集団回収） t/年 9 13 8 6 5 5 3 2 2 1

t/年 1,606 1,654 1,590 1,575 1,509 1,492 1,553 1,522 1,516 1,465

g/人・日 20.0 20.3 19.3 18.8 17.8 17.2 17.7 17.0 16.5 15.7

t/年 0 0 0 0 0 525 649 761 922 1,029

g/人・日 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.1 7.4 8.5 10.1 11.1

t/年 526 512 510 521 552 581 629 679 728 761

g/人・日 6.6 6.3 6.2 6.2 6.5 6.7 7.2 7.6 7.9 8.2

t/年 9 9 9 11 10 10 11 15 14 11

g/人・日 0.11 0.11 0.11 0.13 0.12 0.12 0.13 0.17 0.15 0.12

t/年 0 0 0 0 1 1 1 2 2 1

g/人・日 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.02 0.02 0.01

t/年 6,451 6,457 6,488 6,275 6,197 6,830 7,205 7,801 7,952 7,826

g/人・日 80.29 79.18 78.57 74.94 72.90 78.79 82.12 87.05 86.72 84.02

t/年 47 46 44 44 48 48 54 52 52 50

g/人・日 0.6 0.6 0.5 0.5 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.5

t/年 56,583 56,723 57,415 57,720 59,100 59,541 59,535 58,965 58,154 57,178

g/人・日 704.2 695.6 695.3 689.3 695.2 686.9 678.5 658.0 634.2 613.8

計

有害ごみ

燃やせるごみ

燃やせないごみ

有害ご
み

資
源
ご
み

（拠点回収）

プラスチック製容器包装 （委託＋直搬）

総計

可燃ご
み

（委託＋直搬）

粗大ごみ （委託＋直搬）

不燃ご
み

か
ん
類

計

び
ん
類

小型家電 （拠点回収）

計

（委託）

ペットボトル （委託＋直搬）

廃食用油

項目

人口

（委託＋直搬）

古
紙
・
古
布
類

計
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表 2-13 1 日当たりの事業系ごみ排出量 

 

  

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

t/年 24,447 25,371 24,344 23,836 23,234 23,968 22,557 22,731 22,490 22,120

t/日 66.98 69.32 66.70 65.30 63.65 65.49 61.80 62.28 61.62 60.44

t/年 535 532 474 566 596 555 540 572 590 567

t/日 1.47 1.45 1.30 1.55 1.63 1.52 1.48 1.57 1.62 1.55

t/年 361 373 212 161 149 149 120 137 107 90

t/日 0.99 1.02 0.58 0.44 0.41 0.41 0.33 0.38 0.29 0.25

古紙・古布 （許可＋直搬） t/年 1 0 0 0 3 3 1 82 40 44

かん （許可＋直搬） t/年 19 19 16 17 12 13 18 79 66 57

びん （許可＋直搬） t/年 47 32 32 42 36 51 45 54 69 56

ペットボトル （許可＋直搬） t/年 21 27 23 19 18 18 19 58 51 56

t/年 88 78 71 78 69 85 83 273 226 213

t/日 0.24 0.21 0.19 0.21 0.19 0.23 0.23 0.75 0.62 0.58

古紙・古布 t/年 2,542 2,990 2,875 3,127 3,837 3,463 3,532 3,590 3,581 3,062

かん t/年 230 269 314 298 273 273 230 171 157 125

びん t/年 32 41 38 47 32 32 35 29 32 27

金属類 t/年 11 26 32 21 23 72 26 49 62 30

ペットボトル t/年 93 88 69 74 208 102 70 61 67 109

t/年 2,908 3,414 3,328 3,567 4,373 3,942 3,893 3,900 3,899 3,353

t/日 7.97 9.33 9.12 9.77 11.98 10.77 10.67 10.68 10.68 9.16

古紙・古布 t/年 5,091 7,495 6,787 6,533 7,757 7,564 7,953 9,095 9,301 11,209

かん t/年 92 95 35 35 37 40 7 5 2 9

びん t/年 9 0 1 0 7 6 4 2 4 8

金属類 t/年 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ペットボトル t/年 178 186 68 57 86 67 13 12 13 22

t/年 5,370 7,776 6,891 6,625 7,887 7,677 7,977 9,114 9,320 11,248

t/日 14.71 21.25 18.88 18.15 21.61 20.98 21.85 24.97 25.53 30.73

t/年 33,709 37,544 35,320 34,833 36,308 36,376 35,170 36,727 36,632 37,591

t/日 92.35 102.58 96.77 95.43 99.47 99.39 96.36 100.62 100.36 102.71

事
業
者
直
接
資
源
化

(

自
社
ま
た
は
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化
業
者
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) 計
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み

計

(

許
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業
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)
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業
者
直
接
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化

計

項目

可燃
ごみ

燃やせるごみ （許可）

不燃
ごみ

燃やせないごみ （許可）
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２．ごみ組成分析 

令和 6 年度（2024 年度）に、生活系燃やせるごみ及び事業系燃やせるごみの組成分析調査を実

施しました。令和元年度（2019 年度）に実施したごみ組成分析調査結果との比較を以下に示しま

す。当該調査の詳細は、資料編の「2.ごみ組成分析調査結果」に示します。 
 

（1）生活系燃やせるごみ 

生活系燃やせるごみの組成分析結果を表 2-14 及び図 2-5 に示します。 

令和 6 年度（2024 年度）は、令和元年度（2019 年度）と比較して、「木・竹・わら類」（剪

定枝）の割合が増加し、「厨芥類」の割合が減少しました。プラスチック類や紙類等の「資源

化可能なもの」や金属類等の「入れてはいけないもの」の割合も減少しましたが、生活系燃や

せるごみには依然として分別すべきものが多く含まれており、その割合は合わせて約 25％と

なっています。 

表 2-14 生活系燃やせるごみの組成分析結果 

 

 

図 2-5 生活系燃やせるごみの組成分析結果 

 ％

組 成 項 目

ペ ッ ト ボ ト ル ・ ト レ イ 1.23 2.09

資 源 化 可 6.25 6.41

資 源 化 不 可 13.37 9.99

金 属 類 0.77 0.35

ガ ラ ス 類 等 1.65 0.21

ゴ ム ・ 皮 革 類 0.60 0.51

資 源 化 可 15.24 12.35

資 源 化 不 可 9.83 16.17

布 類 3.44 3.26

食 べ 残 し 5.25

過 剰 除 去 2.66

直 接 廃 棄 5.34

調 理 く ず 15.31

木 ・ 竹 ・ わ ら 類 3.73 10.68

紙 お む つ 類 3.92

可 燃 物 類 5.50

100.00 100.00

※比率は、各地区の人口を基に加重平均して算出しています。

令 和 元 年 度 令 和 ６ 年 度

資 源 化 可 能 な も の 26.16 24.11

入 れ て は い け な い も の 2.42 0.56

9.42

合  計

11.93

厨 芥 類 31.96 28.58

紙 類 25.07 28.52

比　率

令 和 元 年 度 令 和 6 年 度

プラスチック類 19.62 16.40

　　令 和 元 年 度 単位：％ 　　令 和 6 年 度 単位：％

ペットボトル・トレイ

1.23 

プラスチック類

資源化可

6.25 

プラスチック類

資源化不可

13.37 

金属類

0.77 

ガラス類等

1.65 

ゴム・皮革類

0.60 

紙類

資源化可

15.24 

紙類

資源化不可

9.83 

布類

3.44 

厨芥類

31.96 

木・竹・わら類

3.73 

可燃物類

11.93 

ペットボトル・トレイ

2.09 

プラスチック類

資源化可

6.41 

プラスチック類

資源化不可

9.99 

金属類

0.35 

ガラス類等

0.21 

ゴム・皮革類

0.51 

紙類

資源化可

12.35 

紙類

資源化不可

16.17 

布類

3.26 

厨芥類

28.58 

木・竹・わら類

10.68 

紙おむつ類

3.92 

可燃物類

5.50 
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（2）事業系燃やせるごみ 

事業系燃やせるごみの組成分析結果を表 2-15 及び図 2-6 に示します。 

令和 6 年度（2024 年度）は、令和元年度（2019 年度）と同様に、「紙類」（資源化可・資源

化不可）及び「厨芥類」の割合が多く、これらで全体の約 4 分の 3 を占めています。また、「プ

ラスチック類」（資源化可・資源化不可）の割合は減少した一方、「木・竹・わら類」（剪定枝）

の割合は増加しました。「資源化可能なもの」や「入れてはいけないもの」の割合も減少しま

したが、事業系燃やせるごみには依然として分別すべきものが多く含まれており、その割合は

合わせて約 37％となっています。 
 

表 2-15 事業系燃やせるごみの組成分析結果 

 

 

 
図 2-6 事業系燃やせるごみの組成分析結果  

 ％

組 成 項 目

ペ ッ ト ボ ト ル ・ ト レ イ 2.25 1.15

資 源 化 可 8.42 2.52

資 源 化 不 可 9.73 6.44

金 属 類 1.56 0.31

ガ ラ ス 類 等 0.98 0.06

ゴ ム ・ 皮 革 類 0.23 0.80

資 源 化 可 34.90 30.75

資 源 化 不 可 13.37 17.19

布 類 1.61 2.48

食 べ 残 し 2.89

過 剰 除 去 2.93

直 接 廃 棄 2.33

調 理 く ず 15.93

木 ・ 竹 ・ わ ら 類 1.16 7.54

紙 お む つ 類 4.70

可 燃 物 類 1.98

100.00 100.00

令 和 元 年 度 令 和 6 年 度

資 源 化 可 能 な も の 47.18 36.90

入 れ て は い け な い も の 2.54 0.37

令 和 6 年 度

プラスチック類 18.15 8.96

比　率

令 和 元 年 度

紙 類 48.27

24.27

1.52 6.68

47.94

合  計

24.08厨 芥 類

　　令 和 元 年 度 単位：％ 　　令 和 6 年 度 単位：％

ペットボトル・トレイ

2.25 
プラスチック類

資源化可

8.42 

プラスチック類

資源化不可

9.73 

金属類

1.56 

ガラス類等

0.98 

ゴム・皮革

類

0.23 

紙類

資源化可

34.90 

紙類

資源化不可

13.37 

布類

1.61 

厨芥類

24.27 

木・竹・わ

ら類

1.16 

可燃物類

1.52 

ペットボトル・トレイ

1.15 

プラスチック類

資源化可

2.52 

プラスチック類

資源化不可

6.44 

金属類

0.31 

ガラス類等

0.06 

ゴム・皮革

類

0.80 

紙類

資源化可

30.75 

紙類

資源化不可

17.19 

布類

2.48 

厨芥類

24.08 

木・竹・わ

ら類

7.54 

紙おむつ類

4.70 

可燃物類

1.98 



 

- 26 - 

第
１
編 

共
通 

第
２
編 

ご
み
処
理
基
本
計
画 

第
３
編 

食
品
ロ
ス
削
減
推
進
計
画 

第
４
編 

生
活
排
水
処
理
基
本
計
画 

用 

語 

集 

３．中間処理 

（1）資源化量 

資源化量の実績は、表 2-16 及び図 2-7 に示すとおりです。 

令和 5 年度（2023 年度）における総資源化量は 25,220t となっています。 

集団回収量は年々減少傾向にありますが、直接資源化量の増加に伴い、総資源化量は増加傾

向にあります。 

 

表 2-16 資源化量の実績 

 
※〈 〉内は事業者直接資源化量を含まない値です。 

 

 

図 2-7 資源化量の実績 

 

  

（単位：t/年）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

直接資源化量 8,323 11,238 10,270 10,245 12,316 11,670 11,883 13,033 13,236 14,614

中間処理後再生利用量 4,704 4,895 4,689 4,977 5,563 7,345 7,965 8,197 9,922 9,926

集団回収量 1,328 1,345 1,374 1,270 1,185 1,128 721 749 702 680

14,355 17,478 16,333 16,492 19,064 20,143 20,569 21,979 23,860 25,220

〈6,077〉 〈6,288〉 〈6,114〉 〈6,300〉 〈6,804〉 〈8,524〉 〈8,699〉 〈8,965〉 〈10,641〉 〈10,619〉
総資源化量
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（2）つくば市クリーンセンター（焼却施設）での廃棄物発電 

燃やせるごみ及びつくば市リサイクルセンターから発生した可燃残渣は、つくば市クリーン

センター（焼却施設）にて焼却処理をしています。  

つくば市クリーンセンター（焼却施設）は公害防止には万全を期しており、設備の自動化、

省力化を図った施設です。また、エネルギーの効率的利用の観点から、焼却熱を利用した発電

設備（3,149kW）を備えており、発電された電力は施設内で利用されるほか、余剰電力は電力事

業者に売電しています。また、令和 4 年(2022 年)10 月より、発電した電力を市役所本庁舎など

の市所有の 41 施設に供給する自己託送と呼ばれる事業を開始しています。 

焼却施設における発電及び売電電力量の実績は、表 2-17 に示すとおりです。 

 

表 2-17 焼却施設における発電及び売電電力量の実績

 

  
 

（3）つくば市クリーンセンター（焼却施設）のごみ質分析結果 

ごみ焼却施設では、ごみピットにおける燃やせるごみを対象にごみ質の調査を行っています。 

ごみ焼却施設におけるごみ質分析結果は、表 2-18 に示すとおりです。令和 5 年度(2023 年

度)の低位発熱量は 1,990.8kcal/kg となっています。 

 

表 2-18 焼却施設ごみピットのごみ質分析（乾ベース）（各年平均値）

 

売電収益金 売電電力量 発電電力量 購入電力量

（円） (kWh) (kWh) (kWh)

H26 126,749,366 11,151,447 16,765,197 3,090,058

H27 189,930,102 14,978,638 25,524,542 192,832

H28 186,544,033 14,870,814 25,269,126 193,822

H29 120,481,352 13,604,490 21,413,346 1,263,216

H30 98,573,807 11,130,738 18,237,038 2,173,205

R1 146,587,658 16,198,206 25,971,413 200,618

R2 150,766,492 16,513,308 26,169,073 148,403

R3 147,518,120 16,949,094 26,991,756 399

R4 86,530,857 9,900,584 19,314,946 320,648

R5 71,771,099 8,379,836 21,616,877 254,435

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

紙布類 % 54.4 47.7 47.3 48.1 42.0 47.3 46.2 48.3 40.8 48.1

ビニール・ゴム類 % 22.3 27.7 26.8 31.8 34.7 30.9 30.4 27.6 37.4 27.0

木、竹、わら類 % 10.2 10.2 10.0 7.9 12.8 9.8 11.6 10.9 10.7 11.7

厨芥類 % 10.8 11.1 9.9 8.5 6.7 10.4 9.1 10.1 8.8 8.7

不燃物類 % 0.0 0.8 2.3 0.0 0.0 0.5 0.6 0.6 0.3 0.6

その他 % 2.2 2.6 3.6 3.6 3.8 1.1 2.1 2.6 2.0 3.9

計 % 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

水分 % 43.3 43.6 40.9 42.0 37.7 43.4 40.8 46.4 46.8 43.2

灰分 % 5.7 6.8 7.4 6.6 6.5 5.0 4.5 5.1 5.1 6.8

可燃分 % 50.9 49.6 51.6 51.5 55.8 51.6 54.7 48.4 48.2 50.0

計 % 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

低位発熱量（計算値） kcal/kg 2,033.3 1,978.3 2,079.2 2,065.0 ― 2,059.2 2,215.0 1,936.7 1,890.3 1,990.8

kJ/kg ― ― ― ― 8,812.5 ― ― ― ― ―

単位容積あたり重量 kg/m³ 144.6 124.2 135.3 163.9 161.0 178.2 186.4 141.4 134.2 120.3

種類

三成分
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４．リサイクル率 

リサイクル率及び茨城県平均・全国平均との比較結果は、表 2-19 及び図 2-8 に示すとおり

です。 

令和 5 年度（2023 年度）のリサイクル率は 26.6％で、平成 26 年度（2014 年度）と比べて約

10％上昇しています。これは、主に事業者直接資源化量の把握と焼却残渣の資源化を積極的に

進めた結果と考えられます。 

茨城県平均及び全国平均と比較すると、平成 26 年度（2014 年度）には茨城県平均と比べて

7％、全国平均と比べて 5％程度下回っていましたが、令和 4 年度（2022 年度）には、茨城県平

均と比べて 4％、全国平均と比べて 6％程度上回っています。 

 

表 2-19 リサイクル率 

 
※〈 〉内は事業者直接資源化量を含まない値です。 

 

 

図 2-8 リサイクル率  

（単位：％）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

15.9 18.5 17.6 17.8 20.0 21.0 21.7 23.0 25.2 26.6

〈7.4〉 〈7.6〉 〈7.4〉 〈7.6〉 〈8.2〉 〈10.1〉 〈10.5〉 〈10.8〉 〈13.0〉 〈13.2〉

茨城県平均 22.8 22.8 22.3 22.8 21.3 20.8 20.7 20.7 21.0 ー

全国平均 20.6 20.4 20.3 20.2 19.9 19.6 20.0 19.9 19.6 ー

つくば市
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５．最終処分量 

最終処分量の実績は、表 2-20 及び図 2-9 に示すとおりです。 

令和 5 年度（2023 年度）における最終処分量は、6,915t となっており、令和 3 年度（2021 年

度）以降減少しています。 

令和 5 年度（2023 年度）における 1 人 1 日当たりの最終処分量は 74g で、年々減少傾向にあ

り、平成 26 年度（2014 年度）の約半分の量となっています。 

これは、燃やせるごみの減量化及び焼却残渣の資源化を積極的に進めた結果と考えられます。 

 

表 2-20 最終処分量の実績 

 

 

図 2-9 最終処分量の実績 

  

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

焼却残渣量（t/年） 10,829 10,868 10,892 10,342 9,987 7,464 8,500 8,492 6,657 6,201

不燃残渣量（t/年） 768 515 498 498 529 2,752 1,951 1,034 685 714

最終処分量（t/年） 11,597 11,383 11,390 10,840 10,516 10,216 10,451 9,526 7,342 6,915

1人1日当たりの
最終処分量（g/人・日）

144 140 138 130 124 118 119 106 80 74
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６．ごみ処理経費 

ごみ処理経費の実績は、表 2-21 に示すとおりです。 

平成 31 年（2019 年）3 月にリサイクルセンター、令和 3 年（2021 年）3 月に資源化施設を整

備したため、平成 28 年度（2016 年度）から令和 2 年度（2020 年度）までの建設・改良費が多く

なっていましたが、以降は減少しています。また、令和 5 年度（2023 年度）は、焼却施設の修繕

を行ったため、処理費のうち、中間処理費が増加しています。 

建設・改良費を除く費用では、委託費の増加に伴い、ごみ処理経費は増加しています。これは、

令和 4 年（2022 年）10 月からのプラスチック製容器包装の収集頻度の増加及び最終処分量の更

なる削減に向けた焼却残渣の資源化量の増加によるものです。 

 

表 2-21 ごみ処理経費 

 

 

 

  

（単位：千円）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

(1)建設・改良費 26,879 14,040 201,074 2,468,363 6,047,116 4,029,549 247,010 6,653 714 63,368

工事費 2,087 4,190 196,160 2,466,905 6,047,116 4,029,549 247,010 0 656 52,846

収集運搬施設 0 4,190 1,274 1,419 0 0 0 0 0 34,837

中間処理施設 2,087 0 194,886 2,465,486 6,047,116 4,029,549 247,010 0 0 18,009

最終処分場 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 656 0

調査費 24,792 9,850 4,914 1,458 0 0 0 6,653 58 10,522

(2)処理及び維持管理費 1,756,716 1,736,406 1,726,443 1,896,783 1,921,718 2,109,634 2,219,285 2,277,293 2,472,240 3,612,709

人件費 125,738 141,449 122,351 104,141 97,520 93,076 192,049 191,456 183,962 181,473

一般職 75,724 86,619 76,827 53,878 51,983 58,475 158,318 166,825 170,834 168,129

収集運搬 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

中間処理 50,014 54,830 45,524 50,263 45,537 34,601 33,731 24,631 13,128 13,344

最終処分 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

処理費 50,872 48,760 50,133 36,592 29,745 44,106 41,501 43,619 51,950 1,152,038

収集運搬費 3,283 2,698 2,681 2,840 2,665 3,209 2,644 2,420 4,905 5,506

中間処理費 47,589 46,062 47,452 33,752 27,080 40,897 38,857 41,199 41,429 1,142,986

最終処分費 0 0 0 0 0 0 0 0 5,616 3,546

車両等購入費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

委託費 1,579,076 1,545,527 1,553,376 1,755,467 1,793,870 1,971,780 1,985,256 2,041,624 2,235,969 2,266,262

収集運搬費 518,057 535,509 560,768 574,111 582,230 656,717 660,725 672,158 772,609 782,946

中間処理費 733,538 688,822 670,560 871,092 912,881 963,759 984,198 1,028,200 1,075,471 1,085,936

最終処分費 313,746 308,393 308,519 296,725 284,237 337,109 324,833 324,370 375,620 396,101

その他 13,735 12,803 13,529 13,539 14,522 14,195 15,500 16,896 12,269 1,279

調査研究費 1,030 670 583 583 583 672 479 594 359 12,936

(3)その他 63,375 94,965 97,406 3,972 3,874 3,856 4,456 7,715 23,008 22,984

1,846,970 1,845,411 2,024,923 4,369,118 7,972,708 6,143,039 2,470,751 2,291,661 2,495,962 3,699,061

1,820,091 1,831,371 1,823,849 1,900,755 1,925,592 2,113,490 2,223,741 2,285,008 2,495,248 3,635,693

合計 (=(1)+(2)+(3)) 

合計（=(2)+(3))（※(1)除く）
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７．ごみ処理状況の比較 

（1）ごみ処理状況の比較 

令和 4 年度（2022 年度）における本市のごみ処理状況を、一般廃棄物処理実態調査結果を基

に、茨城県平均、全国平均と比較した結果を表 2-22 及び図 2-10 に示します。 

 

１人１日当たりのごみ排出量      ：茨城県平均、全国平均より排出量が多い。 

１人１日当たりの生活系ごみ排出量：茨城県平均より少なく、全国平均より多い。 

１人１日当たりの事業系ごみ排出量：茨城県平均、全国平均より非常に多い。 

リサイクル率                    ：茨城県平均、全国平均より高い。 

１人１日当たりの最終処分量      ：茨城県平均、全国平均より多い。 

１人当たりの処理経費            ：茨城県平均、全国平均より少ない。 

 

表 2-22 本市と茨城県平均及び全国平均との比較（令和 4 年度） 

 

 

図 2-10 本市と茨城県平均及び全国平均との比較（令和 4 年度） 

つくば市 茨城県平均

1人1日当たりのごみ排出量 g/人・日 1,034 948 880 1.18 1.08

1人1日当たりの生活系ごみ排出量 g/人・日 634 689 620 1.02 1.11

1人1日当たりの事業系ごみ排出量 g/人・日 400 259 260 1.53 0.99

リサイクル率 ％ 25.2 21.0 19.6 1.29 1.07

1人1日当たりの最終処分量 g/人・日 80 58 74 1.09 0.79

1人当たりの処理経費 円/人 9,933 13,130 14,047 0.71 0.93

つくば市 茨城県平均 全国平均

全国平均を1とした
場合の比率
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（2）資源化量の比較 

令和 4 年度（2022 年度）における本市の資源化量を、一般廃棄物処理実態調査結果を基に、

茨城県平均、全国平均と比較した結果を表 2-23 に示します。 

 

総資源化量   ：茨城県平均、全国平均より多い。 

紙類         ：茨城県平均、全国平均より多い。 

プラスチック類：茨城県平均より多く、全国平均より少ない。 

 

表 2-23 本市と茨城県平均及び全国平均との比較 

（1 人 1 日あたりの総資源化量及び品目別資源化量、令和 4 年度） 

 

８．アンケート調査結果 

令和 6 年度（2024 年度）に、市民、事業者及び収集運搬業者（委託業者・許可業者）を対象に、

アンケート調査を実施しました。結果は、資料編の「3.ごみに関するアンケート調査結果」に示

します。なお、令和元年度（2019 年度）にも市民を対象にアンケート調査を実施しており、同じ

内容の設問については比較結果を示しています。 

 

９．施策の実施状況 

本計画の計画期間のうち、令和 2 年度（2020 年度）から令和 5 年度（2023 年度）までの施策

の実施状況を資料編の「5.施策の実施状況及び評価」に示します。  

つくば市 茨城県平均

総資源化量 g/人・日 260.3 200.6 172.4 1.51 1.16

紙類 g/人・日 181.1 79.8 65.7 2.75 1.21

金属類 g/人・日 19.6 21.4 17.2 1.14 1.24

ガラス類 g/人・日 14.1 15.0 14.5 0.97 1.04

ペットボトル g/人・日 7.6 7.0 7.4 1.03 0.95

プラスチック類 g/人・日 7.4 6.0 16.1 0.46 0.37

布類 g/人・日 4.0 2.8 3.9 1.02 0.70

肥料 g/人・日 0.0 4.7 2.6 0.00 1.86

飼料 g/人・日 0.0 0.0 0.1 0.00 0.00

溶融スラグ g/人・日 2.2 24.3 11.2 0.19 2.17

固形燃料（RDF,RPF） g/人・日 0.0 18.3 5.2 0.00 3.53

燃料 g/人・日 0.0 0.0 1.2 0.00 0.00

焼却灰・飛灰のセメント原料化 g/人・日 2.2 3.9 10.1 0.22 0.39

セメント等への直接投入 g/人・日 0.0 0.0 0.3 0.00 0.00

飛灰の山元還元 g/人・日 0.0 0.0 0.9 0.00 0.00

廃食用油 g/人・日 0.1 0.1 0.1 1.74 1.30

その他 g/人・日 22.0 17.3 15.9 1.38 1.09

つくば市 茨城県平均 全国平均

全国平均を1とした
場合の比率



 

- 33 - 

第
１
編 

共
通 

第
２
編 

ご
み
処
理
基
本
計
画 

第
３
編 

食
品
ロ
ス
削
減
推
進
計
画 

第
４
編 

生
活
排
水
処
理
基
本
計
画 

用 

語 

集 

第 ３ 節 計画の評価 

１．目標値の達成状況 

本計画の計画期間のうち、令和 2 年度（2020 年度）から令和 5 年度（2023 年度）までの計画

目標値の達成状況は、表 2-24 に示すとおりです。 

事業系ごみ排出量において、令和 3 年度（2021 年度）以降は目標を達成することはできません

でしたが、それ以外のすべての項目において目標値を達成しています。 

事業系ごみ排出量が目標達成できなかった要因は、事業者直接資源化量の把握を積極的に進め

たことにより、把握できる資源物の量が増加したことが考えられます。これにより、事業系ごみ

排出量が増加した一方で、リサイクル率の上昇につながっています。また、つくばエクスプレス

沿線開発の影響により、産業用地が増加していること（10 ページ 表 1-5 参照）も事業系ごみ排

出量が増加した要因として考えられます。 

表 2-24 計画目標値の達成状況 

 
※〇：達成、×：未達成、〈 〉内は事業者直接資源化量を含まない値です。 

※人口は住民基本台帳（10 月１日）人口です。  

R2 R3 R4 R5

推計値 238,440 240,964 243,290 245,237

実績 240,383 245,511 251,208 254,534

目標 687 683 678 674

実績 679 658 634 614

達成状況 〇 〇 〇 〇

目標 98.64 97.85 97.07 96.27

96.36 100.62 100.36 102.71

〈63.84〉 〈64.97〉 〈64.14〉 〈62.82〉

達成状況 〇 × × ×

目標 22.2 22.2 22.2 23.0

実績 21.7 23.0 25.2 26.6

達成状況 〇 〇 〇 〇

目標 121 119 118 116

実績 119 106 80 74

達成状況 〇 〇 〇 〇

目標達成効果の検証・評価

目標 95,793 95,752 95,656 95,461

94,705 95,692 94,786 94,769

〈82,835〉 〈82,678〉 〈81,567〉 〈80,168〉

達成状況 〇 〇 〇 〇

目標 21,300 21,490 21,767 21,951

20,569 21,979 23,860 25,220

〈8,699〉 〈8,965〉 〈10,641〉 〈10,619〉

達成状況 〇 〇 〇 〇

目標 10,501 10,479 10,436 10,391

実績 10,451 9,526 7,342 6,915

達成状況 〇 〇 〇 〇

最終処分量
（t/年）

人口（人）

実績

総排出量
（t/年）

実績

総資源化量
（t/年）

実績

1人1日当たりの
生活系ごみ排出量
（g/人・日）

1日当たりの
事業系ごみ排出量
（t/日）

リサイクル率
（％）

1人1日当たりの
最終処分量
（g/人・日）
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２．計画策定時のごみ量等の比較 

令和元年度（2019 年度）の計画策定時と令和 4 年度（2022 年度）のごみ排出量等の比較は、

表 2-25 に示すとおりです。 

おおむね全ての項目で順位が上がっています。 

 

表 2-25 計画策定時のごみ排出量等の比較 

   
※順位は、茨城県内 44 市町村の順位です。 

※ごみ処理経費は、建設・改良費及び組合分担費を除きます。 

  

県内
順位

県内
順位

ごみ排出量 g/人・日 1,107 39 985 919 1,034 33 948 880

生活系ごみ g/人・日 687 14 714 639 634 7 689 620

事業系ごみ g/人・日 420 42 271 280 400 41 259 260

リサイクル率 ％ 21.0 11 20.8 19.6 25.2 10 21.0 19.6

総資源化量 g/人・日 232 11 206 181 260 8 201 172

紙類 g/人・日 166 4 90 73 181 2 80 66

金属類 g/人・日 16 41 24 18 20 27 21 17

ガラス類 g/人・日 5 44 15 15 14 26 15 15

ペットボトル g/人・日 7 11 7 7 8 13 7 7

プラスチック類 g/人・日 4 12 4 15 7 10 6 16

布類 g/人・日 4 13 3 4 4 11 3 4

溶融スラグ g/人・日 3 27 24 12 2 31 24 11

その他 g/人・日 27 9 39 37 24 13 44 36

最終処分量 g/人・日 118 34 77 82 74 28 58 74

ごみ処理経費 円/人 8,924 38 12,702 12,610 9,933 13 13,130 14,047

令和元年度 令和4年度

つくば市
茨城県
平均

全国
平均

つくば市
茨城県
平均

全国
平均
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第 ２ 章 ごみ処理の課題 
 

ごみ処理の現状を踏まえた本市におけるごみ処理の課題は、以下のとおりです。 
 

１．排出抑制・資源化 

 本市のごみ総排出量（事業者直接資源化量を含む場合）は横ばいで推移していますが、生

活系ごみ排出量は人口の増加に関わらず減少傾向にあります。また、計画目標の指標であ

る 1 人 1 日当たりの生活系ごみ排出量も年々減少傾向にあり、目標を大幅に達成していま

す。これは、「ごみの出し方カレンダー」や「3R ニュース」、ごみ分別アプリ「さんあ～る」

等による情報発信、生ごみ処理容器等の購入補助、段ボールコンポストの無料配布等の施

策により、計画策定時に想定していた以上に市民の協力が得られたためと考えられます。

（関連：19、21、22、33 ページ、資料編 122、123、125 ページ） 

 

 一方、事業系ごみ排出量は横ばい傾向にあり、茨城県内の自治体と比べても非常に多くな

っています。計画目標の指標である 1 日当たりの事業系ごみ排出量も、令和 3 年度（2021

年度）以降は目標を達成できておらず、事業系ごみの減量が依然として課題です。事業者

を対象としたアンケート調査結果より、事業所で実践できる減量化・資源化の情報や業種

別の減量方法を示したマニュアルの作成・配布など、具体的な取り組みにつながる情報の

提供が求められています。（関連：21、23、31、33 ページ、資料編 101、103、116 ページ） 

 

 総資源化量、リサイクル率ともに、年々増加傾向にあり、計画目標を達成できています。こ

れは、多量排出事業者による資源化量の把握と焼却残渣の資源化を積極的に進めたほか、

市民及び事業所のごみの減量化に対する継続的な努力と評価できます。（関連：26、28、33

ページ、資料編 125、130 ページ） 

 

 燃やせるごみを対象とした組成分析調査を実施した結果、前回調査の結果と比べて、資源

化可能なもの、入れてはいけないものの混入率は改善傾向にあるものの、生活系ごみで約

25％、事業系ごみで約 37％と依然として高く、分別を徹底し、資源化に回すことで、更な

る燃やせるごみの減量化につながる可能性があります。（関連：24、25 ページ、資料編 19

～55 ページ） 

 

 プラスチック類の資源化量が、全国平均と比べて低い状況です。プラスチック製容器包装

の収集量は年々増加していますが、市民アンケート調査において、分別方法や汚れ具合に

よる排出可否がわかりにくいという回答も多く、わかりやすい周知を行う必要があります。

(関連：22、32 ページ、資料編 76 ページ) 

 

 市民がスーパーの店頭回収等に出した資源ごみ量については、ごみ排出量には含まれてい

ません。事業者と連携してこれらの店頭回収量の把握に引き続き努め、本市全体における

ごみの流れの実態を正確に把握することが望ましいです。（関連：21、26 ページ、資料編 

125、129 ページ）  
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２．収集運搬 

 集積所の管理に関して、集積所管理等の課題（一部の区会では、区会に入らないと集積所

を利用できない、新住民の受入れは行わない等）について、区会等と連携し、解決を図る必

要があります。（関連：資料編 87 ページ、資料編 127 ページ） 

 

 ごみ出しが困難な高齢者等への支援策について、今後検討していく必要があります。（関連：

55 ページ、資料編 86、128 ページ） 

 

３．中間処理 

 つくば市クリーンセンター（焼却施設）は、定期的な維持管理点検が行われていますが、竣

工後 27 年が経過し、一部の設備・装置等において経年劣化が著しい状況です。安定的な稼

働に懸念があることから、計画的な更新等も視野に今後検討を行う必要があります。（関連：

17 ページ、資料編 129 ページ） 

 

４．最終処分 

 本市は、最終処分場を有しておらず、民間の最終処分場に処分を委託しています。また、焼

却灰の一部は民間の処理施設で資源化を行っています。最終処分量は年々減少しています

が、委託先の残余容量等を継続的に把握し、長期展望に立って安定的な委託先の確保を図

る必要があります。（関連：18、29 ページ、資料編 130 ページ） 

 

 更なる最終処分量の削減に向け、焼却灰の資源化拡大を継続して検討していくとともに、

資源化後の利用先における環境への影響や安全性を調査し、十分に確認する必要がありま

す。（関連：29 ページ、資料編 130 ページ） 

 

５．その他 

 廃棄物排出者の公平負担のため、引き続きごみの排出状況や他自治体の取り組み等を注視

しつつ、ごみの有料化（生活系ごみの有料化、事業系ごみの処理手数料の見直し）を検討

することが必要です。（関連：資料編 66 ページ、資料編 126 ページ） 

 

 委託費の増加により、ごみ処理経費は増加しています。「一般廃棄物会計基準」を導入し、

一般廃棄物の処理に関する事業に係るコスト分析を行い、事業の効率化を図る必要があり

ます。（関連：30 ページ、資料編 16、17、130 ページ） 
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第 ３ 章 ごみ処理基本計画 

第 １ 節 基本理念、基本方針 

本計画の基本理念及びごみ処理基本計画の基本方針を以下に示します。 

本計画では、基本理念を「資源循環から持続可能な社会をめざすまち」とし、ごみ処理基本計画

の基本方針を「地域全体での協働」、「3R（リデュース・リユース・リサイクル）の推進」、「適正な

処理・処分体制の構築」として、具体的取り組みを設定します。 

 

基 本 理 念 

資源循環から持続可能な社会をめざすまち 

 
 

 
 

基本方針 

1 地域全体での協働 

持続可能な社会を形成するために、市民・事業者・行政の協働を進めま

す。取り組みにおいては行政のみではなく、地域の市民や事業者の民間

活力も積極的に活用し、役割分担の中でより良い取り組みを目指します。 

2 

３Ｒ（リデュース・リ

ユース・リサイクル）

の推進 

ごみの発生段階、排出段階、処理段階における減量化、資源化の推進に

より一層取り組むことにより、循環型社会の形成を目指します。 

3 
適正な処理・処分体制

の構築 

安全かつ適正な処理・処分体制を構築し、環境負荷の低減と処理コスト

の削減を目指します。 

 

《基本理念の考え方》 

社会経済活動の高度化に伴い、大量生産・大量消費・大量廃棄型社会となった影響から、ごみの

排出量の増大や質の多様化が進み、循環型社会への転換が求められています。国においては、環境

基本法や循環型社会形成推進基本法の制定をはじめ、廃棄物処理法、資源の有効な利用の促進に関

する法律（資源有効利用促進法）の改正、各種リサイクル法の制定など、法整備等を通じて循環型

社会形成を目指してきました。近年においても、令和元年度（2019 年度）に食品ロス削減推進法、

令和 4 年度（2022 年度）に「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（プラスチック資

源循環法）」が施行されるなど、ライフサイクル全体での徹底的な資源循環が求められています。 

近年の国の廃棄物・リサイクル行政においては、循環型社会の形成に向けて、従来の延長線上の

取り組みを強化するのではなく、経済社会システムそのものを循環型に変えていくことが必要とさ

れており、持続可能な形で資源を効率的・循環的に有効利用する循環経済（サーキュラーエコノミ

ー）への移行が推進されています。循環経済への移行によって、図 2-11 に示す「3R （廃棄物等の

発生抑制・循環資源の再使用・再生利用）＋Renewable（バイオマス化・再生材利用等）」をはじめ

とする資源循環の取り組みが一層進めば、製品等のライフサイクル全体における温室効果ガスの排

出低減につながることから、脱炭素社会の実現の観点からも重要とされています。 
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本市は、平成 30 年（2018 年）に SDGs 未来都市に選定され、経済・社会・環境の面で持続可能都

市に向けた取組を進めるとともに、「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」を策定し、市域全体

における温暖化対策を進めています。また、今後、市と市民、地域、事業者とが連携・協力して持

続可能な脱炭素社会の実現を「ともに創る」ため、令和 4 年（2022 年）2 月に「つくば市ゼロカー

ボンシティ宣言」を行っています。本計画に基づく、さらなる資源循環や循環経済（サーキュラー

エコノミー）、ごみ減量等への取組を通じて、持続可能な脱炭素社会の形成を目指します。 

 

 

資料：令和 5年度版 環境・循環型社会・生物多様性白書 

 

図 2-11 循環経済実現時の資源の有効活用の取組イメージ 
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第 ２ 節 関連法令、計画 

１．循環型社会形成推進のための法体系 

循環型社会の形成を推進するための法体系を図 2-12 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<廃棄物の適正処理> <リサイクルの推進> 

① 再生資源のリサイクル 
② リサイクル容易な構造・材質

等の工夫 
③ 分別回収のための表示 
④ 副産物の有効利用の促進 
⑤ H15.10 

パソコンの回収・リサイクル
を義務化 

〔需要面からの支援〕

1R 3R 

○基本原則 ○国・地方公共団体・事業者・国民の責務 ○国の施策 

 
 循環型社会形成推進基本計画 

循環型社会形成推進基本法（基本的枠組法） 
社会の物質循環の確保 

天然資源の消費の抑制 

環境負荷の低減 

H13.1 施行 

R6.8 閣議決定 

        自然循環 
循 環 
        社会の物質循環 

H5.11 

施行 

 

R6.5 

閣議決定 

環 境 基 本 法 

環 境 基 本 計 画 

廃 棄 物 処 理 法 

H29.6 一部改正 

廃棄物処理施設整備計画 環境大臣が定める基本方針 

H28.1 改正 H30.6 公表 

 

H13.4 施行 

資源有効利用促進法 

① 廃棄物の発生抑制 

② 廃棄物の適正処理（リサイクルを含む） 

③ 廃棄物処理施設の設置規制 

④ 廃棄物処理業者に対する規制 

⑤ 廃棄物処理基準の設定 等 

食品の製造・加

工・販売業者が

食品廃棄物等

の再生利用等 

びん、ペットボト

ル、紙製・プラスチ

ック製容器包装等 

・廃家電を小

売店が消費者

より引き取り 

・製造業者等

による再商品

エアコン、テレビ

（ブラウン管、液

晶、プラズマ）、冷蔵

庫・冷凍庫、洗濯機、

衣類乾燥機 

工事の受注者が 

・建築物の分

別解体等 

・建設廃材等

の再資源化 

木材、コンクリー

ト、アスファルト 

国等が率先して再生品など

の調達を推進 

家

電

リ

サ

イ

ク

ル

法 

建

設

リ

サ

イ

ク

ル

法 

食

品

リ

サ

イ

ク

ル

法 

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
資
源
循
環
法 

H13.4 

施行 

H14.5 

施行 

H13.5 

施行 

Ｈ12.4 

施行 

・関係業者が使用

済み自動車の

引き取り、フロ

ンの回収、解

体、破砕 

・製造業者等によ

るエアバッグ・

シュレッダー

ダストの再資

源化、フロンの

破壊 

 

自

動

車

リ

サ

イ

ク

ル

法 

H17.1 

施行 

H13.4 

施行 

H25.4 

施行 

小型家電の市町村

による分別収集、

認定業者による適

正な処理及び資源

の有効な利用 

食

品

ロ

ス

削

減

推

進

法 

R1.10 

施行 

・国民各層の主

体的な取組 

・食品を廃棄せ

ずに食品として

活用 

・基本方針の策定 

・電気機械器具 

・通信機械器具 

・映像用機械器

具 

・パソコン、ゲー

ム機、電子楽器

グ リ ー ン 購 入 法 

R4.4 

施行 

小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法 

容
器

包
装
リ
サ
イ
ク
ル
法 

・プラスチック

廃棄物の排出

抑制、再資源

に対する環境

配慮設計 

・ワンウェイプ

ラスチックの

使用の合理化 

・プラスチック

廃棄物の分別

収集、自主回

収、再資源化 

容器包装の市町

村による分別収

集・容器の製造・

容器包装の利用

業者による再商

品化 

（個別物品の特性に応じた規制） 
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図 2-12 循環型社会形成推進のための法体系 

２．国の関連計画 

（1）第五次循環型社会形成推進基本計画 

第五次循環型社会形成推進基本計画は、循環型社会形成推進基本法第 15 条に基づき、循環型

社会の形成に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために定められるものです。 

令和 6 年（2024 年）8 月に閣議決定した「第五次循環型社会形成推進基本計画」では、循環

経済への移行を関係者が一丸となって取り組むべき重要な政策課題と捉え、「循環型社会の全体

像に関する指標」と 5 つの柱（重点分野）別に「循環型社会形成に向けた取組の進展に関する

指標」を設定しています。循環型社会形成のための指標・数値目標のうち、本計画に関連する

指標の抜粋を表 2-26 に示します。 
 

表 2-26 第五次循環型社会形成推進基本計画の数値目標（抜粋） 
 

指標 数値目標 目標年度 

循環型社会の全体像に関する取組指標   

 
循環型社会形成に関する 

国民の意識・行動 

廃棄物の減量化や循環利用、 

グリーン購入の意識 
90％ 令和12年度 

(2030年度） 
具体的な3R行動の実施率 50％ 

多種多様な地域の循環システムの構築と地方創生の実現に関する指標 

 

地域特性を活かした廃棄

物の排出抑制・循環利用の

状況 

1人1日当たりごみ焼却量 約580g 
令和12年度 

(2030年度） 

 
 

（2）廃棄物処理基本方針 

廃棄物処理法第 5 条の 2 第 1 項の規定に基づき、「廃棄物の減量その他その適正な処理に関す

る施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針（以下「廃棄物処理基本方針」と

いう。）」が定められています。 

令和 5 年（2023 年）6 月には、2050 年カーボンニュートラルに向けた脱炭素化の推進、地域

循環共生圏の構築推進、ライフサイクル全体での徹底した資源循環の促進等、廃棄物処理を取

り巻く情勢変化を踏まえ、方針が変更されました。 

なお、廃棄物の減量化の目標量については、第四次循環型社会形成推進基本計画に掲げられ

た目標等を踏まえ、当面令和 7 年度（2025 年度）を目標年度として進めていくとされています。 
 
（3）廃棄物処理整備基本計画 

廃棄物処理施設整備計画は、令和 5 年度（2023 年度）から令和 10 年度（2028 年度）を計画

期間とした、廃棄物処理施設整備事業の計画的な実施を図るため、廃棄物処理法第 5 条の 3 に

基づき策定されるものです。 

令和 5 年（2023 年）6 月に閣議決定した新計画では、「（1）基本原則に基づいた 3R の推進と

循環型社会の実現に向けた資源循環の強化」、「（2）災害時も含めた持続可能な適正処理の確保」、

「（3）脱炭素化の推進と地域循環共生圏の構築に向けた取組」の基本的理念を掲げたうえで、

廃棄物処理施設整備事業の実施に関する重点目標を設定しています（表 2-27）。 
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表 2-27 廃棄物処理施設整備事業の実施に関する重点目標（抜粋） 

指標 数値目標 目標年度 

ごみのリサイクル率 

（一般廃棄物の出口側の循環利用率） 
20％→28％ 

令和 9 年度 

（2027 年度） 

期間中に整備されたごみ焼却施設の発電効率の 

平均値 
20％→22％ 

廃棄物エネルギーを地域を含めた外部に供給して

いる施設の割合 
41％→46％ 

   ※矢印の左側は令和 2年度（2020 年度）の実績値を示しています。 

 

３．県の関連計画 

（1）第 5 次茨城県廃棄物処理計画 

第 5 次茨城県廃棄物処理計画は、令和 3 年度（2021 年度）から令和 7 年度（2025 年度）を計

画期間とした、県内の廃棄物の減量その他適正処理に関する法定計画であり、「茨城県総合計画

～『新しい茨城』への挑戦」の部門別計画に位置付けられています。 

循環型社会の形成に向けた各施策等の着実な実施を図るため、廃棄物処理に関する代表的な

指標を「代表指標」として設定し、計画期間において達成すべき数値目標を定めています。ま

た、各施策の効果等を評価する際、その要因の分析を補助する観点から、各主体の取り組み等

に関し、モニタリングすべき指標等を「補助指標」とし、施策の柱ごとに設定しています。本

計画に関連する数値目標を表 2-28 に示します。 

 
 

表 2-28 第 5 次茨城県廃棄物処理計画の数値目標（抜粋） 

指標 数値目標 目標年度 

代表指標 
ごみ排出量 980千ｔ 

令和7年度 

（2025年度） 

ごみ最終処分量 80千ｔ以下 

補助指標 
1人1日当たりのごみ排出量 976ｇ/人/日 

再生利用率 20％以上 

 

４．本市の関連計画 

（1）第 2 期つくば市戦略プラン 

第 2 期つくば市戦略プランは、令和 2 年度（2020 年度）から令和 6 年度（2024 年度）を計画

期間とした、本市の全分野のまちづくりの指針となる「つくば市未来構想」の実現に向け、特

に重点的に取り組む施策や取り組みをまとめた計画です。第 3 期つくば市戦略プランにおいて

も推進していきます。 
 

 

表 2-29 第 2 期つくば市戦略プランの数値目標（抜粋） 

指標 数値目標 目標年度 

リサイクル率 23.4％ 
令和6年度 

（2024年度） 
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（2）第 3 次つくば市環境基本計画 

第 3 次つくば市環境基本計画は、令和 2 年（2020 年）4 月から令和 12 年（2030 年）3 月まで

を計画期間とした、「つくば市未来構想」を環境面から具体化するものであり、つくば市の環境

に関する計画の中で最も上位の計画です。 

「豊かなつくばの恵みを未来につなぐ 持続可能都市 ～つくばの強みを活かして、多様な

主体の協働で SDGs の達成に貢献する～」を目指すべき将来像に掲げ、基本目標 3「資源を賢く

使う循環型社会に近づく」のもと、「3R の推進」と「廃棄物の適正管理」を 2 つの施策の柱に位

置づけています。ごみに関連する数値目標を表 2-30 に示します。 

 

表 2-30 第 3 次つくば市環境基本計画の数値目標（抜粋） 

指標 数値目標 目標年度 

市民1人当たりの 
生活系ごみ排出量 

648 g/人・日 

令和11年度 
（2029年度） 

市民1人当たりの 
事業系ごみ排出量 

393 g/人・日 

リサイクル率 25.0％ 

 

（3）つくば市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

つくば市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）は、令和 2 年度（2020 年度）から令和 7 年

度（2025 年度）を計画期間とした、地球温暖化の主な要因とされる温室効果ガスの削減と、猛

暑や洪水等の気候変動に対して、どのように取り組むべきかを示した計画です。 

「全員参加でつくる低炭素かつレジリエントなスマートシティ」を将来像に、柱の一つに「高

い環境意識をもち、持続可能なライフスタイルが確立しているまち」を掲げ、「持続可能なライ

フスタイルの推進」の取り組みにおいて、「廃棄物発電及び余熱利用の検討」「プラスチックご

みの減量化とリサイクル促進」を施策として位置づけています。ごみに関連する進捗管理指標

を表 2-31 に示します。 

 

表 2-31 つくば市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の数値目標（抜粋） 

指標 数値目標 目標年度 

市民1人当たりの 
生活系ごみ排出量 

648 g/人・日 
令和11年度 

（2029年度） 
リサイクル率 25.0 ％ 
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（4）脱炭素先行地域づくり事業 

脱炭素先行地域づくり事業は、令和 5 年（2023 年）11 月 7 日に環境省の脱炭素先行地域(第

4 回)として選定された計画に基づいて実施される、つくば中心市街地(TX つくば駅を中心とし

た概ね半径 500ｍの範囲)を対象エリアとして 2030 年の脱炭素化を目指す取り組みです。 

脱炭素先行地域づくり事業では廃棄物に関連して、廃食用油の地域冷暖房ボイラー燃料とし

ての活用、魚油を燃料とするバイオマス発電、芝を燃料とするバイオマス発電の CO2 フリー電

気の利用等に取り組んでいきます。 

 

（5）気候市民会議提言ロードマップ 

気候市民会議提言ロードマップは、令和 5 年度(2023 年度)に開催された「気候市民会議つく

ば 2023」で採択され、提言書として提出された 74 の提言を実現するために、令和 6 年（2024

年）10 月に策定したロードマップのことです。提言のうち、ごみに関連する提言は表 2-32 の

とおりです。 

 

表 2-32 気候市民会議提言ロードマップの提言（抜粋） 

取組 27 
フードロスを減らすために、事業者は、使い捨て容器をやめて食品の量り売り

をする 

取組 28 
容器包装を減らすために、事業者は、過剰包装を見直し、マイ容器でも購入で

きるようにする 

取組 30 リサイクルを促進するために、企業と研究所は、ゴミ自動分別技術を開発する 

施策 40 リサイクルを推進するために、市は、ゴミ自動分別技術を導入する 
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第 ３ 節 数値目標 

本計画では、以下 4 つの数値目標を定めています。 

①生活系ごみ：１人 1 日当たりの生活系ごみ排出量 

②事業系ごみ：１日当たりの事業系ごみ排出量 

③リサイクル率 

④最終処分量 

計画の改定に当たっては、前節までの本計画の数値目標の達成状況、過年度のごみ処理の実績、

現状で推移した場合の将来ごみ量、関連法令・計画等を踏まえて精査し、必要に応じて新たな数値

目標を設定します。各数値目標の設定の考え方及び数値目標を以下に示します。 

 
 

１．生活系ごみ：1人 1日当たりの生活系ごみ排出量 

（1）計画目標の達成状況 

1 人 1 日当たりの生活系ごみ排出量（生活系ごみ排出量原単位）は、年々減少傾向にあり、令

和 5 年度（2023 年度）の実績値（614g/人・日）は、計画目標年度（令和 11 年度（2029 年度））

の目標値（648g/人・日）を既に達成しています。 

（2）数値目標の見直し 

令和 5 年度（2023 年度）時点で計画目標年度（令和 11 年度（2029 年度））の目標値を既に達

成しているため、新たに目標値を設定します。新たな目標値は、過年度の生活系ごみ排出量原

単位の削減率の実績を踏まえて設定します。 

令和 5 年度（2023 年度）の生活系ごみ排出量原単位の実績値（614g/人・日）に対し、計画の

基準年度である平成 30 年度（2018 年度）の実績値は 695g/人・日で、直近 6 年間の生活系ごみ

排出量原単位の削減率は、約 11.7％となっています。 

計画目標年度（令和 11 年度（2029 年度））までに、直近 6 年間と同様、生活系ごみ排出量原

単位を 11.7％削減することを目標として設定した場合、令和 5 年度（2023 年度）の実績値 614g/

人・日に対し、令和 11 年度（2029 年度）は 542g/人・日と、約 72g/人・日の生活系ごみの削減

を進めなければならなくなります。令和 4 年度（2022 年度）の生活系ごみ排出量原単位の全国

平均値は 620g/人・日であることを鑑みても、過度な目標であり、達成は困難な見込みです。 

そのため、より現実的な目標値とするために、計画目標年度（令和 11 年度（2029 年度））ま

での今後 6 年間で、生活系ごみ排出量原単位の削減率の約半分に該当する 5.8％について、生

活系燃やせるごみの排出抑制を図ることとし、計画目標年度（令和 11 年度（2029 年度））の目

標値は、578g/人・日と設定します（表 2-33）。これは、令和 5 年度（2023 年度）実績比で約

36g/人・日減、現状推移した場合の令和 11 年度（2029 年度）推計比で 54g/人・日減に該当し

ます。 
 

表 2-33 数値目標（1 人 1 日当たりの生活系ごみ排出量） 
平成 30 年度 
(2018 年度) 

令和 5 年度 
(2023 年度) 

令和 11 年度（2029 年度） 

実績値 実績値 
改定前の 
計画目標値 

現状推移した 
場合の推計値 

改定後の 
計画目標値 

695 g/人・日 614 g/人・日 648 g/人・日 632 g/人・日 578 g/人・日 

－ － － － 
16.8 ％減量※ 
〈5.8 ％減量〉 

※平成 30 年度に対する減量の割合を示しています。また、〈 〉内は令和 5年度に対する割合です。 
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※現状推移した場合の推計値とは、過年度の実績値の傾向のまま将来も推移するものと仮定した場合の推計値です。 
 

図 2-13 1 人 1 日当たり生活系ごみ排出量の将来予測 
 

２．事業系ごみ：1 日当たりの事業系ごみ排出量 

（1）計画目標の達成状況 

１日当たりの事業系ごみ排出量は年々増加傾向にあり、計画目標年度（令和 11 年度（2029 年

度））の目標値（91.51ｔ/日）は令和 5 年度（2023 年度）時点では達成できていません。また、

現状のまま推移した場合、計画目標年度の目標値の達成は困難な見込みです。 

（2）数値目標の見直し 

令和 5 年度（2023 年度）時点で計画目標年度（令和 11 年度（2029 年度））の目標値を達成し

ていないため、新たな目標値は設定せず、当初の目標値を据え置き、計画目標年度（令和 11 年

度（2029 年度））の目標値は、91.51ｔ/日と設定します。これは、令和 5 年度実績比で約 11.2

ｔ/日減量(10.9％減量)、現状推移した場合の令和 11 年度（2029 年度）推計比で 12.24ｔ/日減

量（11.8％減量）に相当します（表 2-34）。 

表 2-34 数値目標（1 日当たりの事業系ごみ排出量） 

平成 30 年度 
(2018 年度) 

令和 5 年度 
(2023 年度) 

令和 11 年度(2029 年度) 

実績値 実績値 
改定前の 
計画目標値 

現状推移した 
場合の推計値 

改定後の 
計画目標値 

99.47 t/日 102.71 t/日 91.51 t/日 103.76 t/日 91.51 t/日 

－ － － － 
8.0 ％減量※ 

〈10.9 ％減量〉 

※平成 30 年度に対する減量の割合を示しています。また、〈 〉内は令和 5年度に対する割合です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-14 1 日当たり事業系ごみ排出量の将来予測 
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３．リサイクル率 

（1）計画目標の達成状況 

リサイクル率は、年々増加傾向にあり、令和 5 年度（2023 年度）の実績値（26.6%）は、計画

目標年度（令和 11 年度（2029 年度））の目標値（25.0％）を既に達成しています。 

（2）数値目標の見直し 

令和 5 年度（2023 年度）時点で計画目標年度（令和 11 年度（2029 年度））の目標値を既に達

成しているため、新たに目標値を設定します。新たな目標値は、令和 6 年度（2024 年度）に実

施したごみ組成分析調査結果や焼却灰の資源化量の実績を踏まえて、設定します。 

（ア）生活系ごみ 

生活系燃やせるごみの組成分析調査結果より、生活系燃やせるごみには資源化可能なも

のが約 25％含まれていることが明らかとなっており、紙類（12.01%）及びプラスチック類

（5.42％）がその約 2 割を占めています。 

市民に対して、紙類及びプラスチック類の分別徹底を促進することにより、計画目標年度

（令和 11 年度（2029 年度））までに、生活系燃やせるごみに混入している紙類及びプラス

チック類の各々10％を資源ごみとして分別排出し、資源化を図ることで、生活系燃やせるご

みの減量化を目指します。 

（イ）事業系ごみ 

事業系燃やせるごみの組成分析調査結果より、事業系燃やせるごみには、資源化可能なも

のが約 37％含まれていることが明らかとなっており、紙類(30.75％)がその約 3 割を占めて

います。 

事業者に対して、紙類の分別徹底を促進することにより、計画目標年度（令和 11 年度（2029

年度））までに、事業系燃やせるごみに混入している資源化可能な紙類の 10％を資源ごみと

して分別排出し、資源化を図ることで、事業系燃やせるごみの減量化を目指します。 

（ウ）焼却灰の資源化 

令和 5 年度（2023 年度）の焼却灰の資源化量は 2,594ｔ/年で、焼成処理及び溶融固化に

より資源化を行っています。計画目標年度（令和 11 年度（2029 年度））まで、2,500ｔ/年

の焼却灰の資源化を継続して行うことにより、最終処分量の削減を図ります。 

 

上記（ア）（イ）（ウ）の実施により、計画目標年度（令和 11 年度（2029 年度））は、30.7％

の達成を目指します。これは、令和 5 年度（2023 年度）実績比で約 4.1 ポイントの向上、現状

推移した場合の令和 11 年度（2029 年度）推計比で 4.9 ポイントの向上に該当します。 

 

表 2-35 数値目標（リサイクル率） 

平成 30 年度 
(2018 年度) 

令和 5 年度 
(2023 年度) 

令和 11 年度（2029 年度） 

実績値 実績値 
改定前の 
計画目標値 

現状推移した 
場合の推計値 

改定後の 
計画目標値 

20.0 ％ 26.6 ％ 25.0 ％ 25.8 ％ 30.7 ％ 

－ － － － 
10.7 ポイント向上※ 
〈4.1 ポイント向上〉 

※平成 30 年度に対する令和 11 年度の向上値を示しています。また、〈 〉内は令和 5 年度に対する向上値です。 
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４．1 人 1 日当たりの最終処分量 

（1）計画目標の達成状況 

１人１日当たりの最終処分量は、年々減少傾向にあり、特に令和元年度（2019 年度）以降、

焼却灰の資源化を積極的に推進したことで、令和 5 年度（2023 年度）の実績値（74g/人・日）

は、計画目標年度（令和 11 年度（2029 年度））の目標値（107g/人・日）を既に達成しています。 

（2）数値目標の見直し 

令和 5 年度（2023 年度）時点で計画目標年度（令和 11 年度（2029 年度））の目標値を既に達

成しているため、新たに目標値を設定します。新たな目標値は、前述の生活系・事業系ごみの

排出抑制、生活系・事業系燃やせるごみに混入している資源化可能な紙類等の資源化の促進、

ならびに、焼却灰の資源化の継続実施を前提に設定します。 

計画目標年度（令和 11 年度（2029 年度））の目標値は、66g/人・日と設定します。これは、

令和 5 年度（2023 年度）実績比で約 8g/人・日減量（10.8％減量）、現状推移した場合の令和 11

年度（2029 年度）推計比で 18g/人・日減量（21.4％減量）に該当します。 

 

表 2-36 数値目標（1 人 1 日当たりの最終処分量） 

平成 30 年度 
(2018 年度) 

令和 5 年度 
(2023 年度) 

令和 11 年度(2029 年度) 

実績値 実績値 
改定前の 
計画目標値 

現状推移した 
場合の推計値 

改定後の 
計画目標値 

124 g/人・日 74 g/人・日 107 g/人・日 84 g/人・日 66 g/人・日 

－ － － － 
46.8 ％減量※ 

〈10.8 ％減量〉 

※平成 30 年度に対する減量の割合を示しています。また、〈 〉内は令和 5年度に対する割合です。 
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第 ４ 節 施策の方向性 

ごみ処理基本計画の施策体系図を図 2-15 に示します。 

 
区分 施策 

1.減量化・ 
資源化計画 

1-1 市民・事業者への意識改革の推進 

 1-1-1 ごみの分け方・出し方の周知 

 1-1-2 ホームページや市広報紙等による情報発信 

 1-1-3 市民向けの環境プログラムの拡充 

 1-1-4 小中学生ヘの環境教育の拡充 

 1-1-5 大学生への情報提供や意識啓発 

 1-1-6 事業者への情報提供や意識向上の強化 

1-2 市民・事業者が主体的に取り組む仕組みづくり 

 1-2-1 ごみの減量や資源化に関する活動支援 

 1-2-2 広報拠点の充実 

1-3 将来的な施策に向けた調査・検討 

 1-3-1 プラスチック類の資源化の推進 

 1-3-2 生ごみ等の資源化の推進 

 1-3-3 剪定枝等の資源化の推進 

 1-3-4 減量化・資源化における先進的な取組 

 1-3-5 生活系ごみ有料化の検討 

 1-3-6 事業系ごみ処理手数料の見直し 

1-4 公共施設におけるごみの発生抑制と資源化の推進 
  

2.収集運搬計画 

2-1 生活系ごみの排出管理の徹底 

 2-1-1 収集頻度の適正化 

 2-1-2 ごみ集積所管理の推進 

 2-1-3 収集運搬体制の再構築 

 2-1-4 有害ごみの回収体制の再整備 

2-2 事業系ごみの排出管理の強化 

 2-2-1 事業系ごみの分別及び排出の適正化 

 2-2-2 事業系資源ごみの資源化の促進 
  

3.中間処理計画 3-1 つくばサステナスクエアの適正な運転維持管理 

  

4.最終処分計画 
4-1 最終処分量の削減 

4-2 安定的な最終処分先の確保 

  

5.その他の廃棄物 
関連の計画 

5-1 一般廃棄物会計基準の導入 

5-2 災害廃棄物対策 

5-3 不法投棄対策・不適正処理対策 

 
図 2-15 ごみ処理基本計画の施策体系図 

 

【
基
本
理
念
】 

資
源
循
環
か
ら
持
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能
な
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会
を
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す
ま
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【基本方針３】 
適正な処理・処分 

体制の構築 

【基本方針１】 
地域全体での協働 

【基本方針２】 
3R（リデュース・リ
ユース・リサイク

ル）の推進 



 

- 49 - 

第
１
編 

共
通 

第
２
編 

ご
み
処
理
基
本
計
画 

第
３
編 

食
品
ロ
ス
削
減
推
進
計
画 

第
４
編 

生
活
排
水
処
理
基
本
計
画 

用 

語 

集 

１．減量化・資源化計画 

市民及び事業者に対する、発生及び排出段階における減量化・資源化の方向性及び施策を以下

に示します。 

 

【減量化・資源化の方向性】 

循環型社会を構築していくため、市民・事業者・行政がそれぞれの役割と責任を果たし、お互

いに協力して減量化・資源化を推進します。また、本市の研究学園都市という特性を反映し、先

進的な減量化・資源化事業に取り組みます。 

ごみの減量については、生活様式や消費スタイルを見直し、ものを買う際に本当に必要なもの

かどうか考えて購入するなど、不要なものを家に持ち帰らず、ごみとなるもの自体を減らす行動、

すなわち、発生抑制の推進を最優先とします。次に、使い捨て商品よりも繰り返し使える商品を

選択し、再使用する行動を推進します。これらにより、ごみを極力減量した上で、廃棄しなけれ

ばならないものについては、分別の徹底による再生利用を推進します。 

 

1-1 市民・事業者への意識改革の推進 

1-1-1 ごみの分け方・出し方の周知 

（ア）「つくば市ごみの出し方カレンダー」の発行（外国語版を含む） 

市民を対象にしたアンケート調査結果より、「つくば市ごみの出し方カレンダー」が、ご

みに関する情報源として、市民に最も活用されていることが確認されました。引き続き、「つ

くば市ごみの出し方カレンダー」等の内容を充実させ、全戸に配布することで、ごみの分け

方・出し方の周知を図ります。 

また、カレンダーには、令和 6 年度（2024 年度）時点において、7 カ国語（英語、中国語

（簡体）、韓国語、タイ語、スペイン語、ポルトガル語、ベトナム語）の説明書きを掲載し

ています。必要に応じて新たな外国語を追加するとともに、内容を更新します。 

 

（イ）「ごみの分け方・出し方ハンドブック」の精査、改定 

「ごみの分け方・出し方ハンドブック」の内容を精査し、必要に応じて改定します。 

 

（ウ）雑がみ及びプラスチック製容器包装の回収促進に向けた周知強化 

燃やせるごみ組成分析調査の結果、依然として、生活系、事業系ともに燃やせるごみに資

源化可能な紙類が多く含まれていることが明らかになりました。雑がみの分別を市民に動

機づけするため、啓発用の雑がみ回収袋を配布し、雑がみの分別回収を推進します。 

プラスチック製容器包装については、令和 4 年（2022 年）10 月より収集頻度を増加し、

回収量も年々増加していますが、市民を対象にしたアンケート調査結果では、依然として洗

浄の要否や分別方法がわかりにくい等の課題が指摘されています。より分かりやすい情報

提供と周知啓発により、更なる回収量増加を図ります。 
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1-1-2 ホームページや市広報紙等による情報発信 

（ア）ホームページ等による情報発信 

市民を対象にしたアンケート調査結果より、市ホームページや市広報紙は、ごみに関する

情報源として活用されていることから、ホームページ等の内容を充実させ、積極的な情報発

信を行います。 

また、より多くの市民がごみへの意識や関心をもつように、引き続き、市ホームページに

おいて動画による情報提供を行います。 

 

（イ）「3R ニュース」の発行 

ごみとリサイクルに関する情報紙である「3R ニュース」を発行し、区会回覧を実施する

とともに、市ホームページで公開します。 

 

（ウ）ごみ分別アプリ「さんあ～る」の活用 

ごみ分別アプリ「さんあ～る」を活用した情報発信を強化し、周知啓発に努めます。 

 

（エ）効果的な情報発信方法の検討 

高齢者が増加していること、学生など短期での転入転出者が多いこと、外国人が多く居住

していることなど、本市特有の特性を考慮し、例えばごみ分別の習慣が異なる外国人居住者

向けの分別ルールの周知といった特徴を踏まえた効果的な周知方法を検討、実施します。 

 

1-1-3 市民向けの環境プログラムの拡充 

（ア）区会や市民団体等への出前講座の実施 

区会や市民団体等に対し、地域、対象にあったごみとリサイクルに関する出前講座を実施

します。また、様々な媒体で、出前講座実施についての周知を行います。 

 

（イ）つくばサステナスクエアでの見学者受け入れ 

つくばサステナスクエアにおいて、見学者の受け入れを行います。また、市ホームページ

や市広報紙において、施設見学について周知します。 

 

（ウ）リサイクルイベントの開催 

廃棄物の減量化や資源化を推進するためには、排出者の 3R 意識の向上が大切です。その

ため、排出者に対する働きかけとしてイベント等での PR の実施を継続するほか、各種団体

等と連携した各種キャンペーンや環境プログラムの拡充を図ります。 

 

1-1-4 小中学生への環境教育の拡充 

（ア）小中学校での牛乳パック回収事業の実施 

小中学校に牛乳パック回収ボックスを設置し、児童・生徒の家庭から排出される牛乳パッ

クの回収を行います。牛乳パック回収促進のため、牛乳パックリサイクルチラシを作成し、

各学校へ配布します。学校側の協力が不可欠であるため、関係機関と連携して継続的に促進

します。 
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（イ）小中学校への出前講座の実施 

出前講座の実施を通じて、小中学生への環境教育の拡充を図ります。講座の実施に当たっ

ては、学校の授業内容の把握と現状に見合った講座の展開を図ります。学習により、子ども

たちがごみを身近な問題として理解を深め、自ら行動を起こせるよう、ごみの減量、分別に

対する意識を高めます。また、様々な媒体で、出前講座実施についての周知を行います。 

 

1-1-5 大学生への情報提供や意識啓発 

（ア）大学や不動産管理会社等を通じたごみ減量及び分別促進 

大学の学生宿舎への「ごみの出し方カレンダー」の配布やごみ分別アプリ「さんあ～る」

を大学生へ周知することにより、ごみの適正な分別を図ります。また、大学生が多く居住す

るエリアに管理物件を有している不動産管理会社と連携して、ごみ減量及び分別を促進し

ます。 

 

（イ）ごみ減量及び分別促進についての講義等の開催 

ごみ減量及び分別促進等をテーマとした学生向けの講義やワークショップ等を実施しま

す。 

 

（ウ）大学の活動グループとの連携 

大学の活動グループと連携し、大学内外でのごみ減量及び分別を促進します。 

 

（エ）家具等の不用品リユース情報の提供 

つくば市リサイクルセンターにおいて、リユース品の活用方法を構築し、大学生をはじめ

市民に対し、家具のリユース情報の提供等を通じて、意識向上と利用の活性化を図ります。 

 

1-1-6 事業者への情報提供や意識向上の強化 

（ア）事業者への情報提供や意識向上の強化 

事業者に対しては、事業系一般廃棄物の適正処理及びごみ減量、分別促進のための冊子を

配布し、事業者及び従業員一人一人のごみ減量及びリサイクル意識の向上を図ります。 

 

1-2 市民・事業者が主体的に取り組む仕組みづくり 

1-2-1 ごみの減量や資源化に関する活動支援 

（ア）市民団体等の活動支援 

資源物集団回収は、資源物回収量の向上や市民自治の形成推進、子供たちの環境教育に役

立つため、集団回収の奨励を継続して実施し、ごみ減量及び資源化促進に取り組んでいる市

民団体等の活動を支援します。 

 

（イ）生ごみ処理容器等購入費補助事業の推進 

引き続き、家庭用生ごみ処理容器等の購入費を補助する事業を推進し、生ごみの減量化・

資源化を図ります。 



 

- 52 - 

第
１
編 

共
通 

第
２
編 

ご
み
処
理
基
本
計
画 

第
３
編 

食
品
ロ
ス
削
減
推
進
計
画 

第
４
編 

生
活
排
水
処
理
基
本
計
画 

用 

語 

集 

（ウ）エコ・ショップ認定制度の推進 

環境にやさしい商品の販売やごみ減量化、リサイクル活動に積極的に取り組んでいる小

売店舗を「エコ・ショップ」として認定し、ごみの減量や資源化に関する活動を支援します。 

 

（エ）不用品等のリユースの促進 

リユース品の活用方法を構築し、市民等に対し、家具のリユース情報の提供等を通じて、

不用品等のリユースの促進を図ります。 

 

（オ）家庭用廃食用油の回収及び BDF 精製事業の実施（脱炭素先行地域づくり事業関連） 

市役所、交流センター、商業施設等の拠点において、家庭用廃食用油の回収を行い、廃食

用油から BDF を精製し、作業車両や回収車両に使用します。 

また、脱炭素先行地域づくり事業の取り組みとして、BDF に精製し車両等の燃料として活

用できなかった廃食用油についても地域冷暖房施設のボイラーの燃料として有効活用しま

す。 

 

（カ）優良事業者の取組の紹介、評価・表彰制度の検討（気候市民会議提言関連） 

店頭回収を実施している事業者や生活系ごみの資源化に協力している事業者、量り売り

や過剰包装の抑制を実施している事業者等を優良事業者として認定する制度を設け、市と

して広報することにより、活動を推進します。（食品ロス削減推進計画 施策 2-4 にも掲載） 

 

（キ）民間事業者と協力した資源化の推進、民間ノウハウの活用 

民間事業者と協力し、小売店の店頭での資源回収やいわゆるリサイクルショップを介し

たリユースの展開を推進します。 

また、学生の多い本市の特徴を踏まえ、引っ越し時期に発生する家具、家電等の耐久消費

財のリユース支援として、民間で実施できる部分を把握し調整するなど、行政の収集との役

割分担も考慮しながら、市全体での資源化推進体制を構築します。 

 

1-2-2 広報拠点の充実 

（ア）情報提供拠点の設置検討 

市中心部への情報提供拠点については、引き続き設置検討を進めるとともに、情報提供強

化のため、ポスター、チラシ等情報掲示箇所の拡大も進めます。 

 

（イ）つくばサステナスクエアでの広報の実施 

つくばサステナスクエアを活用した積極的な情報提供に努めます。つくば市リサイクル

センターにおいては、異物の混入状況など処理において問題となる不適切な分別事例など

を映像、画像等でわかりやすく情報提供するとともに、広く活用します。 
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1-3 将来的な施策に向けた調査・検討 

1-3-1 プラスチック類の資源化の推進 

（ア）プラスチック類の資源化の調査研究・再構築 

ごみとして排出されたプラスチックの有効活用をより進めるため、製品プラスチックの

分別収集・再商品化、民間活用も含めた拠点回収の実施検討、有効利用の可能性調査など、

実効性のある手法を調査研究します。加えて、現行のプラスチック製容器包装のみを分別収

集するシステムから、製品プラスチックを含めたプラスチック類全体を視野に入れた新し

い資源化システムへの再構築とその実施に向けた検討を進めます。 

 

1-3-2 生ごみ等の資源化の推進 

（ア）生ごみ等の資源化の調査研究 

生ごみの更なる資源化を図るため、自家処理以外の堆肥化・バイオマス燃料化等の手法を

調査し、収集から再資源化までのルート構築について検討を進めます。 

 

1-3-3 剪定枝等の資源化の推進 

（ア）剪定枝等の資源化の調査研究（脱炭素先行地域づくり事業関連） 

剪定枝はチップ化等を行えば、園芸・家庭菜園・農作物の栽培などでの堆肥や土壌改良材、

燃料として活用できるため、剪定枝のリサイクル手法を調査し、事業実施に向けた検討を進

めるとともに、脱炭素先行地域づくり事業の取り組みとして、芝についてもバイオマス燃料

としての活用を進めます。 

 

1-3-4 減量化・資源化における先進的な取組 

（ア）資源化における都市鉱山取組 

希少金属（レアメタル）等が含まれている小型家電の回収を促進し、市内の研究機関等と

連携して希少金属の再資源化を推進します。 

 

（イ）紙おむつの資源化の調査研究 

紙おむつは、組成分析調査の結果より、生活系燃やせるごみの約 5％を占めており、今後、

高齢化により排出量が更に増加していくことが予想されます。衛生的な面から減量化には

限界がある一方、全国的には紙おむつメーカーと連携して使用済み紙おむつのリサイクル

に取り組んでいる自治体もあります。先進的な取り組みを調査し、導入に向けた検討を行い

ます。 

 

（ウ）先進的な減量化・資源化の取組（気候市民会議提言関連） 

ライフスタイルの変容や社会課題に対応するため、ごみ自動分別技術の導入検討等、研究

学園都市としての市の特性を生かしつつ、他市町村の事例も参考にしながら収集や処分方

法に関して調査研究や事業手法の検討を行います。  
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1-3-5 生活系ごみ有料化の検討 

（ア）生活系ごみ有料化の検討 

1 人 1 日当たりの生活系ごみ排出量は、全国の平均的な排出量と同程度となっています。

今後も市民のごみ減量化に係る動向を注視しつつ、排出量が増加するようであれば、排出者

負担の公平化等を図り、ごみの減量化の意識が働くよう、生活系ごみ処理手数料の有料化導

入を検討します。 

 

1-3-6 事業系ごみ処理手数料の見直し 

（ア）事業系ごみ処理手数料の見直し 

つくばサステナスクエアへ搬入される事業系ごみの量は減少していますが、今後、著しく

増加するようであれば、事業系ごみの減量化及び処理経費の適正な配分を目的に事業系ご

み処理手数料の見直しを検討します。事業系ごみの排出量等のデータ分析に加え、周辺市町

村の処理経費等も参考にしながら検討します。 

 

1-4 公共施設におけるごみの発生抑制と資源化の推進 

（ア）公共施設におけるごみの発生抑制と資源化の推進 

「公共施設のごみ減量・リサイクル推進方針」に基づき、全庁挙げてごみ減量・リサイク

ル推進に取り組みます。また、公共施設からのごみ排出量の変化を把握し、施策の効果を検

証します。 

 

 

２．収集運搬計画 

減量化・資源化計画及び中間処理計画に対応したごみの収集運搬を、効率的、経済的に実施す

るための方向性及び施策を以下に示します。 

 

【収集運搬の方向性】 

住民サービスの充実を図るとともに、環境負荷の低減やコスト削減を踏まえた、安全かつ効率

的な収集運搬を行います。 

 

2-1 生活系ごみの排出管理の徹底 

2-1-1 収集頻度の適正化 

（ア）収集頻度の適正化 

生活系ごみの各品目について、排出量やコスト等を考慮し、必要に応じて収集頻度の適正

化を検討します。 

 

2-1-2 ごみ集積所管理の推進 

（ア）ごみ集積所管理に係るシステム化の推進 

ごみ集積所の管理については、区会等による管理体制を推進しており、適切に維持管理さ

れています。しかし、市民を対象にしたアンケート調査結果より、「分別のルールを守らな

い人がいる」、「利用者以外の人（通行人など）がごみを捨てている」、「排出時間を守らない
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人がいる」などの問題も指摘されています。ごみ集積所の管理状況の調査や、各集積所に分

別の徹底を呼び掛けるため看板の配布等により、集積所管理に係るシステム化を検討し、推

進します。 

 

（イ）資源ごみ持ち去り防止対策 

資源持ち去り防止シートの配布、また、市ホームページより資源持ち去り防止シートをダ

ウンロード可能とすることで、資源物持ち去り防止対策を実施します。 

 

（ウ）地区別排出実態の把握 

本市は地区ごとに生活様式が異なり、ごみ排出や資源分別状況も異なる状況にあります。

減量化、資源化を推進する上で地区ごとの違いも踏まえ、効果的な広報に取り組むため、収

集運搬業者と連携しつつ、各ごみ集積所における排出状況の調査など、地区別の排出実態の

把握を進め、地区別の周知方法について検討します。 

 

2-1-3 収集運搬体制の再構築 

（ア）適正な分別品目ごとの収集について業者への指導の強化 

つくばサステナスクエアで定期的に搬入検査を行い、生活系ごみの分別が適正に行われ

ていないにも関わらず収集している場合には、各種ごみの混入がないよう収集運搬業者へ

指導を行います。 

 

（イ）排出困難者に対する戸別収集の検討 

高齢者や障害のある方等、排出困難者への対応について、戸別収集の実施を含め、他自治

体での取り組みを調査し、実施を検討します。 

 

2-1-4 有害ごみの回収体制の再整備 

（ア）有害ごみ、危険なごみの排出体制及び回収体制の検討 

有害ごみ（乾電池・蛍光管等）は、市役所庁舎のほか各窓口・交流センター等に設置した

回収ボックスにより回収し、資源として有効利用を図っています。引き続き、より市民の利

便性、排出場所の安全性、管理の容易性を確保できる排出体制を検討します。 

 

（イ）有害ごみ、危険なごみの排出方法に関する周知 

近年、全国で充電式電池（リチウムイオン電池等）、スプレー容器やライター等によるパ

ッカー車や処理施設での爆発火災事故が相次いでいます。分別区分や回収方法を改めて検

討するとともに、市民に対し、排出方法や混入の危険性について周知徹底を図ります。 

 

2-2 事業系ごみの排出管理の強化 

2-2-1 事業系ごみの分別及び排出の適正化 

（ア）つくばサステナスクエアにおける事業系ごみの搬入検査・指導の実施 

つくばサステナスクエアにおいて事業系ごみの搬入検査を行い、産業廃棄物の混入や資

源化可能なもの等が搬入された場合は収集しないよう指導を強化します。 
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（イ）事業所への分別強化の協力依頼 

事業系ごみの分別及び排出の適正化を図るとともに、排出事業者への訪問指導を実施し

ます。 

 

（ウ）多量排出事業者に対する指導 

多量排出事業者に対して、「つくば市事業系一般廃棄物減量化等計画書」を提出するよう

要請するとともに、提出された計画内容を精査し、必要な指導、情報提供を行います。 

 

2-2-2 事業系資源ごみの資源化の促進 

（ア）紙類等の資源化の促進 

事業系燃やせるごみの中の 30.75％は資源化可能な紙となっています。紙類の民間のリサ

イクルルートについての情報収集を行うとともに、事業所から排出される紙類等の資源ご

みの回収システムについても検討します。 

 

（イ）多量排出事業者以外の中小事業所や飲食店等のごみ排出量と排出先の調査の検討 

多量排出事業者以外の中小事業所や飲食店等のごみ発生量と排出先の調査を実施し、事

業系資源ごみの資源化を促進します。 

 

 

３．中間処理計画 

本市のごみ処理施設としてごみ処理の中核を担う、つくばサステナスクエアに係る中間処理の

方向性及び施策を以下に示します。 

 

【中間処理の方向性】 

将来的なごみ量・ごみ質の変化、環境負荷の低減や処理コストの削減を踏まえた安全かつ効率

的なごみ処理を行うとともに、焼却施設で発電した電気の活用により脱炭素社会の実現を図りま

す。 

 

3-1 つくばサステナスクエアの適正な運転維持管理 

（ア）つくばサステナスクエアの安定運転・長寿命化 

市内から排出されるごみを確実に処理できるよう、各施設において安定した運転を維持

するとともに、今後も適正な維持管理を行い、現有施設の長寿命化を図ります。更には、焼

却施設で発電した電気をつくばサステナスクエア内で自家消費するとともに、公共施設に

供給する電力自己託送事業等を行うことで、コスト削減と脱炭素社会の実現を図ります。 

 

（イ）ダイオキシン類等の影響調査の実施 

ダイオキシン類等の影響調査を定期的に実施し、周辺環境の保全に努めます。 
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４．最終処分計画 

本市は、最終処分場を有しておらず、民間の最終処分場に処分を委託しています。最終処分の

方向性及び施策は以下のとおりです。 

 

【最終処分の方向性】 

循環型社会を構築していくため、積極的な減量化・資源化を推進し、埋立処分量の削減に努め、

環境負荷の低減や処分コストの削減を踏まえた安全かつ安定的な処分を行います。 

 

4-1 最終処分量の削減 

（ア）焼却灰の再資源化の推進 

現在、一部の焼却灰を資源化しています。焼却灰の資源化は、最終処分量削減効果が見込

めるため、今後も、溶融処理、焼成処理等による焼却灰の資源化を実施し、最終処分量の削

減に努めます。 

 

4-2 安定的な最終処分先の確保 

（ア）最終処分場の現地確認の実施 

本市より排出した焼却灰や不燃残渣等が適正に処理されているかを確認することは本市

の責務です。搬出先となる民間の最終処分場を１年に１回訪問し、処分状況を確認します。 

 

（イ）最終処分先の確保 

引き続き、搬出先となる民間最終処分場の残余容量や資源化委託先の動向等を継続的に

把握し、長期展望に立って最終処分場を確実に確保します。また、新たな最終処分先の選定

に当たっては、現地を確認の上、最終処分地としての適性やコスト、環境対策等を勘案し、

適切な最終処分場の確保に努めます。 

 

（ウ）最終処分の在り方の検討 

市内での最終処分場の整備を含めた焼却灰の処分方法の在り方について検討を進めます。 

 

５．その他の廃棄物関連の計画 

減量化・資源化計画、収集運搬計画、中間処理計画、最終処分計画以外の廃棄物関連に係る方

向性及び施策は以下のとおりです。 

 

5-1 一般廃棄物会計基準の導入 

（ア）一般廃棄物会計基準の導入による事業コストの検討 

一般廃棄物会計基準は、一般廃棄物の処理に関する事業に係るコスト分析等を行うもの

です。一般廃棄物会計基準を活用することにより、本市が行う一般廃棄物の処理に関する事

業に係る会計の客観的な把握が可能となります。 

今後、国が提供する「一般廃棄物会計基準に基づく書類作成支援ツール」に基づき、一般

廃棄物会計基準に基づく財務書類の作成を行い、経済的に効率的な事業となるよう努めま

す。 
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5-2 災害廃棄物対策 

（ア）災害廃棄物処理計画に基づく平時の備え 

地震や風水害等の自然災害が発生した際には、一時に大量の廃棄物が発生するため、市災

害廃棄物処理計画に基づき、がれき等の災害廃棄物を迅速かつ適正に処理し、市民の生活環

境の保全及び公衆衛生の維持を行うとともに、早期の復旧・復興を目指します。 

また、発災に備え、平時より他市町村、県、民間業者等との協力体制を構築していくほか、

仮置場候補地を定期的に見直します。また、市民等に災害廃棄物の処理について啓発・広報

を行います。 

 

5-3 不法投棄対策・不適正処理対策 

（ア）不法投棄パトロールの実施、不法投棄厳禁看板の配布 

不法投棄は、地域の景観、良好な地域環境を損ない、周囲に悪影響を及ぼすものです。不

法投棄を未然に防止するため、不法投棄が重大な犯罪であることについて周知徹底を図る

とともに、不法投棄監視パトロールの実施、不法投棄厳禁看板の配布を継続し、地域住民、

事業者とも協力しながら投棄されにくい環境づくりを進めます。 

 

（イ）環境美化活動の実施 

市内一斉清掃を実施し、市内の環境美化に努めます。 

 

第 ５ 節 施策の推進計画 

 

【施策の推進計画の方向性】 

各施策を適正に推進し、本計画をより実効性のあるものとするため、進捗状況の管理を行います。 

 

計画の数値目標については、年度毎に実態把握を行い、達成状況の確認を行います。実態の動向

を見極めながら、施策の効果を検証するとともに、検証結果を踏まえ、目標が達成されるよう必要

な施策展開を柔軟に行います。 

本計画で検討、実施するとした施策については、優先度を考慮しつつ、年次スケジュールを作成

し、毎年度の状況と翌年度以降に向けた課題の把握に努めます。 

また、現状を分析し、課題を抽出することにより、今後の施策についての取り組み方を検討しま

す。重点施策の進捗状況や本計画で検討するとした施策の進捗状況、目標達成状況は、毎年、つく

ば市一般廃棄物減量等推進審議会に報告し、実施状況を PDCA サイクルにより、継続的に点検、評

価、見直しを行います。 
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★は重点施策 

区分 施策・内容 新規等 

1.減量化・ 

資源化計画 

1-1 市民・事業者への意識改革の推進 

 1-1-1 ごみの分け方・出し方の周知 

  (ア)「つくば市ごみの出し方カレンダー」の発行（外国語版を含む） 継続 

  (イ)「ごみの分け方・出し方ハンドブック」の精査、改定 継続 

  (ウ)雑がみ及びプラスチック製容器包装の回収促進に向けた周知強化 継続★ 

 1-1-2 ホームページや市広報紙等による情報発信 

  (ア)ホームページ等による情報発信 継続★ 

  (イ)「3R ニュース」の発行 継続 

  (ウ)ごみ分別アプリ「さんあ～る」の活用 継続★ 

  (エ)効果的な情報発信方法の検討 継続★ 

 1-1-3 市民向けの環境プログラムの拡充 

  (ア)区会や市民団体等への出前講座の実施 継続★ 

  (イ)つくばサステナスクエアでの見学者受け入れ 継続 

  (ウ)リサイクルイベントの開催 継続 

 1-1-4 小中学生ヘの環境教育の拡充 

  (ア)小中学校での牛乳パック回収事業の実施 継続 

  (イ)小中学校への出前講座の実施 継続★ 

 1-1-5 大学生への情報提供や意識啓発 

  (ア)大学や不動産管理会社等を通じたごみ減量及び分別促進 継続★ 

  (イ)ごみ減量及び分別促進についての講義等の開催 継続 

  (ウ)大学の活動グループとの連携 継続 

  (エ)家具等の不用品リユース情報の提供 継続★ 

 1-1-6 事業者への情報提供や意識向上の強化 

  (ア)事業者への情報提供や意識向上の強化 継続 

1-2 市民・事業者が主体的に取り組む仕組みづくり 

 1-2-1 ごみの減量や資源化に関する活動支援 

  (ア)市民団体等の活動支援 継続 

  (イ)生ごみ処理容器等購入費補助事業の推進 継続 

  (ウ)エコ・ショップ認定制度の推進 継続 

  (エ)不用品等のリユースの促進 継続 

  (オ)家庭用廃食用油の回収及び BDF 精製事業の実施 継続 

  (カ)優良事業者の取組の紹介、評価・表彰制度の検討 継続★ 

  (キ)民間事業者と協力した資源化の推進、民間ノウハウの活用 継続★ 

 1-2-2 広報拠点の充実 

  (ア)情報提供拠点の設置検討 継続★ 

  (イ)つくばサステナスクエアでの広報の実施 継続 
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区分 施策・内容 新規等 

1.減量化・

資源化計画 

1-3 将来的な施策に向けた調査・検討 

 1-3-1 プラスチック類の資源化の推進 

  (ア)プラスチック類の資源化の調査研究・再構築 継続★ 

 1-3-2 生ごみ等の資源化の推進 

  (ア)生ごみ等の資源化の調査研究 継続★ 

 1-3-3 剪定枝等の資源化の推進 

  (ア)剪定枝等の資源化の調査研究 継続★ 

 1-3-4 減量化・資源化における先進的な取組 

  (ア)資源化における都市鉱山取組 継続★ 

  (イ)紙おむつの資源化の調査研究 新規 

  (ウ)先進的な減量化・資源化の取組 継続★ 

 1-3-5 生活系ごみ有料化の検討 

  (ア)生活系ごみ有料化の検討 継続 

 1-3-6 事業系ごみ処理手数料の見直し 

  (ア)事業系ごみ処理手数料の見直し 継続★ 

1-4 公共施設におけるごみの発生抑制と資源化の推進 

  (ア)公共施設におけるごみの発生抑制と資源化の推進 継続 

2.収集運搬

計画 

2-1 生活系ごみの排出管理の徹底 

 2-1-1 収集頻度の適正化 

  (ア)収集頻度の適正化 継続 

 2-1-2 ごみ集積所管理の推進 

  (ア)ごみ集積所管理に係るシステム化の推進 継続 

  (イ)資源ごみ持ち去り防止対策 継続 

  (ウ)地区別排出実態の把握 継続★ 

 2-1-3 収集運搬体制の再構築 

  (ア)適正な分別品目ごとの収集について業者への指導の強化 継続 

  (イ)排出困難者に対する戸別収集の検討 継続★ 

 2-1-4 有害ごみの回収体制の再整備 

  (ア)有害ごみ、危険なごみの排出体制及び回収体制の検討 継続 

  (イ)有害ごみ、危険なごみの排出方法に関する周知 継続★ 
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区分 施策・内容 新規等 

2.収集運搬

計画 

2-2 事業系ごみの排出管理の強化 

 2-2-1 事業系ごみの分別及び排出の適正化 

  (ア)つくばサステナスクエアにおける事業系ごみの搬入検査・指導の実施 継続★ 

  (イ)事業所への分別強化の協力依頼 継続 

  (ウ)多量排出事業者に対する指導 継続★ 

 2-2-2 事業系資源ごみの資源化の促進 

  (ア)紙類等の資源化の促進 継続★ 

  
(イ)多量排出事業者以外の中小事業所や飲食店等のごみ排出量と排出先の 

調査の検討 
継続 

3.中間処理

計画 

3-1 つくばサステナスクエアの適正な運転維持管理 

  

  

(ア)つくばサステナスクエアの安定運転・長寿命化 継続★ 

(イ)ダイオキシン類等の影響調査の実施 継続 

4.最終処分

計画 

4-1 最終処分量の削減 

  (ア)焼却灰の再資源化の推進 継続★ 

4-2 安定的な最終処分先の確保 

  

  

  

(ア)最終処分場の現地確認の実施 継続 

(イ)最終処分先の確保 継続 

(ウ)最終処分の在り方の検討 継続 

5.その他の

廃棄物関連

の計画 

5-1 一般廃棄物会計基準の導入 

  (ア)一般廃棄物会計基準の導入による事業コストの検討 継続 

5-2 災害廃棄物対策 

  (ア)災害廃棄物処理計画に基づく平時の備え 継続 

5-3 不法投棄対策・不適正処理対策 

  

  

(ア)不法投棄パトロールの実施、不法投棄厳禁看板の配布 継続★ 

(イ)環境美化活動の実施 継続 
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コラム①『リサイクルセンターではごみがどのように処理されているの？』 

リサイクルセンターは、燃やせないごみ、粗大ごみ、資源ごみ（かん類、びん類、ペットボト

ル、プラスチック製容器包装）を処理する施設です。平成 31 年（2019 年）3 月につくばサステ

ナスクエア内に建設されました。 

リサイクルセンターは、以下の 5 つの処理ラインから構成されています。各ラインにおけるご

み処理の流れを下図に示します。 

・粗大ごみ・不燃ごみ処理ライン：受入ヤードに搬入後、ローダーで受入ホッパへ投入し、コ

ンベア上で不適物や危険物を除去し、破砕機で破砕します。その後、磁選機

で鉄、選別機でアルミを選別します。 

・かん類ライン：貯留ヤードに搬入後、ローダーで受入ホッパへ投入し、手選別コンベアで異

物を取り除いた後、選別施設でアルミ缶とスチール缶に分け、圧縮・成形し、

貯留します。 

・びん類ライン：貯留ヤードに搬入後、ローダーで受入ホッパへ投入し、自動色選別装置で白

色、茶色、その他に分け、手選別コンベアで異物を取り除いた後、色別ごと

に貯留ヤードに保管します。 

・ペットボトルライン：貯留ヤードに搬入後、ローダーで受入ホッパへ投入し、手選別コンベ

アで異物を除去後、圧縮・梱包し、貯留します。 

・プラスチック製容器包装ライン：貯留ピットに搬入後、クレーンで受入ホッパへ投入し、選

別機で分別し、手選別コンベアで異物を除去後、圧縮・梱包し、貯留します。 

リサイクルセンターには、ごみ処理を行う各種設備からなる工場棟に加えて、家具類等の再生

工房や啓発施設、展示コーナーや市民が交流できるコーナー、情報コーナーも設けており、ごみ

減量化と再資源化を促進する拠点となっています。 

リサイクルセンターでは、ごみのリサイクルの流れを知ることができるとともに、ごみの減

量・分別の大切さを学ぶことができます。施設見学の受付を随時行っているため、循環型社会へ

の行動の第一歩として、リサイクルセンターを訪れてみませんか。 
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第 3 編 食品ロス削減推進計画 
 

第 ３ 編 食品ロス削減推進計画 
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第 １ 章 計画策定の趣旨 

第 １ 節 計画策定の目的 

我が国では、まだ食べることができる食品が生産、製造、販売、消費等の各段階において、日常

的に廃棄され、大量の食品ロスが発生しています。食品ロス発生量の推移を図 3-1 に示します。令

和 4 年度（2022 年度）では、全国で 472 万 t の食品ロスが発生しています。 

食品ロスに関しては、平成 27 年（2015 年）9 月に国際連合で採択された「持続可能な開発のた

めの 2030 アジェンダ」で定められている「持続可能な開発目標」（SDGs）の 1 つに「持続可能な生

産消費形態を確保する」ことが掲げられ、「2030 年までに小売・消費レベルにおける世界全体の 1

人当たりの食料の廃棄を半減させ、収穫後損失などの生産・サプライチェーンにおける食料の損失

を減少させる」ことがターゲットとなるなど、食品ロス削減は、国際的にも重要な課題となってい

ます。 

国内では、「食品リサイクル法に基づく基本方針」（令和元年（2019 年）7 月公表）において、家

庭系及び事業系の食品ロスを令和 12 年度（2030 年度）までに平成 12 年度（2000 年度）比で半減

するとの目標が定められています。なお、令和 4 年度（2022 年度）時点で半減目標は達成できてい

ますが、中長期的な推移の注視が必要とされています。 

また、食品ロス削減推進法に基づき令和 2 年（2020 年）3 月に閣議決定された「食品ロスの削減

の推進に関する基本的な方針」では、地域における食品ロス削減の取り組みを推進していくために、

市町村は食品ロス削減推進計画を策定することが求められています。 

茨城県が策定した「第 5 次茨城県廃棄物処理計画」では、廃棄物の減量化を促進する観点から県

が取り組むべき食品ロス削減対策を網羅的に定めています。 

このような流れを受け、本市においても食品ロス削減の取り組みを総合的かつ計画的に進めるた

めに、食品ロス削減推進計画を策定します。 

 

※2030 年度までに 2000 年度比の半減、すなわち 489 万トンとする目標が定められています。 

資料：我が国の食品ロスの発生量の推移等（環境省）を基に作成 

図 3-1 食品ロス発生量の推移 
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第 ２ 節 食品ロスとは 

食品ロスとは、食品廃棄物から不可食部（＝「調理くず」（野菜・果物の皮、肉・魚の骨など））

を除いた、本来食べられるにもかかわらず捨てられる食品のことであり、発生要因ごとに「直接廃

棄（手付かず食品）」、「過剰除去」、「食べ残し」の 3 つに分類されます。食品ロスの対象を図 3-2

に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
賞味期限切れ等により料理の

食材として使用又はそのまま

食べられる食品として使用・

提供されずに直接廃棄された

もの 

不可食部分を除去する際に過

剰に除去された可食部分。（例

えば、厚くむき過ぎた野菜の

皮など） 

調理され又は生のまま食卓に

のぼった食品のうち、食べ切

れずに廃棄されたもの 

※「過剰除去」も概念上食品ロスに含まれますが、過剰であるかの判断が主観によるところが大きいため、

調理くずに含める場合もあります。 

資料：家庭系食品ロスの発生状況の把握のためのごみ袋開袋調査手順書（令和元年 5月版）（環境省） 

図 3-2 食品ロスの対象 

 

食品ロスには、家庭から生じる食品ロスと事業活動から生じる食品ロスがあります。事業活動か

ら生じる食品ロスは、主に食品関連事業者（食品製造業、食品卸売業、食品小売業、外食産業（飲

食店宿泊業・飲食店、宿泊施設等））から発生し、「事業系一般廃棄物に区分される食品ロス」と食

品製造等の特定の事業活動に伴う「産業廃棄物に区分される食品ロス」があります。 

本計画で対象とする食品ロスは、「家庭から生じる食品ロス（家庭系食品ロス）」と「事業系一般

廃棄物に区分される食品ロス（事業系食品ロス）」とします。 
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第 ２ 章 食品ロスの現状 

第 １ 節 燃やせるごみ組成分析調査に基づく食品ロスの割合 

本市は、令和 6 年度（2024 年度）に、本市内の生活系燃やせるごみ及び事業系燃やせるごみを対

象にごみ組成分析調査を実施しました。当該調査では、燃やせるごみのうち、厨芥類に含まれる「食

品ロス」（直接廃棄、過剰除去、食べ残し）についても分析調査を行いました。結果を以下に示しま

す。 

 

１．家庭系食品ロス 

① 燃やせるごみに占める厨芥類の割合（前回調査との比較） 

生活系燃やせるごみの組成調査結果について、令和元年度（2019 年度）に実施した結果と令

和 6 年度（2024 年度）に実施した結果の比較を図 3-3 に示します。 

生活系燃やせるごみにおける厨芥類の割合は、令和元年度（2019 年度）が約 32％であるのに

対し、令和 6 年度（2024 年度）は約 29％となっており、若干少なくなっています。 

  

図 3-3 生活系燃やせるごみの組成割合（前回調査との比較） 

 

② 燃やせるごみに含まれる食品ロスの割合 

生活系燃やせるごみに含まれる「食品ロス」の割合を図 3-4 に示します。 

市全体では、燃やせるごみに含まれる「食品ロス」の割合は、重量比で全体の 13.3％を占め、

うち直接廃棄 5.3％、食べ残し 5.3％、過剰除去 2.7％となっています。 

地区別では、東地区及び西地区において、燃やせるごみに含まれる食品ロスの割合が 15％を

超え、都市部において食品ロスが多く発生している傾向となっています。 

　　令 和 元 年 度 単位：％ 　　令 和 6 年 度 単位：％
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図 3-4 生活系燃やせるごみにおける食品ロスの割合 

 

③ 厨芥類における食品ロスの割合 

厨芥類における「食品ロス」の割合を図 3-5 に示します。 

市全体では、厨芥類における「食品ロス」の割合は、重量比で 46.4％を占め、うち直接廃棄

18.7％、食べ残し 18.4％、過剰除去 9.3％となっています。 

 

 

図 3-5 厨芥類における食品ロスの割合（生活系燃やせるごみ） 
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④ 食品ロスの割合 

家庭系食品ロスの各項目の割合を図 3-6 に示します。 

市全体では、直接廃棄 44.9％（100％残存：33.2％、50％以上残存：6.6％、50％未満残存：

5.1％）、食べ残し 37.9％で、重量比で全体の約 8 割を占めています。 

地区で比較すると、北地区では、「直接廃棄」、特に手付かずに廃棄された 100％残存の割合

が最も高くなっています。一方、南地区では、「食べ残し」の割合が最も高くなっています。東

地区及び西地区では、「過剰除去」の割合が比較的高くなっています。 

 

 

図 3-6 家庭系食品ロスの割合 

 

⑤ 直接廃棄されたものの消費・賞味期限 

家庭系食品ロスの直接廃棄（100％残存）における消費・賞味期限の状況を図 3-7、直接廃棄

全体（100％残存、50％以上残存、50％未満残存）における消費・賞味期限の状況を図 3-8 に

示します。 

直接廃棄（100％残存）における消費・賞味期限については、4 地区とも表示なしが最も多く、

表示があるものについては、消費期限、賞味期限ともに期限切れのものが、期限内のものより

多くなっています。 

直接廃棄全体の消費・賞味期限についても、直接廃棄（100％残存）と同様の傾向となってい

ます。 
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図 3-7 直接廃棄（100％残存）における消費・賞味期限の状況（家庭系食品ロス） 

 

 

 

図 3-8 直接廃棄全体（100％残存、50％以上残存、50％未満残存）における 

消費・賞味期限の状況（家庭系食品ロス） 
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２．事業系食品ロス 

① 燃やせるごみに占める食品ロスの割合（前回調査との比較） 

事業系燃やせるごみの全体組成調査結果について、令和元年度（2019 年度）に実施した結果

と令和 6 年度（2024 年度）に実施した結果の比較を図 3-9 に示します。 

事業系燃やせるごみにおける厨芥類の割合は、令和元年度（2019 年度）、令和 6 年度（2024

年度）ともに約 24％で、ほぼ同じ割合となっています。 

 

※事業系燃やせるごみは調査対象となったごみを排出した事業所の事業内容によって組成が異なるため、一概には比較

できませんが、参考値として提示します。 

図 3-9 事業系燃やせるごみの組成割合（前回調査との比較） 

 

② 燃やせるごみにおける食品ロスの割合 

業種別の事業系燃やせるごみにおける「食品ロス」の割合を図 3-10 に示します。 

事業系燃やせるごみにおける食品ロスの割合は、宿泊業・飲食店で 30.2％と最も多く、次い

で販売店 21.7％、医療・福祉施設 17.5％となっています。学術研究・学校教育施設及びオフィ

スでは 6％前後となっており、食品ロスの発生は限定的となっています。対象事業所を無作為

に抽出した事業系一般では、8.1％となっています。 

　　令 和 元 年 度 単位：％ 　　令 和 ６ 年 度 単位：％
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図 3-10 事業系燃やせるごみにおける食品ロスの割合 

 

③ 厨芥類における食品ロスの割合 

事業系燃やせるごみにおける食品ロスの割合が多かった販売店、宿泊業・飲食店及び事業系

一般の厨芥類における「食品ロス」の割合を図 3-11 に示します。 

販売店では、厨芥類における「食品ロス」の割合は 72.6％で、このうち直接廃棄 45.2％が最

も多く、次いで食べ残し 21.3％となっています。一方、宿泊業・飲食店では、厨芥類における

「食品ロス」の割合は 60.9％で、このうち食べ残し 42.6％が最も多く、次いで過剰除去 12.3％

となっています。事業系一般（事業所を無作為抽出）では、食品廃棄物（調理くず）が 66.1％

を占め、厨芥類における「食品ロス」の割合は 33.9％となっています。 

 

  

図 3-11 厨芥類における食品ロスの割合（事業系燃やせるごみ） 
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④ 食品ロスの割合 

販売店、宿泊業・飲食店及び事業系一般における「食品ロス」の各項目の割合を図 3-12 に

示します。 

販売店では、「直接廃棄」、特に、手付かずに廃棄された 100％残存の割合が最も高くなって

います。一方、宿泊業・飲食店では、「食べ残し」の割合が最も高くなっています。事業系一般

では、直接廃棄、食べ残し、過剰除去が各々約 30～36％とほぼ同じ割合となっています。 

 

 

図 3-12 事業系食品ロスの割合 

 

⑤ 直接廃棄されたものの消費・賞味期限 

販売店、宿泊業・飲食店及び事業系一般における事業系食品ロスの直接廃棄（100％残存）に

おける消費・賞味期限の状況を図 3-13、直接廃棄全体（100％残存、50％以上残存、50％未満

残存）における消費・賞味期限の状況を図 3-14 に示します。 

直接廃棄（100％残存）における消費・賞味期限については、販売店は「消費期限・期限切れ」

のもの、宿泊業・飲食店は「賞味期限・期限切れ」のものが最も多くなっています。事業系一

般では、表示なしが最も多くなっています。 

直接廃棄全体の消費・賞味期限についても、直接廃棄（100％残存）と同様の傾向となってい

ます。 
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図 3-13 直接廃棄（100％残存）における消費・賞味期限の状況（事業系食品ロス） 

 

 

 

 

※宿泊業・飲食店は、ごみ組成分析調査において抽出された「直接廃棄」の食品ロスが全て 

100％残存であったため、図 3-13 と同じ割合となっています。 

図 3-14 直接廃棄全体（100％残存、50％以上残存、50％未満残存）における 

消費・賞味期限の状況（事業系食品ロス） 
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第 ２ 節 食品ロス発生量 

１．家庭系食品ロス量 

（1）推計方法 

家庭系食品ロス量は、各年度の生活系燃やせるごみ排出量に、令和 6 年度（2024 年度）に実

施した生活系燃やせるごみの組成分析調査結果に基づく、生活系燃やせるごみ排出量に占める

食品ロス量の割合（13.25％）（表 3-1）を乗じて、推計しました。 

推計式を以下に示します。 

 

【推計式】 

家庭系食品ロス量（t/年） 

＝各年度の生活系燃やせるごみ排出量（t/年） 

×生活系燃やせるごみ排出量に占める食品ロス量の割合（13.25％） 

 

 

表 3-1 生活系燃やせるごみ排出量に占める食品ロス量の割合 

  

※比率は、各地区の人口を基に加重平均して算出しています。 

 

  

ペ ッ ト ボ ト ル ・ ト レ イ 2.09

資 源 化 可 6.41

資 源 化 不 可 9.99

金 属 類 0.35

ガ ラ ス 類 等 0.21

ゴ ム ・ 皮 革 類 0.51

資 源 化 可 12.35

資 源 化 不 可 16.17

布 類 3.26

食 べ 残 し 5.25

過 剰 除 去 2.66

直 接 廃 棄 5.34

調 理 く ず 15.31

木 ・ 竹 ・ わ ら 類 10.68

紙 お む つ 類 3.92

可 燃 物 類 5.50

100.00

紙 類 28.52

28.56

9.42

組 成 項 目

合  計

令 和 6 年 度

プラスチック類 16.40

厨 芥 類

食品ロス量の割合 

：13.25％ 
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（2）推計結果 

家庭系食品ロス量の推計結果を表 3-2 及び図 3-15 に示します。 

令和 5 年度（2023 年度）の家庭系食品ロス量は 6,030t/年と推計され、生活系燃やせるごみ

排出量の減量に伴い、令和 2 年度（2020 年度）に対して約 300t 減少しています。 

 

表 3-2 家庭系食品ロス量の推計結果 

  

  

 
 

図 3-15 家庭系食品ロス量の推移 

  

単位 R2 R3 R4 R5

ｔ/年 240,383 245,511 251,208 254,534

年間日数 ｔ/年 365 365 365 366

生活系燃やせるごみ排出量 ｔ/年 47,828 46,968 46,361 45,506

ｔ/年 545.1 524.1 505.6 488.5

食品廃棄物量 ｔ/年 13,660 13,414 13,241 12,997

　 可食部（食品ロス量） ｔ/年 6,337 6,223 6,143 6,030

食べ残し ｔ/年 2,511 2,466 2,434 2,389

過剰除去 ｔ/年 1,272 1,249 1,233 1,211

直接廃棄 ｔ/年 2,554 2,508 2,476 2,430

不可食部（調理くず等） ｔ/年 7,323 7,191 7,098 6,967

人口

1人1日当たりの
生活系燃やせるごみ排出量
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２．事業系食品ロス量 

（1）推計方法 

事業系食品ロス量は、各年度の事業系燃やせるごみ排出量１日当たりの事業系燃やせるごみ

排出量に、令和 6 年度（2024 年度）に実施した事業系燃やせるごみの組成分析調査結果（事業

系一般）に基づく、事業系燃やせるごみ排出量に占める食品ロス量の割合（8.15％）（表 3-3）

を乗じ、それに各年度の年間日数を乗じて、推計しました。       

推計式を以下に示します。 

 

【推計式】 

事業系食品ロス量（t/年） 

＝各年度の事業系燃やせるごみ排出量（t/年） 

×事業系燃やせるごみ排出量に占める食品ロス量の割合（8.15％） 

 

 

表 3-3 事業系燃やせるごみ排出量に占める食品ロス量の割合 

 

 

 

 

 

  

（単位：％）

ペ ッ ト ボ ト ル ・ ト レ イ 1.15

資 源 化 可 2.52

資 源 化 不 可 6.44

金 属 類 0.31

ガ ラ ス 類 等 0.06

ゴ ム ・ 皮 革 類 0.80

資 源 化 可 30.75

資 源 化 不 可 17.19

布 類 2.48

食 べ 残 し 2.89

過 剰 除 去 2.93

直 接 廃 棄 2.33

調 理 く ず 15.93

木 ・ 竹 ・ わ ら 類 7.54

紙 お む つ 類 4.70

可 燃 物 類 1.98

100.00

令 和 ６ 年 度

プラスチック類 8.96

組 成 項 目

紙 類 47.94

24.08厨 芥 類

6.68

合  計

食品ロス量の割合 

：8.15％ 
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（2）推計結果 

事業系食品ロス量の推移を表 3-4 及び図 3-16 に示します。 

令和 5 年度（2023 年度）の事業系食品ロス量は 1,803t/年と推計され、令和 2 年度（2020 年

度）以降おおむね横ばいで推移しています。 

 

表 3-4 事業系食品ロス量の推計結果 

 

 

図 3-16 事業系食品ロス量の推移 

  

単位 R2 R3 R4 R5

年間日数 日 365 365 365 366

事業系燃やせるごみ排出量 t/年 22,557 22,731 22,490 22,120

　 t/日 61.80 62.28 61.62 60.44

食品廃棄物量 t/年 5,432 5,474 5,416 5,326

　 可食部（食品ロス量） t/年 1,838 1,853 1,833 1,803

食べ残し t/年 652 657 650 639

過剰除去 t/年 661 666 659 649

直接廃棄 t/年 525 530 524 515

不可食部（調理くず等） t/年 3,594 3,621 3,583 3,523

1日当たりの
事業系燃やせるごみ排出量
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第 ３ 節 食品ロス削減の実施状況（アンケート調査結果） 

本計画の策定にあたり、令和 6 年（2024 年）6 月に、市民及び事業者を対象にアンケート調査を

実施しました。食品ロスに関連する事項の概要を以下に示します。なお、事業者アンケートの対象

は、宿泊業・飲食店や食品を扱う小売業等の事業所です。 
 

１．家庭系食品ロス 

（1）家庭における食品ロスの発生要因 

家庭において食品ロスが発生した要因を図 3-17 に示します。 

「買ったことを忘れたまま、賞味（消費）期限が切れてしまった」ためが最も多く、次いで

「安売りや大袋サイズなどで大量に買ってしまい、食べきれなかった」が多くなっています。 

 

図 3-17 家庭における食品ロスの発生要因 

 

（2）家庭における食品ロス削減に向けた取り組み状況 

家庭における食品ロス削減に向けた取り組み状況を図 3-18 に示します。 

回答者の 85.3％が家庭において「普段食品ロスを減らすために何か心掛けている」と回答し

ており、多くの市民が家庭において食品ロス削減を実践しています。取り組み内容としては、

「買い物に行く前に冷蔵庫の中身を確認している」が最も多くなっています。 

回答総数 822 人 

 

図 3-18 家庭における食品ロス削減に向けた取り組み状況 

心掛けている

85.3%

心掛けていない

13.0%

無記入

1.7%
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２．事業系食品ロス 

（1）事業所における食品ロスの発生要因 

事業所において食品ロスが発生した要因を図 3-19 に示します。 

「お客さんの食べ残し」が最も多く、次いで「食材の販売期限・消費期限切れ」、「売れ残り・

仕入れた食材の余り」が多くなっています。 

  

図 3-19 事業所における食品ロスの発生要因  

 

（2）事業所における食品ロス削減に向けた取り組み状況 

事業所における食品ロス削減に向けた取り組み状況を表 3-5 に示します。 

取り組み内容としては、「調理ロスの削減」が最も多く、次いで「売り切りの実施」、「需要予

測の精度向上」となっています。 

 

表 3-5 事業所における食品ロス削減に向けた取り組み状況 
回答総数 9 件（複数回答可） 

取り組み内容 割合 

調理ロスの削減 26.3％ 

売り切りの実施 21.1％ 

需要予測の精度向上 15.8％ 

商習慣の見直し（過剰生産・過剰在庫の削減） 10.5％ 

持ち帰りへの協力 10.5％ 

賞味期限の延長・年月の表示化 10.5％ 

余剰食品のフードバンク寄付 5.3％ 
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第 ３ 章 食品ロスの課題 

 

食品ロスの現状を踏まえた本市における食品ロスの課題は以下のとおりです。 

 

１．家庭系食品ロス 

 本市における家庭系食品ロス量は、令和 5 年度（2023 年度）で 6,030t/年と推計され、燃

やせるごみ排出量の約 13％を占めています。特に、都市部（東地区、西地区）において食

品ロス発生割合が多い傾向にあり、周辺部（北地区、南地区）の約 2 倍となっています。

家庭系の食品ロス削減は、都市部を中心に、計画的な買い物・管理・使いきり等の啓発に

取り組む必要があります。（関連：P66、P67、P75） 

 

 家庭系食品ロスのうち、「直接廃棄」と「食べ残し」が全体の約 8 割を占め、「直接廃棄」

については、手付かずで廃棄された 100％残存の割合が最も高く、その多くは消費・賞味

期限切れのものとなっています。（関連：P68、P69、P75） 

 

 市民の約 85％が家庭において食品ロス削減を心掛けて取り組んでいますが、「賞味（消費）

期限が切れてしまった」、「大量に買ってしまい、食べきれなかった」等を理由に、食品ロ

スが発生している状況にあります。（関連：P78） 

 

２．事業系食品ロス 

 本市における事業系食品ロス量は、令和 5 年度（2023 年度）で 1,803t/年と推計され、事

業系燃やせるごみ排出量の約 8％を占めています。（関連：P70、P71、P77） 

 

 業種によって食品ロスの発生割合は大きく異なっており、特に宿泊業・飲食店及び販売店

で食品ロスの発生割合が多くなっています。また、宿泊業・飲食店では食べ残しが多く、

販売店では直接廃棄が多いなど、業種によって食品ロスの発生要因も異なります。（関連：

P70、P71） 

 

 一部の事業所では、調理ロスの削減等、食品ロス削減に向けて取り組んでいますが、限定

的となっています。業種に応じた具体的な食品ロス削減の取り組み事例の紹介や啓発等を

推進する必要があります。（関連：P79） 
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第 ４ 章 食品ロス削減推進計画 

 

第 １ 節 基本方針 

食品ロスの削減は、ごみ処理基本計画と共通の基本理念「資源循環から持続可能な社会をめざす

まち」のもと、食品ロス削減に対する市民及び事業者の意識を高め、さらには具体的な行動につな

げていくことで、食品ロスの発生抑制と減量化を図ります。 

食品ロス削減推進計画における基本方針は、以下のとおりとします。 

 

【基本方針】 

基本方針 内容 

食品ロスの発生抑制・ 

減量化の推進 

食品ロス削減に対する市民及び事業者の意識を高め、家庭及び事業所か

らの食品ロスの発生抑制と減量化を図ります。 

 

第 ２ 節 関連法令、計画 

１．食品ロス削減推進のための関連法令 

（1）食品リサイクル法及び食品リサイクル法に基づく基本方針 

「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律」（以下「食品リサイクル法」という。）は、

平成 13 年（2001 年）5月に制定され、食品廃棄物について発生抑制と減量化により最終的に処

分される量を減少させるとともに、飼料や肥料などの原材料として再生利用するため、食品関

連事業者（製造、流通、外食など）による食品循環資源の再生利用などを促進しています。 

食品リサイクル法に基づく基本方針は、食品循環資源の再生利用等を総合的かつ計画的に推

進するため、概ね 5 年ごとに国が策定しているもので、令和 6 年（2024 年）2 月に新たな基本

方針が公布されました。この基本方針における食品循環資源の再生利用等を実施すべき量に関

する目標を表 3-6 に示します。 

 

表 3-6 食品リサイクル法に基づく基本方針の数値目標 

項  目 目  標 目標年度 

事業系食品ロス量 平成12年度（2000年度）の半減 
令和12年度 

（2030年度） 

食品廃棄物等の再生利用等の
実施率 

・食品製造業：95％ 
・食品卸売業：75％ 
・食品小売業：60％ 
・外 食 産 業：50％ 

令和6年度 
（2024年度） 

食品廃棄物等の焼却・埋立て
実施率 

・食品製造業： 5％ 
・食品卸売業：25％ 
・食品小売業：40％ 
・外 食 産 業：50％ 

令和6年度 
（2024年度） 
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（2）食品ロス削減推進法及び食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針 

食品ロス削減推進法は、食品ロスの削減に関し、国、地方公共団体等の責務等を明らかにする

とともに、基本方針の策定、その他食品ロスの削減に関する施策の基本となる事項を定めるこ

と等により、食品ロスの削減を総合的に推進することを目的に、令和元年（2019 年）10 月に施

行されました。当該法第 13 条において、市町村は、基本方針及び都道府県食品ロス削減推進計

画を踏まえ、市町村食品ロス削減推進計画を定めるよう努めなければならないものとされてい

ます。 

「食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針」は、食品ロス削減推進法第 11 条の規定に基

づき、食品ロスの削減の推進の意義及び基本的な方向、推進の内容、その他食品ロスの削減の推

進に関する重要事項を定めるもので、令和 2 年（2020 年）3 月に閣議決定されました。この方

針の食品ロスの数値目標を表 3-7 に示します。 

 

表 3-7 食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針の数値目標 

項  目 目  標 目標年度 

家庭系食品ロス量 平成12年度 
（2000年度）の半減 令和12年度 

（2030年度） 
事業系食品ロス量 

食品ロス問題を認知して削減に
取り組む消費者の割合 

80％ 

 

２．国の関連計画 

（1）第五次循環型社会形成推進基本計画 

第五次循環型社会形成推進基本計画は、循環型社会形成推進基本法第 15 条に基づき、循環型

社会の形成に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために定められるものです。 

第五次循環型社会形成推進基本計画では、「資源循環のための事業者間連携によるライフサイ

クル全体での徹底的な資源循環に関する指標」のうち、「素材等別のライフサイクル全体におけ

る資源循環状況」を把握するために、入口側の循環利用率、出口側の循環利用率、最終処分量を

指標として定めています。一方、計画のフォローアップに当たっては、今後数年で特に取り組み

の進展が望まれる品目・取り組み内容や、循環経済工程表等で設定された品目・取り組み内容・

目標についても併せて個別に進捗を把握することとし、「食品ロス量半減」がその例として挙げ

られています。 

 

３．茨城県の関連計画 

（1）第 5 次茨城県廃棄物処理計画 

第 5 次茨城県廃棄物処理計画は、令和 3 年度（2021 年度）から令和 7 年度（2025 年度）を計

画期間とした、県内の廃棄物の減量その他適正処理に関する法定計画です。 

廃棄物の減量化を促進する観点から、県が取り組むべき食品ロス削減対策を「食品ロス削減

推進計画に関する事項」として網羅的に定めています。 

なお、県域での食品ロス量を効率的に把握できる状況に無いことから、茨城県における食品

ロス削減に関する目標とすべき指標については、廃棄物処理計画に掲げる排出側の指標である

「ごみ排出量」及び「産業廃棄物排出量」を目標としています。  
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４．本市の関連計画 

（1）第 2 期つくば市戦略プラン 

第 2 期つくば市戦略プランは、令和 2 年度（2020 年度）から令和 6 年度（2024 年度）を計画

期間とした、本市の全分野のまちづくりの指針となる「つくば市未来構想」の実現に向け、特に

重点的に取り組む施策や取り組みをまとめた計画です。第 3 期つくば市戦略プランにおいても

食品ロス削減を推進していきます。 

 

（2）第 3 次つくば市環境基本計画 

第 3 次つくば市環境基本計画は、令和 2 年（2020 年）4 月から令和 12 年（2030 年）3 月まで

を計画期間とした、「つくば市未来構想」を環境面から具体化するものであり、つくば市の環境

に関する計画の中で最も上位の計画です。 

当該計画では、基本目標 3「資源を賢く使う循環型社会に近づく」のもと、施策の柱の一つで

ある「3Ｒの推進」において、食品ロスの削減を位置付けています。評価指標となる数値目標に

は、市民 1 人当たりのごみ排出量やリサイクル率が掲げられていますが、食品ロス削減に関す

る数値目標は定めていません。 

 

（3）つくば市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

つくば市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）は、令和 2 年度（2020 年度）から令和 7 年

度（2025 年度）を計画期間とした、地球温暖化の主な要因とされる温室効果ガスの削減と、猛

暑や洪水等の気候変動に対して、どのように取り組むべきかを示した計画です。 

つくば市の将来像に基づく柱の一つに「高い環境意識をもち、持続可能なライフスタイルが

確立しているまち」を掲げ、「持続可能なライフスタイルの推進」の取り組みにおいて、地元産

農作物の積極的な消費や家庭や事業所からの食品廃棄の減量化を進める「地産地消の推進と食

品廃棄の減量化」を施策として位置付けています。食品ロス削減に関する数値目標は定めてい

ません。 

 

（4）気候市民会議提言ロードマップ 

気候市民会議提言ロードマップとは、令和 5 年度(2023 年度)に開催された「気候市民会議つ

くば 2023」で採択され、提言書として提出された 74 の提言を実現するために、令和 6 年（2024

年）10 月に策定したロードマップのことです。提言のうち、食品ロスに関連する提言は表 3-8

のとおりです。 

 

表 3-8 気候市民会議提言ロードマップの提言（抜粋） 

取組 26 
フードロスを減らすために、事業者は、賞味・消費期限間近の食品や規格外品が安く

買える店舗をつくる 

取組 27 フードロスを減らすために、事業者は、使い捨て容器をやめて食品の量り売りをする 

施策 38 
《フードロス削減に取り組む店を支援するために、》国（県・市）は、フードロス削減

に取り組む店の税を軽減する 

施策 39 
食品や農作物のロスをなくするために、市は、規格外の農産物を安く売る店をつくっ

たり、給食等で使う仕組みをつくる 
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第 ３ 節 数値目標 

食品ロス削減推進計画における数値目標は、国や本市の関連計画で掲げられた指標を踏まえ、以

下のとおり定めます。 
 

１．食品ロス量 

国の指針（食品リサイクル法に基づく基本方針）では、平成 12 年度（2000 年度）に対して令

和 12 年度（2030 年度）に食品ロスの排出量を半減させることを目標としています。 

本市の計画目標年度（令和 11 年度（2029 年度））の将来人口予測は 272,027 人で、平成 12 年

度（2000 年度）の人口に対し、約 9 万人増加することが予想されています。また、人口増加に伴

い、ごみ処理基本計画の数値目標を達成した場合においても、計画目標年度（令和 11 年度（2029

年度））の食品ロスを含む燃やせるごみの排出量は、平成 12 年度（2000 年度）に対し、約 3,000t

増加することが想定されます。国の目標を踏襲して、平成 12 年度（2000 年度）に対して令和 12

年度（2030 年度）に食品ロスの排出量を半減させることを目標として設定した場合、令和 5 年度

の実績値（推計）7,833t に対し、令和 11 年度（2029 年度）は 4,006t と、約 3,800t の食品ロス

減量を進めなければならなくなり、達成が困難です。 

そのため、本市の人口動態等を考慮し、食品ロス量を半減させるのではなく、平成 12 年度（2000

年度）の 1 人 1 日当たりの家庭系食品ロス量及び１日当たりの事業系食品ロス量に対して、令和

12 年度（2030 年度）にそれぞれ半減させることを目標とします。 

食品ロス量の実績値（推計）及び将来推移を表 3-9 及び図 3-20 に、計画目標年度（令和 11 年

度（2029 年度））の目標値を表 3-10 に示します。 

 

表 3-9 食品ロス量の実績値(推計)及び将来推移 

 
※合計（国目標踏襲）は、国の目標を踏襲して、平成 12 年度（2000 年度）に対して令和 12 年度（2030 年度）に食品ロ

スの排出量を半減させることを目標とした場合の食品ロス量を示します。 

 

単位 H12 … R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

人 183,898 … 254,534 260,018 264,209 267,077 269,165 270,785 272,027

ｔ/年 39,487 45,506 48,754 49,221 49,463 49,720 49,626 49,605

ｔ/年 18,445 22,120 22,499 22,404 22,312 22,293 22,156 22,083

ｔ/年 57,932 67,626 71,253 71,625 71,775 72,013 71,782 71,688

ｔ/年 39,487 45,506 45,596 45,555 45,265 44,951 44,303 43,707

ｔ/年 18,445 22,120 21,228 20,396 19,564 18,783 17,900 17,067

ｔ/年 57,932 67,626 66,824 65,951 64,829 63,734 62,203 60,774

ｔ/年 5,232 6,030 6,460 6,522 6,554 6,588 6,575 6,573

ｔ/年 1,504 1,803 1,834 1,826 1,818 1,817 1,806 1,800

ｔ/年 6,736 7,833 8,294 8,348 8,372 8,405 8,381 8,373

ｔ/年 6,736 … 7,833 7,195 6,557 5,919 5,282 4,644 4,006 3,368

ｔ/年 5,232 6,030 5,789 5,535 5,235 4,926 4,576 4,240

ｇ/人・日 77.9 64.7 61.0 57.4 53.7 50.0 46.3 42.7 39.0

ｔ/年 1,504 1,803 1,650 1,500 1,351 1,204 1,051 902

ｔ/日 4.12 4.93 4.52 4.11 3.70 3.29 2.88 2.47 2.06

ｔ/年 6,736 7,833 7,439 7,035 6,586 6,130 5,627 5,142

…

…

…

…

項目

合計

合計

総人口

家庭系

事業系

目
標
達
成
時

合計

現
状
推
移
時

目
標
達
成
時

合計

現
状
推
移
時

燃
や
せ
る
ご
み
排
出
量

合計
（国目標踏襲）

食
品
ロ
ス
量

事業系

生活系

事業系

生活系

事業系

家庭系
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図 3-20 目標達成時の食品ロス量の推移 

 

表 3-10 食品ロス量の目標値 

平成 12 年度（2000 年度) 令和 5 年度（2023 年度） 令和 11 年度（2029 年度） 

実績値（推計） 実績値（推計） 現状推移 目標値 

6,736 t/年 7,833 t/年 8,373 t/年 5,142 t/年 

－ － －  〈23.7％減量〉※ 

 ※〈 〉内は、平成 12 年度に対する割合です。 

 

２．食品ロス削減に取り組んでいる市民の割合 

国の「食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針」では、食品ロス問題を認知して削減に取

り組む消費者の割合を 80％以上にすることを目標としています。 

本市における食品ロスに取り組んでいる市民の割合は、令和 6 年度（2024 年度）で 85％とな

っています。計画目標年次（令和 11 年度（2029 年度））は、これを 90％以上とすることを目指し

ます。 

 

表 3-11 食品ロス削減に取り組む市民の割合及び目標値 

令和 6 年度（2024 年度） 令和 11 年度（2029 年度） 

実績値 目標値 

85％ 90％以上 

－ 〈5ポイント以上向上〉※ 

※〈 〉内は令和 6年度に対する向上値です。 
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第 ４ 節 施策の方向性 

食品ロス削減推進計画の施策体系図を図 3-21 に示します。 

 

区分 施策 

1.家庭系 

食品ロス 

1-1 食品ロス削減に係る情報発信 

1-2 「3 きり運動」の推進 

1-3 「食べきり運動」の普及・啓発 

1-4 環境に配慮した調理方法の推進 

1-5 消費期限・賞味期限の認識の向上 

1-6 「30・10(さんまる・いちまる)運動」 

の推進 

1-7 フードバンク・フードドライブの推進 

 

 

区分 施策 

2.事業系 

食品ロス 

2-1 事業系食品ロス削減に係る情報発信 

2-2 事業系食品ロスの実態把握 

2-3 多量排出事業者への指導 

2-4 優良事業者の取組の紹介、評価・表彰 

制度の検討 

2-5 公共施設等における食品廃棄物の減量 

化・資源化の推進 

 

 

図 3-21 食品ロス削減推進計画の施策体系図 

 

 

１．家庭系食品ロス 

1-1 食品ロス削減に係る情報発信 

市ホームページでは、食品ロスの現状や削減による効果、本市の取り組みのほか、市民が日

常生活において食品ロスを減らすための行動等について掲載しています。今後も、市ホームペ

ージのほか、市 SNS、市広報紙、「3R ニュース」、ごみ分別アプリ「さんあ～る」等を通じて、

市民に対し、食品ロス削減に係る情報発信を積極的に進めます。 

 

1-2 「3 きり運動」の推進 

生活系燃やせるごみの約 30％を生ごみが占めており、生ごみ削減の取り組みとして、1.買っ

た食材を「使いきり」、2.食べ残しをしない「食べきり」、3.生ごみを出す前にもうひとしぼり

する「水きり」の「3 きり運動」を推奨し、生ごみ減量に向けた意識の向上を推進します。 

  

【
基
本
理
念
】 

資
源
循
環
か
ら
持
続
可
能
な
社
会
を
め
ざ
す
ま
ち 

【基本方針】 

食品ロスの発生抑制・ 

減量化の推進 
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1-3 「食べきり運動」の普及・啓発（気候市民会議提言関連） 

茨城県では、「おいしく、残さず食べよう!!」を合い言葉に、料理の食べ残しなど捨てられて

しまう「食品ロス」の削減に協力いただける宿泊業・飲食店や宿泊施設を「いばらき食べきり

協力店」として登録しています。「いばらき食べきり協力店」への登録を推進し、取り組みを市

民に広く周知していきます。 

また、本市は「全国おいしい食べきりネットワーク協議会」に加入しており、「食べきり運動」

の普及・啓発等に引き続き取り組むとともに、他自治体等の食品ロス削減に関する取り組みや

成果の情報共有により、本市により有効な施策の検討を行います。 

 

1-4 環境に配慮した調理方法の推進 

使わずに捨ててしまう食材を生かした、生ごみの排出が少なくなるような調理方法など、家

庭で実践できるごみの減量方法について情報提供を行い、家庭での取り組みを促進します。 

 

1-5 消費期限・賞味期限の認識の向上 

食品の購入に当たっては、消費期限・賞味期限に関する正しい理解を深め、適量の購入等に

より食品ロスの削減に資する購買行動を実施するよう広報していきます。 

 

1-6 「30・10（さんまる・いちまる）運動」の推進（気候市民会議提言関連） 

「30・10（さんまる・いちまる）運動」は、宴会時の食べ残しを減らすためのキャンペーン

のことで、開宴後 30 分と閉宴前 10 分は食事を楽しむ時間として、普及啓発を図ります。 

  

1-7 フードバンク・フードドライブの推進 

フードバンクとは、「食料銀行」を意味する社会福祉活動で、まだ食べられるのに、さまざま

な理由で処分されてしまう食品を、必要としている施設や人に届ける団体や活動のことです。 

本市では、フードドライブキャンペーンを実施したり、NPO 法人フードバンク茨城と連携し

て公共施設に「きずな BOX」（食品収集箱）を設置しています。引き続き、実施可能な取り組み

みを確認するとともに、フードバンク・フードドライブについて周知し、未利用食品等の提供

等の協力を促します。 
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２．事業系食品ロス 

2-1 事業系食品ロス削減に係る情報発信 

市ホームページで、事業者に対して食品ロスの現状や削減による効果、食品ロスを減らすた

めの行動等について掲載し、食品ロス削減に係る情報発信を積極的に進めます。 

 

2-2 事業系食品ロスの実態把握（気候市民会議提言関連） 

宿泊業・飲食店、食品販売店等、各業種から発生する事業系食品ロスについて、引き続き実

態把握に努めるとともに、食品ロスに取り組む事業者への支援の方法を検討します。 

 

2-3 多量排出事業者への指導 

食品廃棄物を多量に排出する事業者には、事業所訪問による排出状況の確認、つくばサステ

ナスクエアでの搬入検査等を実施し、食品廃棄物の減量や再生利用について助言や指導を行い

ます。  

 

2-4 優良事業者の取組の紹介、評価・表彰制度の検討（気候市民会議提言関連） 

店頭回収を実施している事業者や家庭系ごみの資源化に協力している事業者、量り売りや過

剰包装の抑制を実施している事業者等を優良事業者として認定する制度を設け、市として広報

することにより、活動を推進します。（再掲：ごみ処理基本計画 施策 1-2-1(カ)） 

 

2-5 公共施設等における食品廃棄物の減量化・資源化の推進（気候市民会議提言関連） 

学校の給食は、食品廃棄物を継続的に発生させている主体の一つであり、食品ロス削減等の

取り組みについての教育を推進し、地産地消や規格外の農産物の活用を促進します。また、調

理くずや食べ残しなどの食品残渣について、減量化を図るとともに資源化について調査研究を

行います。 
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第 ５ 節 施策の推進計画 

 

【施策の推進計画の方向性】 

各施策を適正に推進し、本計画をより実効性のあるものとするため、進捗状況の管理を行います。 

 

計画の数値目標については、年度毎に実態把握を行い、達成状況の確認を行います。実態の動向

を見極めながら、施策の効果を検証するとともに、検証結果を踏まえ、目標が達成されるよう、必

要な施策展開を柔軟に行います。 

本計画で検討、実施するとした施策については、優先度を考慮しつつ、年次スケジュールを作成

し、毎年度の状況と翌年度以降に向けた課題の把握に努めます。 

また、現状を分析し、課題を抽出することにより、今後の施策についての取り組み方を検討しま

す。重点施策の進捗状況や本計画で検討するとした施策の進捗状況、目標達成状況は、毎年、つく

ば市一般廃棄物減量等推進審議会に報告し、実施状況を PDCA サイクルにより、継続的に点検、評

価、見直しを行います。 

 

区分 施策・内容 新規等 

1.家庭系食品ロス 

1-1 食品ロス削減に係る情報発信 継続 

1-2 「3 きり運動」の推進 継続 

1-3 「食べきり運動」の普及・啓発 継続 

1-4 環境に配慮した調理方法の推進 継続 

1-5 消費期限・賞味期限の認識の向上 新規 

1-6 「30・10（さんまる・いちまる）運動」の推進 継続 

1-7 フードバンク・フードドライブの推進 継続 

2.事業系食品ロス 

2-1 事業系食品ロス削減に係る情報発信 新規 

2-2 事業系食品ロスの実態把握 新規 

2-3 多量排出事業者への指導 新規 

2-4 優良事業者の取組の紹介、評価・表彰制度の検討 継続 

2-5 公共施設等における食品廃棄物の減量化・資源化の推進 継続 

※「継続」となっているものについては、第 3 次つくば市一般廃棄物処理基本計画内のごみ処理基本計画か 

ら移行したものです。 
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コラム②『賞味期限と消費期限は、どう違うの？』 
 

お店で買った食品には、安全においしく食べられる期間があり、袋や容器に「賞味期限」か「消

費期限」のどちらかが表示されています。その違いを知り、食品の表示をよく見ていつまで食べ

られるかを確認することは、健康を守るととともに、食品ロスの削減につながります。 

 

◆賞味期限と消費期限の違いとは 
 
賞味期限は、「品質が変わらずにおいしく食べられる期限」のことで、消費期限に比べ、傷み

にくい食品に表示されています。一方、消費期限は、「安全に食べられる期限」のことで、傷み

やすい食品に表示されています。 

 

 賞味期限 消費期限 

意味 おいしく食べることができる期限 期限を過ぎたら食べない方がよい期限 

表示 
3 カ月を超えると年月 

3 カ月以内は年月日 
年月日 

対象 
卵・牛乳・ハム・ソーセージ・缶詰・

レトルト食品・カップ麺 など 

弁当・パン・サンドイッチ・惣菜・ 

ケーキ など 

 

 

 

 
 

出典：消費者庁 

 

賞味期限も消費期限も、袋や容器を開けないで、書かれたとおりに保存していた場合の安全や

おいしさを約束したものです。食品は表示されている保存方法を守って保存し、一度開けてしま

った食品は、期限に関係なく早めに食べるようにしましょう。 

日頃から「賞味期限」と「消費期限」を意識してみませんか。私たち一人一人が意識を持って

行動することで、食品ロス問題は劇的に改善することができるはずです。 
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第 4 編 生活排水処理基本計画 
  

第 ４ 編 生活排水処理基本計画 
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第 １ 章 生活排水処理の現状 

 

第 １ 節 生活排水処理の現状 

１．生活排水の処理フロー 

本市における生活排水の処理フローは、図 4-1 に示すとおりです。 

公共下水道へ接続している一般家庭及び事業所から発生したし尿及び生活雑排水は、公共下水

道に送り、終末処理場において処理されています。単独・合併処理浄化槽から発生したし尿は、

各浄化槽で処理後、浄化槽汚泥はし尿処理施設へ搬入され、処理を行っています。 

汲み取り便槽から発生したし尿は、し尿処理施設へ搬入され処理した後、公共下水道に送り、

終末処理場において処理されています。 

 

※生活排水：し尿と日常生活に伴って排出される台所、洗濯、風呂等からの排水です。 

生活雑排水：生活排水のうちし尿を除くものです。 

 

図 4-1 生活排水の処理フロー 

  

処
理
水

し尿＋生活雑排水

一般家庭及び事業所

合併処理

浄化槽

単独処理

浄化槽

汲み取り

便槽
公共下水道

し 尿 生活雑排水

（し尿の単独処理地域）

（水洗便所）

浄
化
槽
汚
泥

浄
化
槽
汚
泥

し尿処理施設終末処理場

河 川 等 放 流

処
理
水

処
理
水

未
処
理
水
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２．生活排水の処理主体 

生活排水処理施設別の処理主体を表 4-1 に示します。 

公共下水道及びし尿処理施設は本市が、合併処理浄化槽及び単独処理浄化槽は、浄化槽管理者

である個人等が処理主体となっています。 

 

表 4-1 生活排水の処理主体 

処理施設の種類 生活排水の種類 処理主体 

公共下水道 し尿及び生活雑排水 市 

合併処理浄化槽 し尿及び生活雑排水 個人等 

単独処理浄化槽 し尿 個人等 

し尿処理施設 し尿及び浄化槽汚泥 市 

 

 

３．処理形態別人口 

処理形態別人口の推移は、図 4-2、表 4-2 に示すとおりです。 

公共下水道水洗化人口及び合併処理浄化槽人口は増加傾向にあり、単独処理浄化槽人口及びし

尿汲み取り人口は減少傾向にあります。 

令和 5 年度（2023 年度）末時点の計画処理区域内人口（行政区域内人口）は 254,949 人で、そ

のうち、239,038 人が生活排水を公共下水道または合併処理浄化槽により適正に処理しています。

これにより生活排水処理率は 93.8％※となっています。 

※生活排水処理率＝（公共下水道水洗化人口＋合併処理浄化槽人口）÷計画処理区域内人口×100 

＝（210,955 人＋28,083 人）÷254,949 人×100＝93.8％ 

 

 

図 4-2 処理形態別人口の推移 
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表 4-2 処理形態別人口の推移 

 
※行政区域内人口は住民基本台帳の年度末人口です。 

つくば市は単一の区域であるため、行政区域内人口と計画処理区域内人口は同一となります。 

生活排水処理率（％）＝生活排水処理人口（人）÷計画処理区域内人口（人）×100 
 

  

単位 H26 H27 H28 H29 H30

人 220,166 223,771 226,781 230,310 233,868

人 220,166 223,771 226,781 230,310 233,868

人 198,341 202,465 206,961 211,518 215,977

公共下水道水洗化人口 人 171,021 175,232 179,673 184,168 188,556

合併処理浄化槽人口 人 27,320 27,233 27,288 27,350 27,421

人 21,825 21,306 19,820 18,792 17,891

単独処理浄化槽人口 人 15,160 14,701 13,676 12,966 12,345

し尿汲み取り人口 人 6,665 6,605 6,144 5,826 5,546

％ 90.1 90.5 91.3 91.8 92.3

単位 R1 R2 R3 R4 R5

人 238,014 242,866 247,399 252,286 254,949

人 238,014 242,866 247,399 252,286 254,949

人 220,631 225,922 230,865 236,053 239,038

公共下水道水洗化人口 人 193,169 198,354 203,223 208,054 210,955

合併処理浄化槽人口 人 27,462 27,568 27,642 27,999 28,083

人 17,383 16,944 16,534 16,233 15,911

単独処理浄化槽人口 人 11,994 11,691 11,408 11,201 10,979

し尿汲み取り人口 人 5,389 5,253 5,126 5,032 4,932

％ 92.7 93.0 93.3 93.6 93.8生活排水処理率

生
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４．生活排水処理施設 

（1）下水道 

下水道には、主に流域下水道、市単独の公共下水道及び特定環境保全公共下水道があり、生活

環境の改善、河川・湖沼の水質保全等、快適な生活環境の確保のために必要不可欠な施設です。 

本市の下水道は、自前の処理施設を持たない流域下水道方式であり、集めた汚水（分流式）は、

茨城県が整備した「霞ケ浦常南流域下水道」と「小貝川東部流域下水道」の流域幹線に接続し、

各処理場で浄化され、利根川（霞ケ浦常南）、小貝川（小貝川東部）に放流しています。本市で

は、平成 25 年度（2013 年度）に「つくば市公共下水道全体計画」を策定し、計画に基づいた管

渠等の整備が進められています。 

令和 5 年度（2023 年度）における下水道整備状況を表 4-3 に示します。令和 5 年度（2023 年

度）の水洗化率（下水道への接続率）は、平成 30 年度（2018 年度）に対して 0.6％増加してい

ます。 

 

表 4-3 下水道整備状況 

年度 
行政区域内人口

（人） 

供用開始区域内

人口（人） 

下水道面積（ha） 公共下水道

水洗化人口 

（人） 

水洗化率 

（％） 全体計画 認可計画 整備面積 

平成 30年度 233,868 197,974 9,856 8,801 8,147 188,556 95.2 

令和 5 年度 254,949 220,100 9,856 8,801 8,449 210,955 95.8 

※行政区域内人口は住民基本台帳の年度末人口です。 

供用開始区域内人口とは、下水道が整備されている区域に居住している人口です。 

公共下水道水洗化人口とは、供用区域内人口のうち実際に公共下水道に接続している人口です。 

水洗化率（％）＝公共下水道水洗化人口（人）÷供用開始区域内人口（人）×100 

（2）合併処理浄化槽 

公共下水道事業認可区域外においては、河川・湖沼の水質汚濁を防止するため、合併処理浄化

槽の普及を促進しています。本市の合併処理浄化槽人口普及率は、平成 30 年度（2018 年度）の

約 12％に対し、令和 5 年度（2023 年度）は約 11％となり、微減しています。 

 

（3）単独処理浄化槽 

単独処理浄化槽については、浄化槽法の改正（平成 13 年(2001 年)4 月 1 日施行）により浄化

槽の定義から削除されたため、以降新設する浄化槽としては合併処理浄化槽の設置が原則とし

て義務付けられています。ただし、維持管理などについては従来の規制を継続する必要がある

ことから、既設単独処理浄化槽については、浄化槽法上の浄化槽とみなすことになっています。

既設単独処理浄化槽を使用する者は、原則として合併処理浄化槽への設置替えまたは構造変更

に努めなければならないとされています。また、浄化槽（合併処理浄化槽を含む）は、定期的な

維持管理（保守点検・清掃）と定期検査（法定検査）の実施が義務付けられています。 

本市の単独処理浄化槽人口は、表 4-2 に示すとおり、年々減少しています。 

 

（4）農業集落排水施設 

本市では、令和 6 年度（2024 年度）時点で農業集落排水施設はなく、将来的にも同施設の整

備は予定していません。 
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５．収集運搬 

（1）収集運搬体制 

し尿及び浄化槽汚泥の収集運搬は、全て許可業者により行っています。令和 6 年（2024 年）4

月時点で、許可業者は 12 社となっています。 

 

（2）し尿・浄化槽汚泥処理量の実績 

し尿・浄化槽汚泥処理量の推移を図 4-3、表 4-4 に示します。 

し尿の処理量は、平成 30 年度（2018 年度）までは年々減少していましたが、以降は増減しな

がら推移しており、令和 5 年度（2023 年度）は約 1,600kL/年となっています。浄化槽汚泥の処

理量も、増減しながら推移しており、令和 5 年度（2023 年度）は約 17,000kL/年となっています。 

1 人 1 日当たりのし尿量は、平成 30 年度（2018 年度）まで減少傾向でしたが、以降は微増傾

向にあり、令和 5 年度（2023 年度）は 0.89L/人・日となっています。1 人 1 日当たりの浄化槽汚

泥量は、令和 2 年度（2020 年度）まで増加していましたが、以降は減少に転じて、令和 5 年度

（2023 年度）は 1.19L/人・日となっています。 

   

図 4-3 し尿・浄化槽汚泥処理量の推移  

3,473 3,155 2,152 1,684 1,592 1,678 1,488 1,485 1,614 1,603 

17,830 18,281 
18,673 18,970 18,493 18,857 18,799 17,843 17,269 17,015 

1.43 
1.31 

0.96 

0.79 0.79 0.85 
0.78 0.79 

0.88 0.89 

1.15 1.19 

1.25 1.29 1.27 1.31 1.31 1.25 1.21 1.19 

0.00

0.40

0.80

1.20

1.60

2.00

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5（年度）

1人
1日

当
た
り
の
収
集
量

（
L/
人
・
日
）

収
集
量
（
kL
/年

）

し尿量 浄化槽汚泥量 1人1日当たりのし尿量 1人1日当たりの浄化槽汚泥量

処
理
量
（
kL
/年

）
 

1
人

1
日
当
た
り

の
処
理
量

（
L/
人
・
日
）
 



 

- 97 - 

第
１
編 

共
通 

第
２
編 

ご
み
処
理
基
本
計
画 

第
３
編 

食
品
ロ
ス
削
減
推
進
計
画 

第
４
編 

生
活
排
水
処
理
基
本
計
画 

用 

語 

集 

表 4-4 し尿・浄化槽汚泥処理量の推移 

 
 ※1 人 1日当たり処理量（L/人・日）＝年間当たり処理量（kL/年）÷排出人口（人）÷年間日数（日）×1,000 

 ※1 人 1日当たり処理量合計は、し尿量と浄化槽汚泥量でそれぞれ排出人口が異なるため、加重平均により算出 

しました。 

 

６．中間処理 

本市が管理しているし尿処理施設の概要を表 4-5 に示します。 

本市内には 2 ヶ所のし尿処理施設があり、それぞれの処理施設でし尿及び浄化槽汚泥を処理し

ています。処理水は公共下水道に放流しています。本市のし尿処理施設は、2 施設あわせて 120kL/

日の処理能力を保有していますが、2 施設とも供用開始後 40 年以上経過しています。適宜、処理

設備等の補修を行っていますが、経年劣化による老朽化が懸念されます。 

表 4-5 し尿処理施設の概要 

施設名 つくばサステナスクエア（し尿処理施設） つくばサステナスクエア南分所 

施設所管 つくば市 つくば市 
所在地 茨城県つくば市水守 2339 番地 茨城県つくば市菅間 271 番地 12 
竣工 昭和 55 年(1980 年)9 月 昭和 59 年（1984 年）10 月 

処理能力 50kL/日 
（し尿：45kL/日、浄化槽汚泥：5kL/日） 

70kL/日 
（し尿：56kL/日、浄化槽汚泥：14kL/日） 

処理方式 水処理：好気性消化処理 
汚泥処理：脱水 
臭気処理：薬液洗浄脱臭 

水処理：好気性消化処理 
汚泥処理：脱水 
臭気処理：薬液洗浄脱臭 

放流先 公共下水道管渠（霞ヶ浦常南流域） 公共下水道管渠（霞ヶ浦常南流域） 

 

７．最終処分 

し尿処理施設では、し尿等の処理に伴い、し渣や余剰汚泥が発生します。これらは脱水し、つ

くば市クリーンセンター（焼却施設）で焼却処理を行っています。焼却処理後の焼却残渣は、民

間業者の施設で資源化又は埋立処分しています。 

単位 H26 H27 H28 H29 H30

し尿 人 6,665 6,605 6,144 5,826 5,546

浄化槽汚泥 人 42,480 41,934 40,964 40,316 39,766

し尿量 kL/年 3,473 3,155 2,152 1,684 1,592

浄化槽汚泥量 kL/年 17,830 18,281 18,673 18,970 18,493

合計 kL/年 21,303 21,436 20,825 20,654 20,085

し尿量 kL/日 9.5 8.6 5.9 4.6 4.4

浄化槽汚泥量 kL/日 48.8 49.9 51.2 52.0 50.7

合計 kL/日 58.3 58.5 57.1 56.6 55.1

し尿量 L/人・日 1.43 1.31 0.96 0.79 0.79

浄化槽汚泥量 L/人・日 1.15 1.19 1.25 1.29 1.27

合計 L/人・日 1.19 1.21 1.21 1.23 1.21

単位 R1 R2 R3 R4 R5

し尿 人 5,389 5,253 5,126 5,032 4,932

浄化槽汚泥 人 39,456 39,259 39,050 39,200 39,062

し尿量 kL/年 1,678 1,488 1,485 1,614 1,603

浄化槽汚泥量 kL/年 18,857 18,799 17,843 17,269 17,015

合計 kL/年 20,535 20,287 19,328 18,883 18,618

し尿量 kL/日 4.6 4.1 4.1 4.4 4.4

浄化槽汚泥量 kL/日 51.5 51.5 48.9 47.3 46.5

合計 kL/日 56.1 55.6 53.0 51.7 50.9

し尿量 L/人・日 0.85 0.78 0.79 0.88 0.89

浄化槽汚泥量 L/人・日 1.31 1.31 1.25 1.21 1.19

合計 L/人・日 1.25 1.25 1.20 1.17 1.16

年間当たり
処理量

1日当たり
処理量

1人1日当たり
処理量

項目

項目

年間当たり
処理量

1日当たり
処理量

1人1日当たり
処理量

排出人口

排出人口
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第 ２ 節 計画の評価 

１．目標値の達成状況 

本計画では、生活排水処理率を計画目標の指標として設定しています。令和 2 年度（2020 年

度）から令和 5 年度（2023 年度）までの計画目標値の達成状況を表 4-6 に示します。 

 

表 4-6 計画目標値の達成状況（生活排水処理率） 

 R2 R3 R4 R5 

生活排水 

処理率（％） 

目標 89.7 90.2 90.7 91.2 

実績 93.0 93.3 93.5 93.7 

達成状況 〇 〇 〇 〇 
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第 ２ 章 生活排水処理の課題 

 

１．生活排水処理率の向上 

本市の生活排水処理率は計画目標値を上回っており、公共下水道や合併処理浄化槽への転換が

計画策定時に想定していた以上に進んでいるものと考えられます。 

しかし、単独処理浄化槽やし尿汲み取り便槽を利用している人口も一定数存在することから、

引き続き、公共下水道の整備を進めるとともに、公共下水道への接続や合併処理浄化槽への転換

を促していく必要があります。（関連：93、94、98 ページ） 

 

２．合併処理浄化槽及び単独処理浄化槽の適正管理 

合併処理浄化槽及び単独処理浄化槽は、処理機能を十分に発揮させるために、定期的な維持管

理（保守点検・清掃）と定期検査（法定検査）が必要とされています。そのため、市のホームペ

ージ等を通じて周知し、適正管理を徹底していく必要があります。（関連：95 ページ） 

 

３．収集運搬計画の見直し 

平成 26 年度（2014 年度）から令和 5 年度（2023 年度）にかけてし尿及び浄化槽汚泥の排出量

は増減しながら推移しています。本市の人口増加や公共下水道への接続、合併処理浄化槽への転

換により、し尿・浄化槽汚泥の排出量は今後も変動すると予測されます。これらの排出量の変化

に対応した収集運搬体制を適宜検討していく必要があります。（関連：96 ページ、97 ページ） 

 

４．し尿処理施設の搬入量減少及び老朽化 

本市のし尿処理施設は、2 施設あわせて 120kL/日の処理能力を保有していますが、令和 5 年度

（2023 年度）のし尿・浄化槽汚泥の搬入量は約 51kL/日（約 18,620kL/年）で処理能力の半分以

下となっています。また、2 施設とも供用開始後 40 年以上経過しており、適宜、処理設備等の補

修を行っていますが、経年劣化による老朽化が懸念されます。 

今後も適正な処理を継続するために、し尿処理施設の整備方針について検討していく必要があ

ります。（関連：97 ページ） 

 

  



 

- 100 - 

第
１
編 

共
通 

第
２
編 

ご
み
処
理
基
本
計
画 

第
３
編 

食
品
ロ
ス
削
減
推
進
計
画 

第
４
編 

生
活
排
水
処
理
基
本
計
画 

用 

語 

集 

第 ３ 章 生活排水処理基本計画 

 

第 １ 節 計画策定にあたっての検討事項等 

生活排水を適切に処理していくためには、生活排水の種類別、処理主体別に目標を定め、生活排

水処理全体の整合を図りながら、地域特性に応じた生活排水処理施設を整備していくことが重要な

ポイントとなります。 

本市では生活排水処理対策として、下水道施設の整備、合併処理浄化槽の設置などを中心に施設

整備を進めています。 

しかし、これらの設備を利用していない一部の家庭あるいは事業所などでは生活雑排水を未処理

のまま放流しているため、公共用水域への影響が懸念されます。そのため、本市の特徴でもある豊

かな自然環境を保全するために、生活環境における保全意識の高揚を図るとともに、生活排水の計

画的な処理が必要です。 

本市における生活排水の処理が経済的かつ効果的に実施されるよう、以下に示す項目について検

討します。 

①既存施設及び既存計画との整合性の検討 

②地域環境保全効果の検討 

③経済的要因の検討 

④社会的要因の検討 

⑤投資効果発現の迅速性の検討 

 

１．既存施設及び既存計画との整合性の検討 

本市の生活排水処理施設に関しては、今後も引き続き下水道施設の整備や接続、合併処理浄化

槽への転換を推進します。 

なお、公共下水道事業計画区域外の地域においては、新規に建築される住宅は全て合併処理浄

化槽とするように指導し、同時に国の廃棄物処理施設整備計画等に合わせ、より一層の周知活動

を通じて、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換を図ります。 

本計画では、諸計画との整合性に留意しますが、個々の既存計画の持つ特性や計画策定年次が

異なり、それぞれ計画条件に相違が見られることから、庁内の関係部局と調整のうえ、現段階に

おいて最も適切と思われる計画条件を採用します。なお、「つくば市環境基本計画」及び「つくば

市都市計画マスタープラン」では、下水道整備とともに合併処理浄化槽の普及推進が盛り込まれ

ています。 

また、現在、し尿及び浄化槽汚泥は、2 つのし尿処理施設で処理していますが、将来的にはし

尿及び浄化槽汚泥量が変動することも想定されることから、これらのことも勘案しながら次期し

尿処理施設の在り方について検討します。 

  



 

- 101 - 

第
１
編 

共
通 

第
２
編 

ご
み
処
理
基
本
計
画 

第
３
編 

食
品
ロ
ス
削
減
推
進
計
画 

第
４
編 

生
活
排
水
処
理
基
本
計
画 

用 

語 

集 

２．地域環境保全効果の検討 

生活排水が公共用水域に与える影響は、河川の自流量や自然浄化能力等によっても左右されま

すが、処理施設の種類も大きく関係します。 

地域環境保全の観点から、公共下水道区域以外の地域においては、合併処理浄化槽の設置を促

進します。 

 

３．経済的要因の検討 

本市では、公共下水道及び合併処理浄化槽の整備による生活排水の処理を推進しています。 

原則として個別処理の場合は合併処理浄化槽の設置を推進していくこととなりますが、集合処

理の場合には、対象となる地域の地理的条件や人口密集度によって各処理施設の利害損失に相違

が生じる可能性があります。そのため、本市の財政状況を考慮しつつ、建設費、交付金制度の交

付率、交付対象範囲、起債充当率、起債償還のための財政負担、交付税措置の状況等を検討した

上で、最適な処理施設を選定します。 

基本的には、処理施設ごとに以下のように方針を定めるものとします。 

○合併処理浄化槽については、従来どおり設置の促進を図る。 

○下水道については「公害防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」の適用

等により事業を推進する。 

 

４．社会的要因の検討 

生活排水処理施設の整備にあたっては、市民の合意形成が不可欠です。 

合意形成を図るためには、水質汚濁の進行状況や生活排水対策の重要性、合併処理浄化槽の助

成制度等に関する情報の積極的な提供が必要です。 

その他、社会的要因については、具体的に次のような事項について検討します。 

 

○社会的な要因について 

1．歴史的な背景からみた水との係わり 

2．市民参加型地区または公共主導型地区 

3．市民定着型または非定着型 

4．区会等の市民参加活動と将来の動向 

5．ごみ問題等他の類似の市民活動を支える基盤の有無 

6．人口増加地区または人口減少地区 

 

○地域市民の意向について 

1．水洗化に対する要望 

2．水質改善（保全）についての要望・苦情等 

3．過去から現在までの水質汚濁の進行状況に対する意識 

4．水質改善を望む重点的な地区の有無 

5．生活排水の処理方式に対する意向 

6．市民負担についての意向 
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５．投資効果発現の迅速性の検討 

下水道に限らず、集合処理を行う場合には小規模な施設でも 3 年程度は要することから、投資

効果の発現までには個別処理と比較して相当な期間が必要となります。 

それに対して、合併処理浄化槽は投資効果の発現が極めて早い施設であり、今後も積極的に普

及に努めます。また、公共下水道の未整備区域（下水道事業計画区域を除く）においては、高度

処理型合併処理浄化槽の設置を促進します。 

このように、生活排水対策の効果をできる限り早く発現させるため、生活排水対策の要望等を

調査し、事業計画の検討を行います。 

 

第 ２ 節 生活排水処理に係る基本方針 

ごみ処理基本計画と共通の基本理念「資源循環から持続可能な社会をめざすまち」のもと、適正

な処理を目指すものとします。 

生活排水処理基本計画の基本方針は、以下のとおりとします。 

生活排水処理の重要性を認識し適正に処理するために、公共下水道区域内の地域については公共

下水道への接続を推進し、上記区域外の地域については合併処理浄化槽の設置を推進します。 

公共下水道への接続、合併処理浄化槽の設置に当たっては、市民に対して生活排水処理対策の必

要性の周知を行い、市民の協力のもと進めていくことにより、身近な生活環境の保全及び公衆衛生

の向上を図ります。 

生活排水処理対策の基本は、適正に処理を行うことであり、処理施設の適正な維持管理を行うと

ともに、将来にわたって安定的な生活排水処理体制の構築に向けた検討を行います。 

 

【基本方針】 

基本方針 内容 

1 
生活排水処理施設の整

備と適正な維持管理 
生活排水を処理する施設の整備及び適正な維持管理を促進します。 

2 
効率的な収集運搬体制

の整備 

下水道や浄化槽の普及に伴う処理量の変化を考慮し、効率的な収集運

搬体制の整備に努めます。 

3 
安定処理のための施設

整備 

安定した処理を継続するため、今後変動するし尿・浄化槽汚泥量に対

応できる施設整備に向け検討します。 

4 
安全かつ安定的な最終

処分 

適正な処理に努め、環境負荷の低減や処分コストの削減を踏まえた安

全かつ安定的な処分を行います。 

5 
生活排水に係る啓発・情

報発信 

市民一人一人の生活排水に対する意識向上を図り、生活排水の発生源

において対策が実施できるように広く啓発・情報発信を行います。 
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第 ３ 節 関連法令、計画 

生活排水に関連のある主な法令・計画等は、以下のとおりです。 

本計画は、廃棄物処理法に準拠する計画ですが、施策の実施に当たっては、下記の法律及び施行

令、施行規則並びに関係する県、市の条例等との関連について十分に留意します。 

 

１．関連法令 

（1）環境基本法 

この法律は、環境保全について、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体、事業者及び国民

の責務を明らかにするとともに、環境の保全に関する施策の基本となる事項を定めることにより、

環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来の国民の健康で文化

的な生活の確保に寄与するとともに人類の福祉に貢献することを目的とします。 

また、この法律は、法形式としては一般の法律と同じで、他の法律の上位ではありませんが、

実質的には、その対象分野において他の法律に優位する性格を持ち、他の法律が誘導される関係

となります。 

なお、水質汚濁に係る環境基準は、環境基本法によって規定されています。 

 

（2）廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

この法律は、廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、保管、収集、運搬、再生、処

分等の処理をし、並びに生活環境を清潔にすることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向

上を図ることを目的とします。 

し尿及び浄化槽汚泥は一般廃棄物となるため、収集、運搬、処理、処分にあたっては、この法

律の適用を受けます。なお、本計画は、この法律の第 6 条の規定に基づき策定されるものです。 

また、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令及び海洋汚染及び海上災害の防止に関する

法律施行令の一部を改正する政令」が平成 14 年（2002 年）12 月 1 日から施行され、この改正

によって、産業廃棄物の明確化やし尿等の海洋投入処分の禁止及び委託契約書の保存義務の追

加等が定められました。 

 

（3）下水道法 

この法律は、流域別下水道整備総合計画の策定に関する事項並びに公共下水道、流域下水道

及び都市下水路の設置、その他管理の基準等を定めて、下水道の整備を図り、もって都市の健全

な発展及び公衆衛生の向上に寄与し、合わせて公共用水域の水質の保全に資することを目的と

します。 

なお、下水道法には、水洗便所への改造業務等（第 11 条の 3）も定められています。 

 

（4）浄化槽法 

この法律は、浄化槽の設置、保守点検、清掃及び製造について規制するとともに、浄化槽工事

業者の登録制度及び浄化槽清掃業の許可制度を整備し、浄化槽整備士及び浄化槽管理士の資格

を定めること等により、浄化槽によるし尿等の適正な処理を図り、生活環境の保全及び公衆衛

生の向上に寄与することを目的とします。 
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浄化槽汚泥の引き抜き清掃は、浄化槽法によって浄化槽の種類ごとに回数が定められていま

す。また、浄化槽法第 3 条では、下水道、し尿処理施設で処理する以外は、浄化槽で処理した後

でなければ、し尿を公共用水域に放流してはならないと規定しています。 

 

（5）都市計画法 

この法律は、都市計画の内容及びその決定手続き、都市計画制限、都市計画事業その他都市計

画に関し必要な事項を定めることにより、都市の健全な発展と秩序ある整備を図り、もって国

土の均衡ある発展と公共の福祉の増進に寄与することを目的とします。 

都市計画法第 11 条により、都市計画区域における都市施設として必要なものを定めるものと

されており、下水道やし尿処理施設等が都市施設の対象となっています。 

 

（6）水質汚濁防止法 

この法律は、工場及び事業場から公共用水域に排出される水の排出（排出基準）及び地下に浸

透する水の浸透を規制するとともに、生活排水対策の実施を推進すること等によって、公共用

水域及び地下水の水質の汚濁（水質以外の水の状態が悪化することを含む。）の防止を図り、も

って国民の健康を保護するとともに生活環境を保全し、並びに工場及び事業場から排出される

汚水及び廃液に関して人の健康に係る被害が生じた場合における事業者の損害賠償の責任につ

いて定めることにより、被害者の保護を図ることを目的とします。 

なお、し尿処理施設、下水道終末処理場、処理人員が 500 人を超える浄化槽は、水質汚濁防止

法による特定施設に該当するため、法の適用を受けることとなります。 

 

（7）下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理等の合理化に関する特別措置法 

この法律は、下水道の整備等によりその経営の基礎となる諸条件に著しい変化を生ずること

となる一般廃棄物処理業等について、その受ける著しい影響を緩和し、併せて経営の近代化及

び規模の適正化を図るための計画を策定し、その実施を推進する等の措置を講ずることにより、

業務の安定を保持するとともに、廃棄物の適正な処理に資することを目的とします。 
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２．関連計画 

（1）茨城県生活排水ベストプラン（令和 5 年 3 月第 4 回改定） 

茨城県生活排水ベストプランは、茨城県内における各汚水処理施設の整備を一体的に推進す

るための整備構想です。令和 5 年（2023 年）3 月には、急激な人口減少や厳しい財政事情等と

いった社会情勢の変化に対応するとともに、さらなる事業の効率化を目指して第 4 回の改定が

なされました。 

当該プランにおける中期計画（目標年度：令和 14 年度）及び長期計画（目標年度：整備完了

時）の汚水処理施設の普及率の事業種別目標のうち、県全体の目標を表 4-7、本市の目標を表 

4-8 に示します。 

 

表 4-7 整備人口と普及率の事業種別目標（県全体） 

区分 

中期計画（令和 14 年度） 長期計画（整備完了時） 

整備人口

（人） 

普及率

（％） 

整備人口

（人） 

普及率

（％） 

集
合
処
理 

下水道 1,938,058 71.1 2,023,910 80.1 

農業集落排水施設 115,911 4.3 73,320 2.9 

コミュニティ・プラント 6,338 0.2 1,465 0.1 

集合処理 計 2,060,307 75.5 2,098,695 83.1 

合併処理浄化槽 485,937 17.8 427,126 16.9 

汚水処理人口合計 2,546,244 93.4 2,525,821 100.0 

全県人口 2,727,090 ― 2,525,821 ― 

 

表 4-8 整備人口と普及率の事業種別目標（本市） 

区分 

中期計画（令和 14 年度） 長期計画（整備完了時） 

整備人口

（人） 

普及率

（％） 

整備人口

（人） 

普及率

（％） 

集
合
処
理 

下水道 230,596 88.0 268,623 89.8 

農業集落排水施設 0 ― 0 ― 

コミュニティ・プラント 0 ― 0 ― 

集合処理 計 230,596 88.0 268,623 89.8 

合併処理浄化槽 20,771 7.9 30,632 10.2 

汚水処理人口合計 251,367 96.0 299,255 100.0 

行政区域内人口 261,975 ― 299,255 ― 

※第 4回改定においては、汚水処理施設の概成に向け、広域化・共同化計画を反映した以下の目標年次を 

設定しています。 

‐短期計画：（～5 年間）令和 5～9 年度 

‐中期計画：（～10 年間）令和 10～14 年度 

‐長期計画：（～30 年間）令和 15～34 年度 

コミュニティ・プラントは、市が設置・維持管理するものに限ります。 
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（2）流域別下水道整備総合計画（下水道法第 2 条の 2） 

流域別下水道整備総合計画は、環境基本法第 16 条に基づく水質環境基準の類型指定水域につ

いて、水域内の環境基準を達成・維持するための下水道整備に関する総合的な基本計画です。茨

城県は、常磐海域流総、利根川流総、那珂川・久慈川流総、霞ケ浦流総の 4 つの流域に分かれて

おり、それぞれ流域別下水道整備総合計画が策定されています。 

茨城県内の流域図を図 4-4 に示します。 

本市は、利根川流総と霞ケ浦流総に位置しています。 

 

図 4-4 茨城県内の流域図 
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第 ４ 節 数値目標 

１．数値目標 

本計画では、「生活排水処理率」を数値目標として定めています。計画の改定に当たっては、現

行計画の数値目標の達成状況、関連法令・計画等を踏まえて精査し、必要に応じて新たな数値目

標を設定します。数値目標の設定の考え方及び改定後における数値目標を以下に示します。 

（1）計画目標の達成状況 

生活排水処理率は、年々向上しており、計画目標年度（令和 11 年度（2029 年度））には、計

画目標値（94.4％）を達成できる見込みです。 

（2）数値目標の見直し 

計画目標年度には本計画の目標値を達成できる見込みであるため、新たに目標値を設定しま

す。新たな目標値は、茨城県生活排水ベストプラン（令和 5 年 3 月第 4 回改定）の数値目標を

踏まえて設定します。 

茨城県生活排水ベストプランでは、令和 14 年度（2032 年度）に、生活排水処理率（汚水処理

人口普及率）を 96.0％まで向上させることを目標としています。これを踏まえて、本市におい

ても、引き続き生活排水処理率の向上を図り、令和 14 年度（2032 年度）に、生活排水処理率（汚

水処理人口普及率）を 96.0％まで向上させることとします。計画目標年度（令和 11 年度（2029

年度））の目標値は、令和 5 年度（2023 年度）の実績値（93.8％）から令和 14 年度（2032 年度）

の目標値（96.0％）まで直線補間を行い、設定しました。 

計画目標年度（令和 11 年度（2029 年度））の目標値を表 4-9 に示します。 

 

表 4-9 数値目標（生活排水処理率） 

平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

令和 11 年度（2029 年度） 

実績値 実績値 改定前の計画目標値 改定後の計画目標値 

92.3％ 93.8％ 94.4％ 95.2％ 

－ － － 
2.9 ポイント向上※ 
〈1.4 ポイント向上〉 

 ※平成 30 年度に対する令和 11 年度の向上値を示しています。また、〈 〉は令和 5年度に対する向上値です。 
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２．数値目標達成時の処理形態別人口及び処理量 

（1）処理形態別人口 

前項に示した数値目標達成時の処理形態別人口は、図 4-5、表 4-10 に示すとおりです。 

 

 

図 4-5 数値目標達成時の処理形態別人口 

 

表 4-10 数値目標達成時の処理形態別人口 

 

※令和 6年度（2024 年度）以降の将来の行政区域内人口は、10 月 1 日時点における予測人口です。 

※各処理形態別人口は、生活排水処理率を令和 14 年度に 96.0％とすることとして、令和 5年度実績から直線補間を行

うことで設定し、各人口比率で案分することにより算出しました。 

  

210,955 216,673 221,716 225,689 229,031 231,998 234,658 

28,083 27,750 27,291 26,671 25,957 25,184 24,367 10,979 10,761 10,490 10,155 9,782 9,386 8,971 4,932 4,834 4,712 4,562 4,395 4,217 4,031 

93.8 94.0 94.2 94.5 94.7 95.0 95.2

0
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80

100

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

生
活

排
水
処

理
率

（
％

）

処
理

形
態
別

人
口

（
人

）

（年度）

公共下水道水洗化人口 合併処理浄化槽人口 単独処理浄化槽人口

し尿汲み取り人口 生活排水処理率

実績 →予測

単位 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

人 254,949 260,018 264,209 267,077 269,165 270,785 272,027
計画処理区域内人口 人 254,949 260,018 264,209 267,077 269,165 270,785 272,027

生活排水処理人口 人 239,038 244,423 249,007 252,360 254,988 257,182 259,025
公共下水道水洗化人口 人 210,955 216,673 221,716 225,689 229,031 231,998 234,658
合併処理浄化槽人口 人 28,083 27,750 27,291 26,671 25,957 25,184 24,367

生活雑排水未処理人口 人 15,911 15,595 15,202 14,717 14,177 13,603 13,002
単独処理浄化槽人口 人 10,979 10,761 10,490 10,155 9,782 9,386 8,971
し尿汲み取り人口 人 4,932 4,834 4,712 4,562 4,395 4,217 4,031

％ 93.8 94.0 94.2 94.5 94.7 95.0 95.2

項目

生

活

排

水

処

理

形

態

別

人

口

行政区域内人口

生活排水処理率
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（2）処理量 

前項に示した数値目標達成時のし尿・浄化槽汚泥の処理量の予測結果は、図 4-6、表 4-11 に

示すとおりです。 

 

図 4-6 し尿・浄化槽汚泥処理量の予測 

 

表 4-11 し尿・浄化槽汚泥処理量の予測  

 

※1人 1日当たり処理量（L/人・日）＝年間当たり処理量（kL/年）÷排出人口（人）÷年間日数（日）×1,000 

※1 人 1日当たり処理量合計は、し尿量と浄化槽汚泥量でそれぞれ排出人口が異なるため、加重平均により算出しまし 

た。 

 

  

1,603 1,679 1,643 1,570 1,537 1,460 1,387 

17,015 17,447 17,082 16,681 16,214 15,659 15,075 
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46.5
47.8 46.8 45.7

44.3
42.9

41.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11
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）

収
集
量
（
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/年

）

（年度）

し尿量 浄化槽汚泥量 1日当たりし尿量 1日当たり浄化槽汚泥量

処
理
量
（
kL
/年

）

1日
当
た

り
の
処

理
量

（
k
L
/
日

）

実績 →予測

単位 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

し尿 人 4,932 4,834 4,712 4,562 4,395 4,217 4,031

浄化槽汚泥 人 39,062 38,511 37,781 36,826 35,739 34,570 33,338

し尿量 kL/年 1,603 1,679 1,643 1,570 1,537 1,460 1,387

浄化槽汚泥量 kL/年 17,015 17,447 17,082 16,681 16,214 15,659 15,075

合計 kL/年 18,618 19,126 18,725 18,251 17,751 17,119 16,462

し尿量 kL/日 4.4 4.6 4.5 4.3 4.2 4.0 3.8

浄化槽汚泥量 kL/日 46.5 47.8 46.8 45.7 44.3 42.9 41.3

合計 kL/日 50.9 52.4 51.3 50.0 48.5 46.9 45.1

し尿量 L/人・日 0.89 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95

浄化槽汚泥量 L/人・日 1.19 1.24 1.24 1.24 1.24 1.24 1.24

合計 L/人・日 1.16 1.21 1.21 1.21 1.21 1.21 1.21

年間当たり
処理量

1日当たり
処理量

1人1日当たり
処理量

項目

排出人口
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第 ５ 節 各主体の役割 

生活排水の適正な処理に向けて、市民、事業者、本市がそれぞれの役割を理解し、主体的に取り

組む必要があります。 

各主体の役割を表 4-12 に示します。 

表 4-12 各主体の役割 

主体 内容 

市民及び事業者 

・生活雑排水の排出抑制及び適正排出 

・公共下水道への接続 

・単独処理浄化槽及び汲み取り便槽から合併処理浄化槽への転換 

・浄化槽の適正な維持管理 

・事業活動に伴って発生する排水の適正排出及び適正処理 

本市 

・公共下水道の整備及び適正な維持管理の実施 

・し尿及び浄化槽汚泥の適正な収集運搬体制の継続 

・し尿及び浄化槽汚泥の適正な中間処理、最終処分の継続 

・生活排水に係る情報発信の継続 
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第 ６ 節 施策の方向性 

生活排水処理系基本計画の施策体系図を図 4-7 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-7 生活排水処理基本計画の施策体系図 

  

区分 施策 

1.施設整備・ 

維持管理計画 

1-1 下水道施設の計画的整備 

1-2 合併処理浄化槽への転換の 

推進 

1-3 浄化槽の適正管理 

区分 施策 

2.収集運搬計画 
2-1 収集運搬体制の整備 

2-2 収集運搬機材の確保 

区分 施策 

3.中間処理計画 
3-1 安定処理のための施設整備 

の検討 

区分 施策 

4.最終処分計画 
4-1 適正な最終処分の実施 

4-2 汚泥の有効利用 

区分 施策 

5.その他 

5-1 市民に対する広報・周知 

5-2 発生源対策に係る具体的取 

組の啓発 

【
基
本
理
念
】 

資
源
循
環
か
ら
持
続
可
能
な
社
会
を
め
ざ
す
ま
ち 

【基本方針１】 

生活排水処理施設の整備と 

適正な維持管理 

【基本方針２】 

効率的な収集運搬体制の整備 

【基本方針３】 

安定処理のための施設整備 

【基本方針４】 

安全かつ安定的な最終処分 

【基本方針５】 

生活排水に係る啓発・情報発信 
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１．施設整備・維持管理計画 

生活排水処理率を向上していくためには、引き続き、生活雑排水未処理人口から生活排水処理

人口への転換を促すことが重要です。そのためには、今後も引き続き、公共下水道事業計画区域

内では接続の推進、それ以外の区域においては汲み取り便槽や単独処理浄化槽から合併処理浄化

槽への転換を図ります。 

生活排水処理施設の整備の方向性及び施策を以下に示します。 

 

【生活排水処理施設の整備と適正な維持管理の方向性】 

生活排水を処理する施設の整備及び適正な維持管理を促進します。 

 

1-1 下水道施設の計画的整備 

本市の下水道事業は、茨城県生活排水ベストプラン（令和 5 年 3 月第 4 回改定）に基づき、

引き続き公共下水道の整備を計画的に進めます。 

 

1-2 合併処理浄化槽への転換の推進 

霞ヶ浦や牛久沼、小貝川などの水質汚濁防止を図るため、市ホームページ等を活用して、汲み

取り便槽及び単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換を推進します。 

本市では、高度処理型合併処理浄化槽を設置する場合、設置費用の一部を補助しています。ま

た、単独処理浄化槽または汲み取り便槽から高度処理型合併処理浄化槽に切り替える場合、撤

去費用として上乗せ補助を行っています（ただし転換の場合に限ります。）。引き続き当該制度

の周知を行い、高度処理型合併処理浄化槽の整備を促進します。 

 

1-3 浄化槽の適正管理 

浄化槽は各管理者が清掃等の適正な管理を行うことによって、安定的に衛生的な処理が可能

となります。浄化槽の管理者には、浄化槽法で義務付けられている保守点検・清掃・法定検査が

適正に行われるよう周知を行います。 

 

２．収集運搬計画 

し尿及び浄化槽汚泥の収集運搬は、市民の衛生的で快適な生活環境を維持するうえで、なくて

はならない重要な行政サービスです。収集運搬業務は、下水道や浄化槽の普及に伴う処理量の変

化を勘案したうえで計画的に収集を行い、効率的な収集運搬体制の整備に努めます。 

し尿等の効率的な収集運搬体制の整備の方向性及び施策を以下に示します。 

 

【効率的な収集運搬体制の整備の方向性】 

下水道や浄化槽の普及に伴う処理量の変化を考慮し、効率的な収集運搬体制の整備に努めます。 
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2-1 収集運搬体制の整備 

し尿・浄化槽汚泥の収集運搬業務については、許可業者が行っています。し尿については非定

期の収集を実施しており、浄化槽汚泥は浄化槽の清掃時に収集を行っています。 

今後も、し尿及び浄化槽汚泥は、許可業者による収集運搬を継続します。その際、し尿及び浄

化槽汚泥の収集予測を踏まえて、許可業者に対し、効率的な収集運搬業務を行うように指導し

ます。 

 

2-2 収集運搬機材の確保 

し尿・浄化槽汚泥の処理量は、年々減少していくことが予測されます。 

従って、収集運搬の対象となるし尿・浄化槽汚泥の処理量の動向を見極めながら、法令によっ

て定められた浄化槽汚泥の引き抜き清掃回数を勘案し、安定的に収集運搬業務が遂行できる車

両台数を確保します。 

 

３．中間処理計画 

し尿・浄化槽汚泥の中間処理は、公衆衛生の向上と水環境を保全するうえで、重要な処理工程

です。一方、合併処理浄化槽による処理は、アメニティ豊かな都市環境整備には必要不可欠であ

り、他の生活排水処理施設とあわせて、適正な整備を図っていくことが必要です。 

し尿・浄化槽汚泥の中間処理は、本市が有する2つのし尿処理施設によって行われていますが、

処理量に対して過大な処理能力となっているため、変動するし尿・浄化槽汚泥量に対応した適正

な中間処理設備の整備を検討していく方針とします。 

また、2 施設とも老朽化が顕著であるため、基幹的設備改良工事の実施や新処理施設整備を含

め、効率的な処理体制の確立を目指すものとします。 

し尿等の安定処理のための施設整備の方向性及び施策を以下に示します。 

 

【安定処理のための施設整備の基本方針】 

安定した処理を継続するため、今後変動するし尿・浄化槽汚泥量に対応できる施設整備に向け検討します。 

 

3-1 安定処理のための施設整備の検討 

2 つのし尿処理施設は、供用開始後、40 年以上が経過しており、施設耐用年数を考慮すると、

施設更新を計画する時期に入っています。また、浄化槽汚泥の混入率などは、当初の設計条件か

ら大幅に変わっています。 

施設の老朽化が進行している状況にあることから、安定した処理を継続するため、適宜、補修

等を行うとともに、今後のし尿等の発生量を考慮した施設整備を進めます。 

施設整備については、交付金制度が利用できる「汚泥再生処理センター」への整備が考えられ

ますが、交付金制度上の整備では、汚泥再生処理設備を前提に二次処理、三次処理の設備が必要

となる可能性もあり、施設整備費が高騰することも考えられるため、市の財政事情や技術的な

見地から、市単独整備も検討する必要があります。 

整備については、次頁に示すとおり、市内 2 施設の統合を検討するとともに、新規施設整備

を検討します。また、災害時の対応も念頭に置きつつ施設整備の検討を行います。 



 

- 114 - 

第
１
編 

共
通 

第
２
編 

ご
み
処
理
基
本
計
画 

第
３
編 

食
品
ロ
ス
削
減
推
進
計
画 

第
４
編 

生
活
排
水
処
理
基
本
計
画 

用 

語 

集 

 

 

 

４．最終処分計画 

し尿等の処理工程で排出されるし渣や余剰汚泥は、脱水工程を経て、本市の焼却施設（つくば

市クリーンセンター）で焼却処理し、その焼却灰は資源化又は埋立処分しています。なお、本市

は最終処分場を有していないため、民間事業者の最終処分場に委託処分をしています。 

安全かつ安定的な最終処分の方向性及び施策を以下に示します。 

 

【安全かつ安定的な最終処分の方向性】 

適正な処理に努め、環境負荷の低減や処分コストの削減を踏まえた安全かつ安定的な処分を行います。 

 

4-1 適正な最終処分の実施 

将来における最終処分の方法は、今後も基本的には現行体制を継続することとし、し渣及び

余剰汚泥は本市の焼却施設で焼却処理し、焼却灰は民間事業者へ資源化又は埋立処分を委託し

ます。 

 

4-2 汚泥の有効利用 

現行体制を継続する一方で、汚泥そのものの有効利用方法について検討します。 

中間処理後の汚泥の再生利用は、従来からの堆肥化利用のほか、下水道汚泥や家庭からの生

ごみを含めたメタン発酵による発電システムの構築等バイオマス利用も選択肢として挙げられ

ます。し尿処理施設からの余剰汚泥発生量は少ないため、効率性も加味して、引き続き有効利用

方法を検討します。 

 

５．その他 

本計画の目標達成には、市民一人一人が自ら生活する周辺の側溝や水路などの身近な水環境の

みならず、河川などを含めた地域全般の水環境に関心をもってもらうことが重要です。 

生活排水に係る啓発・情報発信の方向性及び施策を以下に示します。 

 

【生活排水に係る啓発・情報発信の方向性】 

市民一人一人の生活排水に対する意識向上を図り、生活排水の発生源において対策が実施できるよう

に広く啓発・情報発信を行います。 

 

  

第 1 段階 

市内 2 施設の統合検討 

第 2 段階 

新規施設整備の検討（施設の更新） 



 

- 115 - 

第
１
編 

共
通 

第
２
編 

ご
み
処
理
基
本
計
画 

第
３
編 

食
品
ロ
ス
削
減
推
進
計
画 

第
４
編 

生
活
排
水
処
理
基
本
計
画 

用 

語 

集 

5-1 市民に対する広報・周知 

市民に対し、以下に示す事項等の広報、周知を実施します。 

 

 市民が排出する生活排水のうち、台所や風呂場からの排水（生活雑排水）が汚濁の大きな要因と

なっていること。 

 身近な水路や河川の水質保全には家庭内や地域での取り組みにより、生活雑排水からの汚濁を削

減することが重要であること。 

 下水道への接続や合併処理浄化槽の設置・転換に対して助成制度があること。 

 浄化槽の定期的な維持管理と定期検査が義務付けられていること。 

 

5-2 発生源対策に係る具体的取組の啓発 

生活排水の発生源である家庭において実施できる以下のような具体的な取り組みについて、

市ホームページ等を活用して啓発を図ります。 

 

 三角コーナーには、さらに目の細かい水切り袋、ろ紙袋等をかぶせ、食物残渣等の排水中への混

入を防止する。 

 廃食用油はなるべく市の回収拠点に排出するなどして資源化に努め、市の回収拠点に排出できな

いものについては、油固化剤で固めたり、キッチンペーパー等に吸い込ませたりするなどして、

直接排水しない。 
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コラム③『生活排水対策はなぜ重要？』 
 

地球上にはおよそ 14 億 km3の水があるといわれていますが、そのうちの約 97.5％は海水が占

め、淡水のうち比較的利用しやすい川・湖などの水は、地球上の水のわずか 0.01％に過ぎない

とされています。その貴重な水を汚す大きな原因のひとつが、「生活排水」です。 

 

◆生活排水とは 

生活排水とは、台所、トイレ、風呂、洗濯などの日常生活からの排水のことで、1 人が 1日に

使う水の量は 250 リットルとされています。このうち、トイレの排水を除いたものを生活雑排水

といい、特に台所からの汚れが多くを占めています（下表）。 

 

生活排水 

BOD※ 

 

43g/人/日 

生活雑排水 

約 70％ 

（30g） 

台所からの排水 約 40％（17g） 

風呂からの排水 約 20％（ 9g） 

洗濯からの排水その他 約 10％（ 4g） 

し尿  約 30％（13g） 

※「BOD」は、微生物が水の汚れを分解するときに使う酸素の量で、水の汚れの度合いを表すとき

に用います。BOD の数値が大きいほど汚れの量が多いことになります。 

出典：生活排水読本（環境省）を基に作成 

 

◆日頃出す生活排水をきれいにするために必要な水の量は？ 

私たちがなにげなく流している生活排水ですが、鍋やお皿に残ったわずかな量でも排水溝へ

流した場合、魚が住むことができる水質（BOD 値 5mg/L 以下）まで薄めるためには、下表に示す

ように、とても多くの水が必要です。 

 

対象 
汚れ具合 

BOD（g） 

きれいにするために必要な水の量 

バスタブ（300L）何倍分？ 

天ぷら油使用済み 

（20mL） 
30 20 

牛乳 

コップ 1杯（200mL） 
16 11 

ビール 

コップ 1杯（180mL） 
15 10 

みそ汁（じゃがいも） 

お椀 1 杯（180mL） 
7 4.7 

米のとぎ汁（1 回目） 

（500mL） 
6 4 

煮物汁（肉じゃが） 

鉢（100mL） 
5 3.3 

中濃ソース 

大さじ 1杯（15mL） 
2 1.3 

シャンプー 

1 回分（4.5mL） 
1 0.67 

台所用洗剤 

1 回分（4.5mL） 
1 0.67 

出典：生活雑排水対策推進指導指針（環境省）を基に作成 
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用語集 
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【あ行】 

 

一般廃棄物会計基準 

廃棄物処理法基本方針において、市町村の

一般廃棄物処理事業の 3R 化を進めるため、

事業に係る資産・負債のストック状況の把握、

事業に係るコスト等について標準的な分析

手法を定めるもの。 

 

一般廃棄物処理実態調査 

一般廃棄物行政の推進に関する基礎資料

を得ることを目的として、環境省が全国の市

町村等に対して毎年度行う調査のこと。調査

結果は、ごみ・し尿の排出処理状況、事業経

費・人員、処理施設の整備状況等について取

りまとめ、公表されている。 

 

一般廃棄物処理実施計画 

一般廃棄物処理基本計画を推進するため、

ごみ排出量の見込み、収集運搬から処理・処

分、再資源化の方法等を年度ごとに定めた計

画。 

 

茨城県生活排水ベストプラン 

生活環境の改善や公共用水域の水質保全

を図るために、下水道や農業集落排水施設、

合併処理浄化槽等の汚水処理施設を最も効

率的（ベスト）に配置して、整備や維持管理

を進めるための県構想。 

 

エコ・ショップ 

環境にやさしい商品の販売やごみ減量化・

リサイクル活動に積極的に取り組んでいる

小売店舗のこと。 

 

SDGs 

SDGs は、Sustainable Development Goals

の略称。2015 年 9 月の国連サミットで採択さ

れたもので、2016 年から 2030 年までの国際

目標。持続可能な世界を実現するための17の

ゴール・169 のターゲットから構成され、「誰

一人取り残さない」を理念とし、経済、社会、

環境を巡る広範囲な課題に取り組むもの。 

 

SDGs 未来都市 

自治体によるSDGsの取組を推進するため、

経済・社会・環境の三側面における新しい価

値創出を通して持続可能な開発を実現する

ポテンシャルが高い都市・地域を「SDGs 未来

都市」として国が選出している。選出された

自治体は、「自治体 SDGs 推進関係省庁タスク

フォース」からの支援や、多様なステークホ

ルダーとの連携等により、SDGs の達成に率先

して取り組むことが期待される。本市は、令

和元年（2019 年）6 月、茨城県で最初の「SDGs

未来都市」として選定された。 

 

温室効果ガス 

大気を構成する成分のうち、温室効果をも

たらすもの。主に二酸化炭素、メタン、一酸

化二窒素、フロン類がある。 

 

【か行】 

 

カーボンニュートラル 

温室効果ガスの排出量を全体としてゼロ

にすること。排出量を全体としてゼロとは、

二酸化炭素等の温室効果ガス排出量から、森

林などによる吸収量を差し引くことで、実質

ゼロとすることを意味している。2020 年 10

月に政府は 2050 年までにカーボンニュート

ラルを目指すことを宣言している。 

 

核家族 

夫婦のみの世帯（世帯主とその配偶者のみ

で構成する世帯）、夫婦と未婚の子のみの世

帯（夫婦と未婚の子のみで構成する世帯）、ひ

とり親と未婚の子のみの世帯（父親又は母親

と未婚の子のみで構成する世帯）をいう。 
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合併処理浄化槽 

汚水や生活雑排水（風呂、台所等からの汚

水）を、微生物の働きなどを利用して浄化し、

きれいな水にして放流するための施設。 

公共下水道などが整備されていない地域

で浄化槽を新たに設置する時には、原則とし

て合併処理浄化槽の設置が義務づけられて

いる。 

 

家庭ごみの有料化 

市民がごみの減量やリサイクルを進める

きっかけになるよう、例えばごみ袋に処理料

金を上乗せする等して、ごみ量に応じたごみ

処理料金を負担する制度。 

 

管渠 

水路の総称で、主に地中に埋設した水道の

排水や取水管（上水管と下水管）、または地表

に出ている側溝のこと。下水道の管渠は、家

庭や工場などから集めた汚水を処理場まで

運ぶ役割を担う。 

 

環境基本計画 

環境基本法第 15 条に基づき、政府全体の

環境の保全に関する総合的かつ長期的な施

策の大綱を定めるもの。 

 

環境基本法 

環境に関する基本法。「公害対策基本法（昭

和42年）」 と「自然環境保全法（昭和47年）」

を合わせて発展させた法律。環境に関する施

策の基本的な方向を示す規定で構成され、廃

棄物の増大や地球温暖化、オゾン層の破壊な

どといった環境問題に対処し、環境の保全に

関する施策を総合的かつ計画的に進めるこ

とを目的としている。 

 

環境白書 

環境基本法第 12 条に基づき、環境省が毎

年発行するもので、環境の状況、環境の保全

に関して講じた施策及び講じようとする施

策を取りまとめたもの。「循環型社会白書」、

「生物多様性白書」との合冊となっている。 

 

環境負荷 

人間が環境に与える負担のこと。単独では

環境への悪影響を及ぼさないが、集積する

ことで悪影響を及ぼすものも含む。環境基

本法では、環境への負荷を「人の活動により

環境に加えられる影響であって、環境の保

全上の支障の原因となるおそれのあるもの

をいう。」としている。 

 

乾式消石灰噴霧 

排ガス処理の一種で、ごみ焼却施設から排

出される排ガス中の酸性ガス（HCl、SOx）を

除去するために、焼却炉から煙突までに配置

された煙道に消石灰を噴霧すること。 

 

基幹的設備改良工事 

ごみ処理施設やし尿処理施設を構成する

重要な設備や機器について、概ね 10～15 年

ごとに実施する大規模な改良事業。 

 

気候市民会議 

無作為に抽出された市民が専門家等から

の情報提供を踏まえて話し合い、気候変動対

策をまとめて提言する会議。欧州各国で広が

り、日本国内でも札幌市、川崎市、武蔵野市、

所沢市、つくば市などで開催され、広がりを

見せている。 

 

拠点回収 

市役所や交流センターなどを拠点として

資源物等を回収すること。 

 

汲み取り便槽 

便器下に据え付けられた便槽にし尿を貯

留し、定期的に人力あるいは機械によって汲

み取る形式の便所一式を指す。 
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好気性消化処理 

し尿処理施設の一次処理設備として用い

られる処理方法で、し尿等を長時間ばっ気を

行うことで、酸素を必要とする微生物に有機

物を二酸化炭素と水に分解させることによ

り浄化する処理方法。 

 

公共下水道水洗化人口 

汚水や生活雑排水（風呂、台所等からの汚

水）を公共下水道に排水している人口。 

 

高度処理型合併処理浄化槽 

窒素を高度に除去ができる合併処理浄化

槽のこと。本市では、高度処理型合併処理浄

化槽を設置する場合、設置費用の一部を補助

している。 

 

高度リサイクル 

高度なリサイクル技術の適用により、温室

効果ガスの排出を削減し、より効率的かつ環

境負荷の少なく再資源化を行うこと。 

 

ごみ組成分析調査 

ごみ減量や再資源化推進のための基礎デ

ータを得ることを目的に、排出されたごみを

項目ごとに仕分けして、重量割合を調べる調

査。リサイクルできる資源物がどの程度混入

しているか分析することもできる。 

 

コミュニティ・プラント 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に

規定されたし尿処理施設の一種であり、散在

性集落または既成市街地から離れて建設さ

れる各家庭や団地等から、し尿と生活雑排水

を管路によって収集し、集合的に処理する施

設であり、市町村が設置・管理するもの。 

 

【さ行】 

 

災害廃棄物 

地震や洪水などの災害によって、倒れたり

焼けたりした建物の解体撤去に伴い発生す

る廃棄物のこと。がれき類や木くず、コンク

リート塊、金属くずの他、家財道具等も含ま

れる。 

 

最終処分場 

一般廃棄物及び産業廃棄物を埋立て処分

する場所及びその施設・設備をいう。処分場

には、安定型（廃プラスチック等）、管理型（汚

泥等）、遮断型（埋立基準値以上の有機物質を

含む）がある。 

 

再使用（リユース） 

一度使用された製品や部品、容器等を再使

用すること。具体的には、(1)あるユーザーか

ら回収された使用済み機器等をそのまま、も

しくは修理などを施したうえで再び別のユ

ーザーが利用する「製品リユース」、(2) 製品

を提供するための容器等を繰り返し使用す

る「リターナブル」などがある。 

 

再生利用（リサイクル） 

廃棄物等を原材料として再利用すること。

効率的な再生利用のためには、同じ材料の物

を大量に集める必要があり、特に自動車や家

電製品といった多数の部品からなる複雑な

製品では、材質の均一化や材質表示などの工

夫が求められる。なお、再生利用のうち、廃

棄物等を製品の材料としてそのまま利用す

ることをマテリアルリサイクル、化学的に処

理して利用することをケミカルリサイクル

という。 

 

再生利用率（リサイクル率） 

ごみの総排出量に対する資源化された量

（再生利用量）の割合。再生利用量には、分

別収集による資源物量、中間処理による資源

物量、集団回収された資源物量、事業者間で

直接資源化した資源物量が含まれる。 
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雑がみ 

新聞、雑誌、段ボール、紙パック以外のリ

サイクルできる名刺サイズ以上の紙のこと。

本市では、雑がみは、月 2 回の「古紙・古布」

の収集日に出すことができる。 

 

サプライチェーン 

原料調達に始まり、製造、在庫管理、物流、

販売等を通じて、消費者の手元に届くまでの

一連の流れを指す。 

 

事業系一般廃棄物減量化等計画書 

つくば市廃棄物の減量及び適正処理に関

する条例第 10 条に基づき、事業系一般廃棄

物の多量排出事業者（日量 100 キログラム以

上の一般廃棄物を排出する事業者）に対して

毎年 4 月 30 日までに提出を求めている計画

書。 

 

事業系ごみ 

事業活動に伴って生じる廃棄物で、事業系

一般廃棄物と産業廃棄物に分けられる。本計

画は、事業系一般廃棄物を対象としている。 

 

事業者直接資源化量 

事業者がつくばサステナスクエア以外の

民間の資源化施設に搬入している資源物量

のこと。 

 

資源有効利用促進法 

循環型社会を形成していくために必要な

3R（リデュース・リユース・リサイクル）の

取組を総合的に推進するための法律。特に事

業者に対して 3R の取組が必要となる業種や

製品を政令で指定し、自主的に取組むべき具

体的な内容を省令で定めている。 

 

し渣 

し尿、浄化槽汚泥をし尿処理場で処理した

あとに残る汚泥以外のもの。 

市内一斉清掃 

主に地域の道路わきにポイ捨てされてい

るごみの回収を目的とし、本市が年 2 回実施

している清掃活動のこと。 

 

し尿 

人の小便・大便を合わせた呼び方。 

 

集合処理 

汚水や生活雑排水（風呂、台所等からの汚

水）を管渠により終末処理場まで導水し、処

理する方式。本市は、利根川流域及び霞ケ浦

流域の終末処理場（流域下水道処理施設）で

処理している。 

 

集積所 

生活系ごみを出す場所で、ごみ収集車が回

収する。本市には 7,169 箇所（令和 6 年 3 月

末時点）の集積所が点在する。 

 

集団回収 

子ども会や自治会などの団体がかん・び

ん・新聞紙・段ボール・雑誌・古布などの資

源として再利用できるものを集めて、民間の

回収業者に引き取ってもらう活動のこと。 

 

終末処理場 

下水を最終的に処理して公共用水域また

は海域に放流するために設けられる施設。 

 

循環型社会 

「大量生産・大量消費・大量廃棄型」の社

会に代わるものとして提示された概念。循環

型社会基本法では、第一に製品等が廃棄物等

となることを抑制し、第二に排出された廃棄

物等についてはできるだけ資源として適正

に利用し、最後にどうしても利用できないも

のは適正に処分することが徹底されること

により実現される、「天然資源の消費が抑制

され、環境への負荷ができる限り低減された
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社会」としている。 

 

循環型社会形成推進基本法 

循環型社会を構築するにあたっての国民、

事業者、市町村、政府の役割が規定された法

律。 

 

循環経済（サーキュラ―エコノミー） 

従来の 3R の取組に加え、資源投入量・消

費量を抑えつつ、ストックを有効活用しなが

ら、サービス化等を通じて付加価値を生み出

す経済活動であり、資源・製品の価値の最大

化、資源消費の最小化、廃棄物の発生抑止等

を目指すもの。 

 

焼却残渣 

ごみ焼却施設でごみを処理した後に発生

する焼却灰や飛灰（集塵装置で捕集された灰）

の総称。 

 

焼却灰 

ごみ焼却施設でごみを処理した際に残っ

た燃え殻。 

 

焼成処理 

ばいじんなど特別管理一般廃棄物の法に

定められた処理方法の一つ。焼却残渣を温度

（1,000℃～1,100℃）で焼成（固体粉末の集

合体を融点よりも低い温度で加熱すると、粉

末が固まって緻密な物体になる現象）するこ

とで、重金属類を揮散させ、ダイオキシン類

を分解し、土木資材（人工砂等）を製造する。 

 

食品リサイクル法 

法律名称は「食品循環資源の再生利用等の

促進に関する法律」。食品製造工程から出る

材料くずや売れ残った食品、食べ残しなどの

「食品廃棄物」を減らし、リサイクルを進め

るため、生産者や販売者などに食品廃棄物の

減量・リサイクルを義務付けた法律。 

食品ロスの削減の推進に関する法律 

令和元年5月 31日に令和元年法律第19号

として公布され、令和元年 10 月 1 日に施行

された。本法律は、食品ロスの削減に関し、

国、地方公共団体等の責務等を明らかにする

とともに、基本方針の策定その他食品ロスの

削減に関する施策の基本となる事項を定め

ること等により、食品ロスの削減を総合的に

推進することを目的としている。 

 

3R（スリーアール） 

リデュース（Reduce）： 発生抑制、リユー

ス（Reuse）： 再使用、リサイクル（Recycle）： 

再生利用の 3 つの頭文字をとったもの。環境

省では、3R 推進に対する理解と協力を求める

ため、毎年 10 月を 3R 推進月間と定め、広く

国民に向けて、普及啓発活動を実施している。 

 

生活系ごみ 

家庭の日常生活から発生する廃棄物。 

 

生産年齢人口 

15〜64 歳の人口のことで、生産活動の中核

的な担い手として経済と社会保障を支えて

いると考えられている層。 

 

接続率 

公共下水道を利用できる区域の人口のう

ち、公共下水道に接続している割合。 

 

セメント原料化 

ごみ焼却施設で生じた焼却灰をセメント

の原料として有効利用すること。 

 

【た行】 

 

脱炭素社会 

カーボンニュートラル（温室効果ガスの排

出量と吸収量を均衡させること）を実現した

社会のこと。 
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政府は、令和 2 年（2020 年）10 月、2050

年までに温室効果ガスの排出を全体として

ゼロにする、カーボンニュートラルを目指す

ことを宣言した。 

つくば市は、令和 4 年（2022 年）2 月、2050

年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロにす

る「ゼロカーボンシティ」を目指すことを宣

言した。 

 

脱炭素先行地域 

2050 年カーボンニュートラルに向けて、民

生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電

力消費に伴う CO2 排出の実質ゼロを実現し、

運輸部門や熱利用等も含めてそのほかの温

室効果ガス排出削減についても、我が国全体

の 2030 年度目標と整合する削減を地域特性

に応じて実現する地域で、「実行の脱炭素ド

ミノ」のモデルとなる地域。 

つくば市は、TX つくば駅を中心として概ね

半径 500m の範囲を対象として、令和 5 年

（2023 年）11 月に選定された。 

 

多量排出事業者 

日量平均100kg以上の一般廃棄物を排出す

る事業者。 

 

単独処理浄化槽 

トイレの排水だけを処理する浄化槽。生活

雑排水（風呂、台所等からの汚水）は未処理

のまま放流される。浄化槽法の改正により、

現在は合併浄化槽のみが「浄化槽」として位

置づけされ、単独浄化槽は、原則として新た

な設置ができなくなった。 

 

地域循環共生圏（ローカル SDGs） 

都市も地域も多くの課題が山積するなか、

それぞれの地域が主体的に「自ら課題を解決

し続け」、得意な分野でお互いに支えあうネ

ットワークを形成していくことで、地域も国

全体も持続可能にしていく「自立・分散型社

会」のこと。地域で環境・社会・経済の課題

を同時解決する事業を生み出していくこと

から「ローカル SDGs」とも呼ばれている。 

 

地球温暖化対策実行計画 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」に

基づき、地方公共団体が、国の地球温暖化対策

計画に即して策定する計画。 

地方公共団体の事務事業に伴う温室効果ガ

スの排出の量の削減並びに吸収作用の保全及

び強化のための措置に関する計画である「事

務事業編」と、その区域の自然的社会的条件に

応じて温室効果ガスの排出量削減等を推進す

るための総合的な計画である「区域施策編」の

2 つがある。 

 

厨芥類 

食べ物のくず。生ごみ。 

 

中間処理 

収集したごみの焼却、下水汚泥の脱水、不

燃ごみの破砕、選別などにより、できるだけ

ごみの体積と重量を減らし、最終処分場に埋

め立て後も環境に悪影響を与えないように

処理すること。さらに、鉄やアルミ、ガラス

など再資源として利用できるものを選別回

収し、有効利用する役割もある。 

 

直接搬入量 

ごみを排出者自らが処理施設に直接持ち

込んだ量のこと。 

 

つくば市一般廃棄物減量等推進審議会 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭

和 45 年法律第 137 号)」の第 5 条の 7 第 1 項

の規定に基づき、本市の一般廃棄物の減量、

分別、リサイクル等について調査審議するた

めに設置された諮問機関。 

 

 



 

- 124 - 

第
１
編 

共
通 

第
２
編 

ご
み
処
理
基
本
計
画 

第
３
編 

食
品
ロ
ス
削
減
推
進
計
画 

第
４
編 

生
活
排
水
処
理
基
本
計
画 

用 

語 

集 

つくば市都市計画マスタープラン 

本市のまちづくりの基本的な指針となる

構想である「つくば市未来構想」に基づき、

都市計画区域の長期的な視点にたった都市

の将来像である「研究学園都市計画区域の整

備、開発及び保全の方針」に即した内容で、

本市における各種の都市計画を定めていく

ための指針となるもの。 

 

出前講座 

市民が主催する集会等に、本市の職員が講

師として出向き、暮らしに役立つ内容や市の

業務、施策について話をするシステム。 

 

特定環境保全公共下水道 

公共下水道のうち、主として市街化区域外

で設置され、農山漁村あるいは自然公園区域

等の都市計画区域が設定されていない地域

でも実施可能な公共下水道のこと（対象人口

が、1,000 人～10,000 人まで）。ただし、1,000

人未満でも水質保全上特に下水道整備を必

要とする区域も含む。 

 

都市下水路 

主として市街地における下水（主に雨水）

を排除するために自治体が管理している下

水道(公共下水道および流域下水道を除く)

のこと。 

 

都市鉱山 

使用済みの家電、携帯電話、パソコンその

他の製品から金属材料を回収し、再利用する

こと。都市の廃製品から資源を得るため、こ

れを鉱山での採掘に例えてこのように呼ん

でいる。 

 

【な行】 

 

認可区域外 

下水道事業計画区域外のこと。 

農業集落排水施設 

農業用排水の水質保全、農業用排水施設の

機能維持並びに農村生活環境の改善を図り、

併せて、公共用水域の水質保全に寄与するた

めの、農業集落におけるし尿、生活雑排水等

を処理する施設をいう。なお、農業集落排水

施設は、浄化槽法に規定される浄化槽の一種

である。本市には存在しない。 

 

【は行】 

 

バグフィルター 

ろ布と呼ばれる織布や不織布を用いて処

理ガスに含まれる微細なダストや粒子を捕

集する装置。 

 

破砕 

砕いて粉々にすること。本市では、リサイ

クルセンターで不燃ごみ、粗大ごみを破砕処

理している。 

 

パッカー車 

ごみ収集車。 

 

発生抑制（リデュース） 

ごみの発生そのものを抑えることで、再使

用（リユース）、再利用（リサイクル）に優先

される。 

発生抑制のためには、事業者には原材料の

効率的利用、使い捨て製品の製造・販売等の

自粛、製品の長寿命化など製品の設計から販

売に至るすべての段階での取り組みが求め

られる。また、消費者は、使い捨て製品や不

要物を購入しない、過剰包装の拒否、良い品

を長く使う、食べ残しを出さないなどライフ

スタイル全般にわたる取り組みが必要であ

る。 

 

BDF（バイオディーゼル燃料） 

廃食油などの油脂を原料として製造され
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た軽油代替燃料のこと。本市では、家庭から

出る使用済みサラダ油や、賞味期限が切れて

古くなった油などの食用油を回収し、バイオ

ディーゼル燃料を精製し、サステナスクエア

で利用する作業車などの代替燃料として活

用している。 

 

PDCA サイクル 

目標を設定し、実施すべき対策、施策を立

案すること（Plan）にはじまり、その計画に

則り適切な措置を講ずることで施策を実行

すること（Do）に続き、その実施状況や得ら

れる効果等を定期的に把握すること（Check）

を行い、さらにその結果を考慮し見直しをす

ること（Act）を一連のサイクルとして実施す

ることで、継続的な改善を推進するマネジメ

ント手法のこと。 

 

飛灰 

ごみ焼却施設でごみを処理した際に発生

する排ガス中に含まれるばいじんの総称。 

 

フードドライブ 

家庭で余っている食べ物を学校や職場等

などに持ち寄り、それらをまとめて地域の施

設、団体等に寄付する活動のこと。 

 

不燃残渣 

ごみの中間処理等で残ったカスで、本市の

焼却施設で焼却できないごみ。 

 

不法投棄 

廃棄物を法律が定める方法に従って適切

に取り扱わず、山林や水辺などに投棄するこ

と。 

 

プラスチック製容器包装 

容器包装リサイクル法（「容器包装に係る

分別収集及び再商品化の促進等に関する法

律」）で対象とされた「容器包装」のうち、プ

ラスチック製のもの。なお、「容器包装」とは、

商品を入れたり包んだりする「容器」や「包

装」のうち、商品を消費したり商品と分離し

た場合に不要となるもので、具体的には、た

まごパック、ペットボトルやチューブ容器な

どのキャップ・ラベル、お菓子やパン、冷凍

食品の外装などを指す。 

 

分流式 

汚水や生活雑排水（風呂、台所等からの汚

水）と雨水をそれぞれ別の管渠（汚水管と雨

水管）で集め、汚水は下水処理場へ，雨水は

川や湖へ流す方式。なお、汚水や生活雑排水

を一つの管渠で集める方式を合流式という。 

 

【ま行】 

 

無触媒脱硝 

ごみ焼却炉で発生する窒素酸化物（NOx）の

低減方法の一つで、脱硝剤（尿素やアンモニ

ア）を焼却炉内に吹き込み、窒素酸化物（NOx）

を無害な窒素と水に還元する技術。 

 

【や行】 

 

山元還元 

溶融処理された飛灰から非鉄金属（鉛、カ

ドミウム、亜鉛等）を回収・再利用する処理

技術。 

 

有価物 

価値の有る物で、自分で使用できる、もし

くは他人に有償で売却できるもの。 

 

有害ごみ 

蛍光管、乾電池、水銀体温計等の人体に害

を及ぼす物質を含む廃棄物のこと。 

 

溶融（固化）処理 

焼却灰等の焼却灰等の廃棄物を加熱し、概
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ね 1200℃以上の高温条件下で有機物を燃焼

させるとともに、無機物を溶融した後に冷却

してガラス質の固化物（溶融スラグ）とする

技術。 

 

溶融スラグ 

溶融固化によって生じる固化物。 

 

【ら行】 

 

リサイクル法 

「資源の有効な利用の促進に関する法律」

の略称。当初、資源の有効利用を進めるため

に「再生資源の利用の促進に関する法律」と

して制定され、業種や製品ごとに事業者に対

するリサイクルを進めるための判断基準や

表示基準を定めた。その後、3R（リデュース、

リユース、リサイクル）の積極的導入を図る

ために改定された。 

 

リサイクル率 

ごみの総排出量のうちリサイクルされた

量の割合。 

 

リチウムイオン電池 

正極と負極を持ちその間をリチウムイオ

ンが移動することで充放電を行う電池のこ

と。小型電子機器のバッテリーとして近年、

急速に普及してきている。一般に、繰り返し

充電して使用できる電池を二次電池、使い切

りのものは一次電池と呼ばれる。 

 

流域下水道 

効率的に汚水や生活雑排水（風呂、台所等

からの汚水）を排除し処理するため、二つ以

上の市町村の公共下水道からの汚水等を収

集し一括処理するもの。 

 

レジリエント 

デジタル技術を活用して都市のインフラ

や施設、運営業務などを最適化し、災害やそ

の他の課題に柔軟に対応できること。 

 



  



 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

つくば市一般廃棄物処理基本計画 

令和 7年（2025 年）3月 

編集・発行 つくば市 生活環境部 環境衛生課 

〒305-8555  茨城県つくば市研究学園一丁目１番地１ 

TEL：029-883-1111（代表） 


